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序章 国際会計基準制度化の歩みと本研究の意義と方法 
 
第 1 節 研究の目的と課題 
 企業を取り巻く経済社会の環境の変化は，さまざまな世界に影響を与えている。企業の
経済活動を会計情報として提供する企業会計の世界もまた同様である。特に，今日のグロ
ーバル化にともない，企業の利害関係者は，多様な会計情報を要求するようになってきた。
企業会計は，これまで，資金の運用形態である資産と資金の調達源泉である負債および資
本を情報として示し，資本の増減を経営成績として示すことで事が足りていた 1)。そして，
企業の示す会計情報は，過去の情報を中心として，将来及び現在の情報を，過去の情報を
拡充する形で示していたのである。 
 しかしながら，今日の企業の利害関係者は，企業が提供する会計情報について，今まで
とは異なった次元での開示を要求するようになってきた。それは，経営成績への資金の裏
付け，あるいは，将来の企業にキャッシュ・フローをもたらす項目，およびキャッシュ・
フローの流出をもたらす可能性のあるリスクなどの会計情報などである。そして，その流
れは，国際的な会計基準が必要だと考えられた時より始まっている。 
この企業会計制度の国際的な潮流により，1973 年に国際会計基準委員会（International 
Accounting Standards Committee； 以下，IASC）が設立された。その後，この IASC お
よび IASC の組織改編後の国際会計基準審議会（International Accounting Standards 
Board； 以下，IASB）より，国際会計基準（International Accounting Standards； 以
下，IAS）及び国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards； 以下，
IFRS）が公表されてきた。 
そして，経済社会の変化の流れに対応するため，個々の経済事象に対応した会計基準が
多様に公表されるとともに，改訂がなされてきている。ところが，現代にいたって，会計
基準相互間の整合性がとれていない，あるいは，その基盤となる概念フレームワークでさ
え，個々の会計基準と整合性がとれていないという問題が起こってきている。それでは，
なぜそういうことが起こってしまったのであろうか。それは，会計基準の論理的基盤とな
る会計測定システムに関する論理の不徹底な状態で，急速に様々な会計基準を設定したた
めに，これらの問題が発生したものだと，思考される。 
そこで，このような現代の会計制度で生じている問題を解決するために，本研究は，こ
れまでの会計システムを再検討するとともに，現代の会計制度に適合する会計測定システ
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ムを再構築することを目的とする。そして，この目的を達成するために，次の段階をおっ
て課題を設定し研究を進めていく。 
① これまでの企業会計のシステムを再考し，これまでの会計測定構造を明らかにした
後で， 
② 現在の会計基準制度における財務表について，その意義と構造を明らかにすること
で， 
③ 現代の企業会計制度の論理的基盤となる会計測定構造を再構築することを目的と
している。 
そこで，第 1 の段階として，まず，現代における企業会計システムの全貌について考察
する。これにより，企業会計システムは，経済社会の進展とともに，企業の利害関係者へ
の情報提供の重要性から，いくつかのサブシステムにより構成されるようになってきたこ
とが明らかになる。さらに，企業会計とは，フィードバックを伴った情報伝達のシステム
であり，これは，情報を発信する企業側とその情報を受信する側の利害関係者とのコミュ
ニケーション・システムであることも明らかとする。このことにより，企業会計を考察す
るにあたって，記号論ないし言語論アプローチが適切であることに言及する。 
そして，この記号論ないし言論的アプローチを分析視角として，企業会計システムの中
心となる会計測定システムにおける会計測定構造の考察を行う。しかし，ここでは，第 2
段階からの考察のために，現代の会計測定構造の前段階，すなわち伝統的な会計測定構造
2)を対象としている。ここでは，1930 年代に展開されたアメリカの会計測定論に光をあて
る。それは，この会計測定構造を形作る理論が，この 1930 年代に展開された会計測定理
論の中に存在していると考えられるからである。 
第 2 段階として，キャッシュ・フロー計算書に関する資金の概念，勘定体系を考察し，
計算書の位置づけを行う。このキャッシュ・フロー計算書は，これまでの伝統的な会計制
度には，設定されていなかった。そのことは，これまでの伝統的な会計制度では，表現で
きていない新しい項目（構成要素）が設定されるとともに，この財務表の位置づけのため
には，新しい会計測定構造が構築されなければならないと，推測されるからである。 
次の，第 3 段階として，包括利益計算書に関する概念，勘定体系を考察し，計算書の位
置づけを行う。この包括利益計算書は，これまでの伝統的な会計制度による収益及び費用
の概念的な拡大から設定されるようになったと考えられる。すなわち，包括利益計算書は，
新しい概念のもとに誕生したといえよう。このことは，これまでの伝統的な会計測定シス
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テムとは違った構造が，必要とされると考えられる。 
そして，結論として，キャッシュ・フロー計算書と包括利益計算書を含む，現代の会計
制度に適合した企業会計測定構造を再構築したい。 
 
第 2 節 研究の背景と本研究の意義 
 近年の企業を取り巻く環境を鑑みると，著しい変化がみられる。特に近年では，国際化
がすすみ，企業は，もはや一国のことだけを考えた経済活動を展開することは，困難にな
ってきている。すなわち，経済社会がグローバル化してきているのである。このような社
会のもとでは，製品（商品）の国際的な流通はもちろん，国内企業の海外への進出，ある
いは海外企業の国内への進出が活発化してくる。例えば，わが国の企業の海外進出は，2014
年で，68,573 拠点で，前年比約 7.5％増となっている 3)。そして，わが国への外資系の企
業の進出は，2013 年で，3,189 社となっており，2001 年と比較すると 1.8 倍増である 4)。 
さらに，このようなグローバル社会では，製品（商品）の流れだけでなく，資金の流れ
もまた国際化されることとなる。すなわち，金融の自由化，ないしグローバル化は，証券
市場の発達を促し，企業に対する利害間関係者の関心を変化させることになる。いわゆる，
企業への出資者，なかでも投資家は，企業の経営に関与することよりも，株式投資の差額
により利益を得ようとする活動を，活発化するようになったのである。 
 そして，グローバル化した証券市場に参加した企業は，財務上の方策として，国内外か
らの資金獲得のため，これらの投資家を無視できなくなったのである。このことは，利害
関係者のうち，債権者や経営に関心をもつ長期的な投資家の要求よりも，株式投資により
利鞘を得るための短期的な投資家の要求が強くなってくることを意味している。 
このような中，企業の財務情報の国際的な基準設定を目指す IASB は，2015 年に基準の
憲法ともいうべき概念フレームワーク（Conceptual Framework）の改訂の草案を公表し
た。最初に，IASB が概念フレームワークを公表したのが 1989 年であるので，実に 26 年
ぶりの改訂である。これにより，会計基準は新しい段階へと向かおうとしている。 
現在，わが国の会計基準は，財務会計基準機構（Financial Accounting Standards 
Foundation；以下，FASF）の企業会計基準委員会（Accounting Standards Board of Japan；
以下，ASBJ）が公表する企業会計基準として設定されている。しかしながら，現在の経済
社会の状況から，わが国においても国際的な会計基準である IFRS の採用（adoption）等
のための会合が実施されている 5)。このことは，IFRS が，わが国の会計基準にも大きな影
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響を与えることを意味している。 
以上，会計基準設定の要因と近年の歩みを述べたが，それらの会計基準の理論的根拠と
なるものが，企業会計における会計測定構造である。すなわち，現代の企業会計の測定構
造を明らかにすることは，今後の会計基準の設定にあたって，その理論的整合性を判断す
るための材料となりえるのである。そうした意味で，本研究の意義は，大きなものである
と考えている。 
現在，企業の財務情報は，財務諸表等を通じて利害関係者に公表されている。現代の会
計制度において，この財務諸表 6)の中で基本的財務表と呼ばれる計算書類に，貸借対照表
7)，包括利益計算書，キャッシュ・フロー計算書がある 8)。わが国においても，これらの財
務表は，ASBJ の企業会計基準により規定されている 9)。むろん，IFRS においても，これ
らの基本的財務表については，規定されている。しかしながら，これらの基本的財務表に
ついては，関連性があるものとして記述されているが，その作成方法とともに，財務諸表
の体系は，明らかにされていない。 
本研究は，現代の企業会計の測定構造の全容を明らかにする過程において，これらのこ
とにも言及していく。すなわち，上記の問題の解決にむけての指針となると考えている。 
それでは，次に，IFRS 設定の歩みと概念フレームワークを考察することで，その問題
点に迫りたい。 
 
第 3 節 IFRS の動向と問題点 
――概念フレームワークの比較を通して―― 
3.1  IFRS に関する国際的動向 
 現代の経済の発展は，国内だけに留まらずに世界規模で展開されている。企業は，国境
を超えて経済活動を展開し，資金の調達についても世界規模で実施せざるを得なくなって
いる。そして，企業が世界規模で事業を展開する時，企業はさまざまな課題に直面する。
それは，各国には，異なった文化，異なった法律，および異なった環境が存在していると
いうことである。 
 そのような中で，もし他国で事業を展開しようとすれば，その国に適合した活動が求
められることになる。その一つに，会計の問題がある。企業は，自国の文化，法律，およ
び環境に適合した企業会計のルールにより，企業の経済活動を報告する財務諸表を作成し
ている。すなわち，企業が，他国における利害関係者に，自社の事業活動の情報を報告す
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るために財務諸表を作成しようとすれば，自国とは違った企業会計のルールを使用する必
要があるのである。 
このことは，自国と他国とのルールに従った財務諸表を作成しなければならないという
ことになり，企業にとって二重の負担を強いることになる。このことから，企業の諸活動
の国際化，金融の国際化とともに，国際的に統一した会計基準を設定しようとする試みが
図られることとなった。 
 会計基準の国際化の流れは，1973 年にオーストラリア，カナダ，フランス，ドイツ，日
本，メキシコ，オランダ，英国及びアイルランド並びにアメリカ合衆国の職業会計士団体
の合意により，IASC が設立されたことに始まる。そして，1977 年には，世界の公認会計
士の団体である国際会計士連盟（International Federation of Accountants：以下 IFAC）
が設立された。この IASC と IFAC は，1981 年に IASC が世界の会計基準の設定主体であ
ることに同意し，実質的に IASC が国際会計基準（IAS）を公表し，国際的調和化に向け
て活動していくのである。しかしながら，この IAS は，しばらくの間，重要視されていな
かった。それは，IASC が，民間の一団体に過ぎず，設定される基準には強制力がなかっ
たからである。いわゆる，各国には異なった慣習，法律が存在しており，その調和化がう
まくいかなかったのである。 
 しかし，転機がおとずれる。世界の国・地域の証券監督当局や証券取引所等から構成さ
れ，証券市場維持のため証券監督者，証券取引所の指導を行う証券監督者国際機構
（International Organization of Securities Commissions：以下 IOSCO）が，2000 年に
IASC が設定した IAS を正式に承認したのである。このことにより，IAS は，世界的に注
目をあびることとなった 10)。 
 そして同 2000 年に，バーゼル銀行監督委員会（Basel Committee on Banking 
Supervision：以下 BCBS，通称；バーゼル委員会）が IAS を支持し，会計を国際的に調
和化するように努力することを表明するとともに，米国の証券取引委員会（Securities and 
Exchange Commission：以下 SEC）も，米国で国際会計基準を使用することに関しての
基本的な考えを表明した。さらに，2001 年には，欧州委員会（European Commission：
以下 EC）は，2005 年までに欧州連合（European Union：以下 EU）で上場している企業
に IASC の会計基準を要求する計画を表明した。このように IASC は，各方面の支持をう
け，IAS は，グローバルスタンダードとして認められていくようになっていった。 
 この IASC は，2001 年に，基準設定機関としての機能を IASB へ承継し，IASB を監督
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する機関たる国際会計基準委員会財団（International Accounting Standards Committee 
Foundation：以下 IASCF）として組織改正した。そして，今後設定する国際会計基準は，
IFRS として示されることになる。 
 さらに，2001 年には，EC が，EU において，2005 年 1 月から EU の域内上場企業に対
して IFRS の適用を義務づけるとした 11)。ついで，米国においいても 2002 年には，FASB
と IASB との共同会議にて，「ノーウォーク合意」を発表し，米国会計基準のコンバージェ
ンスに向けた動きが急速に進展することとなった。さらに，EU においては，2009 年 1 月
12)からは，域外上場企業に対して IFRS またはこれと同等の基準の適用を義務づけること
としたのである 13)。 
そして，米国の SEC は，2008 年 11 月に米国企業に対して IFRS の適用を容認（任意適
用）・強制適用するための「ロードマップ案」（SEC[2008]）を公表し，一定の要件を満た
す企業については，2010 年初以降に提出される財務報告について IFRS 適用を容認すると
ともに，2014 年から財務報告を提出する全企業に IFRS を段階的に強制適用することの是
非について 2011 年までに決定する案を提出している。 
 さらに，SEC は，2010 年に IFRS に対する方向性を再確認する声明とワークプランを
公表した。この声明では，単一のグローバルかつ高品質な会計基準の達成という目標が再
確認されるとともに米国基準と IFRS のコンバージェンスを引き続き支持するということ
や，2011 年に，IFRS 導入の判断を行う方針に変更のないことが示された。一方，ロード
マップ案で提案された 2009 年からの任意適用の開始は見送られている。 
 そして，2011 年 5 月には，SEC が，米国の財務報告制度に IFRS を組み込むための一
つの方法論をまとめたスタッフペーパー「編入可能な方法の探究（Exploring a Possible 
Method of Incorporation）」を公表する。さらに，SEC は，同年 11 月には，「実務におけ
る IFRS の分析（An Analysis of IFRS in Practice）」および「米国会計基準と IFRS の比
較（A Comparison of U.S. GAAP and IFRS）」の 2 つのスタッフペーパーを公表してい
る。なお，これらによりアメリカは，IFRS の強制適用ではなく，IFRS を自国の基準に取
り込んでいくというコンドースメント（condorsement）・アプローチ 14)を採る方向で検討
がなされ，2011 年に強制適用するかどうかの最終判断は，延期された形となっている。 
 なお，2012 年 7 月に，ワークプランで特定された領域に関する SEC スタッフの調査結
果をまとめた最終報告書が公表されている。ただし，この報告書は，米国の財務報告制度
に IFRS を組み込むか否かを判断する際の情報を提供することを目的としており，IFRS
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を組み込むべきか否か，仮に組み込む場合はどのような方法で行うかなどの SEC に対す
る提言は含まれていない。 
 そして，IASB は，2015 年 8 月「2015 年アジェンダ協議」後の財務報告の形成に向け
て，IASB の作業計画についての優先順位が適切かどうか，IASB が識別したプロジェクト
15)が IFRS の改善のための最も緊急性の高い領域かどうかについて意見を募集している 16)。
それでは次に，我が国の IFRS への対応を概観する。 
 
3.2 IFRS へのわが国の対応 
 IAS の設定団体である IASC には，1973 年の設立時から日本は参加している。そして
1997 年，時の内閣は，「フリー(Free)，フェアー(Fair)，グローバル(Global)」のスローガ
ンのもと各分野で規制緩和を実施した。バブル経済の崩壊時の金融においても「金融ビッ
クバン」として実施され，その一環として「会計ビックバン」として国際的調和化
（harmonization）が進められるようになる。 
当時，会計基準の制定においては，企業会計審議会（旧大蔵省：現内閣府金融庁）が実
施していたが，2001 年に会計の国際的調和化の観点から，民間の会計基準設定主体として
FASF の中に ASBJ が設置された。この ASBJ は，2004 年に討議資料『財務会計の概念
フレームワーク』を公表するとともに，2005 年には IASB と IFRS との収斂（コンバージ
ェンス：Convergence）に向けた合意をし，2007 年には，わが国の会計基準を IASB と全
面共通化するという主旨，いわゆる 2011 年 6 月末までの差異を解消する旨の合意たる「東
京合意」を発表した。 
そして 2002 年には，商法の連結決算制度の導入などの改正が行われ，2005 年には，会
社法が制定され，法的な環境整備も進められることになる。 
さらに，この間（1999 年）に日本企業の海外投資家向けの英文アニュアル・レポートに
添付された監査報告書の中に「当該財務諸表が日本基準に準拠して作成・監査されたもの
であり，国際的に通用するものとは異なる」17)という趣旨のある種の警告を意味する文章
の入ったものがみられるという「レジェンド（legend）」問題が起こったが，国際化の努力
が評価され，2008 年には，EC が，米国会計基準と同様，我が国の会計基準を IFRS と同
等であると最終決定するなど，解決をみている。 
そして，金融庁の企業会計審議会では，2006 年に『会計基準のコンバージェンスに向け
て（意見書）』を公表するとともに，2009 年には，企画調整部会において，『我が国におけ
- 8 - 
 
る国際会計基準の取扱いについて（中間報告）』を公表し，2010 年 3 月期（年度）から，
国際的な財務・事業活動を行っている上場企業の連結財務諸表に IFRS の任意適用を認め，
強制適用については，2012 年を目途に判断し，適用するとなった場合は，2015 年又は 2016
年に適用を開始するとしている。 
なお，この IFRS の適用については，アメリカが，IFRS の強制適用を見送った等の理由
により，我が国においても，2011 年 6 月の金融担当大臣自見正二郎氏の談話にあるよう
に，現在では，IFRS の全面適用は見送られている 18)。 
 
3.3 概念フレームワークの改訂からみる IFRS の問題点 
――財務報告の目的，質的特性，および構成要素に焦点をあてて―― 
 前節までに，国際会計基準である IFRS の歩みを概観してきた。この節では，IASC の
概念フレームワークの改訂に光をあてて，主に財務報告に関する目的と財務諸表の構成要
素の定義の変遷に焦点をあて，問題点を指摘していきたい。 
 
3.3.1 IASB の概念フレームワークの設定と改訂 
 IASB の概念フレームワークは，IASC が案として 1989 年に『概念フレームワーク
（Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statements）』〔以下，
概念フレームワーク（IASC1989）〕を公表し，後に IASC が 2001 年に IASB に組織替え
した際に正式に採用された。 
この概念フレームワークの作成の流れは，米国の会計基準設定主体である FASB が 1970
年代から 1980 年代にかけて公表した『Statement of Financial Concepts (以下，SFAC)』
に観ることができる 19)。さらに，この概念フレームワークは，より国際力を高めるために
イギリスの会計基準審議会（Accounting Standards Board：以下，ASB）やアメリカの
FASB との共同プロジェクト 20)を実施し，2010 年には『財務報告に関する概念フレーム
ワーク 2010（Conceptual Framework for Financial Reporting 2010）』として改訂された
概念フレームワークが公表されている 21)。 
さらに，2013 年には，討議資料（Discussion Paper）『財務報告に関する概念フレーム
ワークの見直し（A Review of the Conceptual Framework for Financial Reporting）』が
公表され，2014 年 1 月 14 日までにコメントが集められた。その後，2015 年 5 月には，
公開草案（Exposure Draft）『財務報告に関する概念フレームワーク（Conceptual 
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Framework for Financial Reporting）』が公表され，2015 年 10 月 26 日までのコメント
期限を経て，現在最終調整を行っている段階である。 
今回の IASB の公開草案『財務報告に関する概念フレームワーク（Conceptual 
Framework for Financial Reporting）』では，これまでの 1989 年の概念フレームワーク
も IASB が国際財務報告基準（IFRS）を開発する際には役立ってきたが，「(a)いくつかの
重要な領域を扱ってはいない。(b)一部のガイダンスが不明確である。(b)現行の『概念フレ
ームワーク』のいくつかの側面が時代遅れになっている。」(IASB[2015], p.6)という改訂の
理由を示している。そして，この公開草案は，IASB が FASB と共同のプロジェクトの成
果として改訂された 2010 年の概念フレームワークへの追加，修正となっている。 
 そこで，次の節では，IASB の概念フレームワークの新旧を比較し，その改訂点を概観
し，問題点を指摘したい。 
 
3.3.2 概念フレームワークの比較と問題点 
 この節では，財務情報の目的，質的特性，及び構成要素について，旧概念フレームワー
ク（IASC1989）と新概念フレームワーク（IASB2015）22)を比較しつつ考察し，問題点を
指摘していきたい。 
 この度の概念フレームワーク（IASB2015）は，その見直しの理由として次のことをあげ
ている。 
「(a) いくつかの重要な領域を扱っていない。 
(b) 一部の領域でのガイダンスが不明確である。 
(c) 現行の『概念フレームワーク』のいくつかの側面が時代遅れになっている。」
（IASB[2015] , p.8）。 
前回の概念フレームワーク（IASC1989）の設定から現在まで，時は，24 年余りが経過
している。その間，経済社会は大きく変化しており，会計に関わる様々な出来事 23)も発生
している。これらの出来事の多くは，金融商品に関する企業の経済活動に関係していた。
すなわち，今回の概念フレームワークの改訂は，前回の会計基準の概念による財務情報の
提供では，対応が難しいと判断されたからであろうと推測される。 
 
(1) 財務報告の目的 
 概念フレームワーク（IASC1989）と概念フレームワーク（IASB2015）とを比較するに
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あたって，まず挙げられるのは，財務情報を提供するに当たって，概念フレームワーク
（IASC1989）では，「財務諸表の目的」（IASC[1989] par. 12）としているのに対して，概
念フレームワーク（IASB2015）では，「一般目的財務報告の目的」（IASB[2010] par. OB2, 
IASB[2015] par. 1.1）としていることである。このことは，概念フレームワーク（IASC1989）
では，財務諸表に焦点が当てられているのに対して，概念フレームワーク（IASB2015）で
は，財務報告という名称に改訂している。これは，有価証券報告書で公表している財務諸
表以外の情報はもちろん，企業が公表するすべての情報をも含むと考えられる。そうした
意味では，財務情報の内容が拡大されたといえよう 24)。 
 さらに，概念フレームワーク（IASC1989）では，財務諸表の目的は，「広範な利用者が
経済的意思決定を行うに当たり，企業の財政状態，業績及び財政状態の変動に関する有益
な情報を提供する」（IASC[1989], par. 12）としていた。そして，概念フレームワーク
（IASB2015）では，財務報告の目的は，「現在及び潜在的な投資者，融資者及び他の債権
者が企業への資源の提供に関する意思決定を行う際に有用な，報告企業についての財務情
報を提供すること」（IASB[2010] par. OB2, IASB[2015] par. 1.2）としている。 
 ここで指摘することができるのは，財務諸表の利用者が，概念フレームワーク
（IASC1989）では，「広範な利用者」となっているが，概念フレームワーク（IASB2015）
では，「現在及び潜在的な投資者，融資者及び他の債権者」と限定的に記述されていること
である。このことは，概念フレームワーク（IASC1989）では，利用者として「投資者，従
業員，貸付者，仕入先及びその他の取引業者，得意先，政府及び監督官庁，そして一般大
衆」（IASC[1989] par. 9）が挙げられているが，概念フレームワーク（IASB2015）では，
この記述はない。 
 このことについて岩崎[2014c]は，「従来の産業資本主義的な考え方に基づく過去キャッ
シュ・フロー（収支）を基礎とした取得原価主義会計から，金融資本的な考え方に基づく
将来キャッシュ・フローを主軸に据えた会計へと概念的な枠組みが転換しつつある」（岩崎
[2014c] 41 頁）ことをあげている。 
 これまで，企業の利害関係者の中心は，企業に資金を提供している債権者と株主であっ
た。そしてここでいう株主とは，企業の経営に関心を持つ長期的な資金提供を担っている
株主である。すなわち，これら債権者と株主への財務情報は，支払能力と安定性を示せば
よかったのである。 
 しかしながら，株主に代わって株式投資による差額で利益を得ようとする短期的な資金
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提供を行う一般投資家が増加してくると，企業そのものの価値の増減，いわゆる業績 25)が
重視されてくる。この業績とは，資産の公正価値ならびに負債の公正価値で表すことがで
きる企業の一定期間の価値の増加である。そして，この業績は企業が保有している金融商
品を中心としてもたらされることが多い。このことから岩崎氏は，これを「概念的枠組み
の金融化（現象）ないし，「会計の金融化（現象）」と呼んでいる（岩崎[2014c] 41 頁）。 
 そして，このことから概念フレームワーク（IASB2015）では，財務情報の主たる利用者
として「現在及び潜在的な投資者，融資者及び他の債権者」と限定的に記述されている。 
さらに，財務情報の主たる利用者が株主から一般投資家に移ることによって，財務情報
が担ってきた受託責任および利害調整の位置づけが大きく揺らぐことになる。実際に概念
フレームワーク（IASC1989）では，財務諸表の目的において「財務諸表はまた，経営者の
受託責任又は経営者に委ねられた資源に対する会計責任の結果も表示する。」（IASC[1989] 
par.14）としているが，概念フレームワーク（IASB2015）には，その記述はない。このこ
とは，財務情報の受託責任の結果の表示は，無視してもよいのかという問題点が指摘され
る。 
 
(2) 財務情報の質的特性について 
 財務諸表の質的特性について，概念フレームワーク（IASC1989）は，「質的特性とは，
財務諸表が提供する情報を利用者にとって有用なものとする属性をいう。4 つの主要な質
的特徴は，理解可能性，目的適合性，信頼性及び比較可能性である。」（IASB[1989], par. 
24）としている。しかし，概念フレームワーク（IASB2015）では，「財務諸表が有用であ
るべきだとすれば，それは目的適合的で，かつ，表現しようとしているものを忠実に表現
しなければならない。財務情報の有用性は，それが比較可能で，検証可能で，適時で，理
解可能であれば補強される。」（IASB[2010] par. QC6, IASB[2015] par. 2.4）としている。 
 さらに，概念フレームワーク（IASC1989）では，「理解可能性」，「目的適合性」，「信頼
性」，そして「比較可能性」を主の概念とし，「重要性」，「表示の忠実性」，「実質優先」，「中
立性」，「慎重性」，「完全性」，及び「適時性」を補完の概念としていた。それに対して，概
念フレームワーク（IASB2015）では，「目的適合性」，「忠実な表現」を主とする概念とし，
「重要性」，「忠実な表現」，「比較可能性」，「検証可能性」，「適時性」，及び「理解可能性」
を補完的な性質としている。 
 企業会計は，「ビジネスの言語」26)だといわれる。すなわち，財務情報の発信者と受信者
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は，企業会計を通じて会話をしているといえる。具体的に言うならば，企業の経済活動を
会計係（会計測定者）が，会計的思考をもって日々，認識，測定し分類，記録を行う。そ
れらの記録を一定期間の後に集計，整理して，利害関係者に財務情報の報告，伝達を行う。
それを受けた利害関係者は，受け取った財務情報を会計的思考をもって解読し，企業を評
価したり，資金提供したりする等の行動を起こす。すなわち，企業会計は， 一種のコミュ
ニケーション・システムであるといえる。さらに，このコミュニケーションが成り立つた
めには，財務情報の発信者と受信者は，日常的な言語を理解すると同様に，同じ言語（記
号），同じ辞書（コード），同じ文法（ルール），を持っている必要がある 27)。 
 このような状況下では，取引の証憑記録などを基礎とした会計情報が重視される。すな
わち，会計情報の根拠となる信頼性のある情報が必要となるからである。むろん，受信者
である利害関係者においても，提供された会計情報には，根拠となる適切な証憑があるこ
とを理解，信頼している。 
 さらに，作成される会計情報は，会計情報利用者が意思決定をするために有用なものと
して作成される。その本質を考えた時，「会計情報利用者の存在」それ自体と「意思決定有
用性への目的適合性」の重要性は，特質して認識される（木戸田[2012] 102 頁）。そして，
会計情報をより有用ならしめるために，他の会計情報と比較できるための，環境が必要と
なる。 
 いわゆる，会計情報は，「目的適合性」を頂点として，「理解可能性」，「信頼性」，「比較
可能性」を特質として持つとする概念が成り立つのである。 
 ここで，概念フレームワーク（IASB2015）では，「信頼性」は，「忠実な表現」へと変更
された（IASB[2015b] pars. BC2.21-BC2.25）。この「信頼性」の「忠実な表現」への変更
は，「呼称を『信頼性』から『忠実な表現』に変更する決定は，『信頼性』という用語の意
味に関する混乱を避けるために行われたもの」（IASB[2015b] par.2.24）であり，「信頼性」
と「忠実な表現」は，同等の意味で使用されており，企業の経済活動を経済的な資源およ
び義務の変動をもたらす取引を忠実に表現するという考え方は，歓迎されるべきことであ
る。 
 しかしながら，「検証可能性」と「比較可能性」が下位の特性として位置づけられたこと
により，これまで企業会計システム 28)の中で重要な位置をしめていた会計監査システムお
よび会計基準設定システムが，軽視される可能性があるという問題点が指摘される。 
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(3) 財務情報を示すための構成要素 
概念フレームワーク（IASC1989）と概念フレームワーク（IASB2015）を比較すると，
財務報告のための構成要素の定義は，表 0-1 のようになる。 
 ここで，財務情報の構成要素として，資産，負債，持分，収益，費用があることを挙げ
ているのは，変更がない。そして，概念フレームワーク（IASB2015）では，資産とは，「将
来の経済的便益が当該企業に流入することが期待される資源（IASC[1989] par. 49）」が「現
在の経済的資源(IASB[2015] par. 4.5)」と変更された。そして，負債は，「経済的便益を包
含する資源が当該企業から流出する結果（IASC[1989] par. 49）」が「経済的資源を移転す
る現在の義務 (par. 4.24)」と変更されている。すなわち，資産と負債の定義について，「経
済的便益の流入」，「経済的便益を含む資源の流出」という言葉を用いず，「資源」，「義務」
という言葉に限定された。さらに，持分は，「特定の企業のすべての負債を控険した残余の
資産に対する請求権である」から「企業のすべての負債を控除した後の資産に対する残余
持分」へと，変更された。 
【表 0-1】 概念フレームワーク（IASC1989）と（IASB2015）の構成要素の比較 
 旧概念フレームワーク（IASB1989） 新概念フレームワーク（IASB2015） 
資産 資産とは，過去の事象の結果として当該企業
が支配し  かつ，将来の経済的便益が当該企
業に流入することが期待される資源をいう。
（par. 49） 
資産とは、企業が過去の事象の結果として支
配している現在の経済的資源である。(par. 
4.5) 
負債 負債とは，過去の事象から発生した当該企業
の現在の債務であり，これを決済するころに
より経済的便益を包含する資源が当該企業
から流出する結果になると予想されるもの
をいう。（par. 49）    
負債とは、企業が過去の事象の結果として経
済的資源を移転する現在の義務である。(par. 
4.24) 
持分 持分とは，特定の企業のすべての負債を控険
した残余の資産に対する請求権である。(par. 
49) 
持分とは、企業のすべての負債を控除した後
の資産に対する残余持分である。(par. 4.43) 
収益 収益とは，当該会計期間中の資産の流入若し
くは増価又は負債の減少の形をとる経済的
便益の増価であり，持分参加者からの拠出に
関連するもの以外の持分の増価を生じさせ
るものをいう。（par. 70） 
収益とは、持分の増加を生じる資産の増加又
は負債の減少（持分請求権の保有者からの拠
出に関するものを除く）である。(par. 4.48) 
費用 費用とは，当該会計期間中の資産の流出若し
くは減価又は負債の発生の形をとる経済的
便益の減少であり，持分参加者への配分に関
連するもの以外の持分の減少を生じさせる
ものをいう。（par.70） 
費用とは、持分の減少を生じる資産の減少又
は負債の増加（持分請求権の保有者への分配
を除く）である。(par. 4.49) 
（出所：概念フレームワーク（IASC1989）および概念フレームワーク（IASB2015）より抜粋） 
ここに至って，持分とは資産と持分の差額によるものであることが，明確にされた。そ
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こで，資産，負債，及び持分の関係の等式を示せば，次のとおりになる。 
 資産 － 負債 ＝ 持分  
 それでは，資産，負債及び持分の質的概念を念頭に置いたとき，この等式が本来の関係
なのかという疑問が生じる。すなわち，持分とは差額なのかという疑問である 29)。 
 さらに，収益と費用は，概念フレームワーク（IASC1989）では，収益は，「資産の流入
若しくは増価又は負債の減少の形をとる経済的便益の増価」であり，費用とは，「資産の流
出若しくは減価又は負債の発生の形をとる経済的便益の減少」として，資産と負債に直接
関連させて記述されていた。それに対し，概念フレームワーク（IASB2015）では，収益と
は，「持分の増加を生じる資産の増加又は負債の減少」とし，費用とは，「持分の減少を生
じる資産の減少又は負債の増加」として，持分に直接関連させて定義を行っている。これ
により，収益と費用の差額である利益（又は損失）は，持分の増加（又は減少）であるこ
とが明確に位置づけられたといえる。 
 そこで，収益，費用と持分の関係を等式で示せば，次のとおりになる。 
 収益 － 費用 ＝ 持分の増加額（マイナスの場合は，持分の減少額） 
 ここに至って，ようやく収益と費用については，持分と関連させて説明されたこととな
った。しかしながら，資産，負債と収益，費用の関係はどのようになるのであろうか。 
 さらに財務諸表の体系からいえば，基本的財務表として財務状態計算書（貸借対照表），
財務業績の計算書（包括利益計算書），及びキャッシュ・フロー計算書が挙げられる 30)。  
概念フレームワーク（IASC1989）では，「財政状態の測定に直接関係する構成要素は，
資産，負債及び持分である。」(par.49）として貸借対照表の構成要素として明確に示し，
「利益は，業績の測定値として，又は，投下資本利益率若しくは 1 株当たり利益などの他
の測定値の基礎として用いられることが多い。利益の測定に直接関係する構成要素は，収
益及び費用である。」（par.69）として，財務業績の計算書に関しての構成要素を明確化し
ている 31)。しかしながら，概念フレームワーク（IASB2015）においては，財政状態計算
書及び財務業績の計算書についての構成要素については明確化されていない。文面におい
て，推測されるのみである。 
そして，キャッシュ・フロー計算書に関する記述は，構成要素に関しても計算書として
の記述もない。では，このキャッシュ・フロー計算書は，財務諸表の中でどのように位置
づけられるのかという問題点が指摘できる。 
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第 4 節 本研究の構成と分析視角 
 これまでに，IASB の概念フレームワークにおける問題点を指摘してきた。これらの問
題点を解決するためには，まずは，企業会計の基礎となる測定構造を検討する必要がある。
なぜなら，これまでの伝統的な企業会計の測定構造を明らかにすることによって，理論的
裏付けをもった企業会計の内容が展開できると考えるからである。 
 そこで，第 1 章において，伝統的な企業会計の測定構造について検討を行う。その際に
は，まず，近代の企業会計の理論の基礎を作ったとされる H. A. Finney の見解を取り上げ
たい。  
Finney は，1923 年に『Principle of Accounting』の初版を出版している。その後，Finney
の論理は，Miller との共著において受け継がれ，さらに新たな著者たちにも息吹を与え，
『Finney and Miller ’s Principles of Accounting』として半世紀以上にわたりアメリカの
みならず，わが国にも多大な影響を与え続けた。そして，その間 Finney の論理は，1923
年に展開された会計測定論の枠組みをほとんど変えないままに論理が展開され続けられて
いるのである。 
加えて，企業会計は一種のコミュニケーション・システムであることに着目し，記号論
ないし言語論的アプローチにより企業会計の測定構造を考察していきたい。その考察対象
として記号論ないし言語論的アプローチを展開してきた杉本典之氏および木戸田力氏に光
をあてて，議論を進めていく。なお，記号論ないし言語論的アプローチにおいては，下記
の形式にそって考察することが必要だと杉本氏は，述べている。 
「(1) 構文論（syntactics）的考察・・・記号相互間の形式論的諸関係を解明することに
主眼を置く考察である。・・・ここでいえば記号とその指示対象者や利用者との構成要
素と構成要素との関係を考察する 
(2) 意味論（semantics）的考察・・・記号とその支持対象との間の実質論理的諸関係
を，記号の使用者の思考内容を媒介にして，解明することに主眼をおく考察である。 
(3) 語用論（pragmatics）的考察・・・記号とその使用者との間の実践論理的諸関係を
解明することに主眼をおく考察である。」（杉本[1991] 49-50 頁） 
そこで，第 1 章では，会計測定構造を構文論的アプローチと意味論的アプローチを採用
して，章を展開していく。 
第 2 章では，キャッシュ・フロー計算書の概念，勘定体系について，第 1 章で明らかと
なった企業会計の測定構造に則しながら，意味論的アプローチをもって考察を行っていく。
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キャッシュ・フロー計算書は，1900 年代のアメリカにおける文献の中にその萌芽が見られ
る。その後，いくつかの基準書をへて，アメリカでは，1987 年に財務会計基準（Statement 
of Financial Accounting Standards； 以下，SFAS）第 95 号『キャッシュ・フロー計算書
（Statement of Cash Flows）』が，財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards 
Board； 以下，FASB）より公表され，制度化された。さらに，国際的には，1994 年に国
際会計基準（IAS）第 7 号『キャッシュ・フロー計算書（Cash Flow Statements）』が，
IASC から公表されている。 
そこで，それらの文献ならびに基準書に光をあてて，キャッシュ・フロー計算書の概念，
勘定体系，およびキャッシュ・フロー計算書の位置づけを試みる。さらに，それらのこと
により，キャッシュ・フロー計算書の作成プロセスを示し，キャッシュ・フロー計算書が
含まれる会計測定構造を，明らかとする。 
さらに，現在，キャッシュ・フロー計算書の作成については，直接法と間接法が認めら
れている。そこで，このことについても，若干の見解を述べる。 
第 3 章では，近年，収益，費用に加えてその他の包括収益，その他の包括費用なるその
他の包括利益を加えた包括利益計算書が提唱されている。 
包括利益計算書は，アメリカでは，SFAS 第 130 号『包括利益の報告（Reporting 
Comprehensive income）』が，1997 年に，FASB により公表されており，国際的には，
IASB により，IAS 第 1 号『財務諸表の表示（Presentation of Financial Statements）が，
2007 年に改訂されることにより制度化された。 
そこで，これらの基準書に焦点をあてつつ，この財務表についての概念，勘定体系，な
らびにこの包括利益計算書の位置づけについて，意味論的アプローチをもって考察を行っ
ていく。さらには，この包括利益計算書は，わが国においても導入された。そこで，その
基準書をも考察対象とし，包括利益計算書の作成プロセスの一モデルを提案している。 
ともに，第 2 章と同じように第 1 章で考察した企業会計の測定構造に則しながら，包括
利益計算書の位置づけとその作成モデルを考察したい。これにより，包括利益計算書を含
む会計測定構造を，明らかにしている。 
そして，第 4 章では，まとめとして，これまでの伝統的な会計測定構造が変化すること
によって，現代の会計測定構造が成り立つことを明らかにする。すなわち，キャッシュ・
フロー計算書と包括利益計算書を含む現代の企業会計制度に適合した会計測定構造を再構
築し，これからの基準設定の際の礎として提案したいと考える。 
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そして最後に，本研究では，論ずることのできなかった点，すなわち，本研究の今後の
課題を述べてまとめとしたい。 
なお，各章と既発表の論文との関係は，以下の通りである。 
序章 
・「高校における会計教育と国際財務報告基準（IFRSs）―新学習指導要領の内容に関わら
しめて―」，佐賀大学教育 GP シリーズ『会計の国際化に伴う県内職業会計人等の再
教育プログラム』，佐賀大学，2010 年，48-62 頁。（一部） 
・「新学習指導要領における利益観の一考察―利益計算書の構造に関わらしめて―」，『日本
商業教育学会九州部会論集』第 9 号，2010 年，17-34 頁。（一部） 
・「IFRSs 導入と初学者への簿記教育」『日本簿記学会年報』第 76 巻第 27 号，2012 年，
146-154 頁，（査読有）。（一部） 
第 1 章 
・「会計測定構造と会計文作成プロセス」，『日本商業教育学会九州部会論集』第 4・5 合併
号，2000 年，37-42 頁。 
第 2 章 
・「会計測定と資金計算制度─アメリカの資金計算書制度化の問題点を探る─」佐賀大学経
済学会『経済学会のしおり』，第 35 号，1995 年，23-44 頁。 
・「第 3 章 キャッシュ・フロー計算書の位置づけとその構造―「第 3 の基本的財務表」
としての位置づけをめざして―」105-144 頁。（佐賀大学簿記論研究室編『会計測定
の国際的調和―簿記会計の新たな礎を求めて―』，洋学堂書店，2002 年。） 
第 3 章 
・  “A Study on a Statement of Comprehensive Income －Relating the problem of 
Recycling－,” The International Symposium on Society for Social Management 
Systems 2008 ― Infrastructure and Environment ― , Society for Social 
Management Systems, (SMS08-106), 2008. 
・「包括利益計算書と実現概念―包括利益のリサイクリングを中心として―」，『産業經理』
第 68 巻第 2 号，2008 年，114-122 頁。 
・「新学習指導要領における利益観の一考察―利益計算書の構造に関わらしめて―」，『日本
商業教育学会九州部会論集』第 9 号，2010 年，17-34 頁。（一部） 
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・「包括利益計算書の構造と作成プロセスの問題点―その他の包括利益のリサイクリング
に関わらしめて―」『中村学園大学・短期大学部紀要』第 47 号，2015 年，（査読有）。 
 
＜注記＞ 
1）このことについては，第 1 章で考察を行っている。 
なお，都市機能の重要な要素に商業機能がある。ここにおいて，社会的に商業機能が安定的に機能
するためには，会計基準（システム）による規制が必要となる。 
本稿は，都市機能を規制する会計基準（システム）に光をあて，大企業のさまざまな財務報告が社
会的かつ制度的に最適に機能するための会計規制（制度）の在り方について論じている。 
2）伝統的な会計測定構造とは，近年にわたって展開されてきた，企業の経済活動を帳簿に記録，分類，
整理し，誘導法により貸借対照表および損益計算書を作成するというプロセスをもつ構造のことで
ある。 
3）外務省報道発表，「海外在留邦人数・進出日系企業数の調査結果（平成 27 年要約版）」，平成 27 年 6
月 22 日。（http://www.mofa.go.jp/press/re;ease/press4_002235.html）。 
4）帝国データバンク「特別企画：外資系企業動向調査」2014 年 2 月 6 日。 
 5）IFRS の全面的な採用（adoption）については，2012 年にいったん見送られているが，日本基準と
IFRS との調整として，ASBJ と IASB の定期的な会合を開いている。 
 6）国際的な会計基準である国際財務報告基準（IFRS）の国際会計基準（IAS）の第 1 号「財務諸表の表
示（Presentation of Financial Statements）」によれば，財務諸表とは，完全な 1 組の財務諸表とし
て，(a)その会計期間の期末の財政状態計算書，(b)その会計期間の包括利益計算書，(c)その会計期間
の所有者持分変動計算書，(d)その会計期間のキャッシュ・フロー計算書，(e)重要な会計方針の要約
及びその他の説明情報で構成される注記，(f)企業が会計方針を遡及適用する場合，又は財務諸表項目
を遡及して修正再表示を行う場合には，比較対象期間のうち最も早い年度の期首時点の財政状態計算
書，とされている（par.10）。 
 7）IFRS においては，注 6 のように，財政状態計算書（a statement of financial position）という名称
が使用されているが，わが国ではまだ，貸借対照表という名称が使用されているので，本研究では，
貸借対照表という名称で統一したい。 
 8）注 6 のように，第 4 の財務表として株主持分変動計算書があげられるが，ここでは，基本的な財務表
として，貸借対照表，包括利益計算書，キャッシュ・フロー計算書を挙げている。なお，株主持分変
動計算書の考察については，別の機会に譲りたい。 
 9）過去において，これらの制度化の基準としては，企業会計原則により規定されているが，その後 ASBJ
において，企業会計基準が公表され，規定が追加，修正されている。 
10）IOSCO の目的は，「①公正・効率的・健全な市場を維持するため、高い水準の規制の促進を目的とし
て協力すること。②国内市場の発展促進のため、各々の経験について情報交換すること。③国際的な
証券取引についての基準及び効果的監視を確立するため、努力を結集すること。④基準の厳格な適用
と違反に対する効果的執行によって市場の健全性を促進するため、相互に支援を行うこと。」であり，
1988 年大蔵省（証券局）が普通会員加盟し，現在は、金融庁（普通会員），経済産業省（準会員），
農林水産省（準会員）、東京証券取引所（協力会員），大阪証券取引所（協力会員）日本証券業協会（協
力会員）として参加している。（金融庁 Web ページ：http://www.fsa.go.jp/inter/ios/ios_menu.html） 
11）RECULATION(EC) 1606/2002「国際会計基準の適用に関する規則」（2002 年 7 月採択）。 
12）当初は，2007 年の１月以降とされたが，2 年間延期されている。 
13）EU 域外で設立された企業が，域内の資本市場で上場するときには，2003 年 11 月に採択された「目
論見指令」（European Parliament [2003]）と 2004 年 12 月に採択された「透明性指令」（European 
Parliament[2004]が適用され，開示の水準に関して国際会計基準と同等であることが要求される。 
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14）このコンドースメント・アプローチは，IFRS の一部の基準を承認し導入するエンドースメント
と，その他の基準のコンバージェンスを組み合わせる方式で，2010 年 12 月に副主任会計士ポー
ル・ベズウィック（Paul Beswick）によって説明されている。 
15）IASB の現在のプロジェクトは，次の 3 つの主要な区分に分かれている。（IASB[2015], p.3） 
①リサーチ・プロジェクト。これは，我々が財務報告のうち問題があるとされている領域について
より適切な判断を行うことを支援するとともに，なんらかの変更が必要かどうかについて，次の
段階に進む前に検討するように設計されている。 
②基準設定プロジェクト。これは，IFRS に根本的な改善をもたらすためのプロジェクトを進める
ものであり，現行の要求事項の修正または全く新しい要求事項の導入につながる可能性が高いも
の。 
③維持管理及び適用に関するプロジェクト。これは，IFRS を美修正するものであり，実務上の問
題又は基準の適用における首尾一貫性の欠如に対処するためのもの。 
16）2015 年 12 月 31 日までコメントを募集した。 
17）例えば住友電機の有価証券報告書（2003 年度，2004 年 3 月 31 日決算）の Notes to Consolidated 
Financial Statements の 1．BASIS OF PRESENTING CONSOLIDATED FINANCIAL 
TATEMENTS において「Sumitomo Electric Industries, Ltd. (the “Company”) and its 
consolidated domestic subsidiaries maintain their accounts and records in Japanese yen, and in 
accordance with the provisions set forth in the Japanese Commercial Code (the “Code”), the 
Japanese Securities and Exchange Law and its related accounting regulations and in 
conformity with accounting principles generally accepted in Japan (“Japanese GAAP”), which 
are different in certain respects as to application and disclosure requirements of International 
Financial Reporting Standards.」（下線筆者）という記述がみえる。（SUMITOMO ELECTRIC, 
Annual Report 2004, Year Ended March 31, 2004, p.31） 
18）2011 年 6 月 21 日の金融担当大臣自見庄三郎氏による「IFRS 適用に関する検討について」の談話
では，IFRS の強制適用の 2015 年 3 月期実施については，考えていないことを表明している。さ
らに，その理由としての国内外の状況変化について，米国ワークプランの公表（2010 年 2 月），
IASB と FASB がコンバージェンスの作業の数か月延期を公表（2011 年 4 月，「単体検討会議報告
書」の公表（2011 年 4 月 28 日），産業界からの「要望書」の提出（2011 年 5 月 26 日），米国
SEC の IFRS 適応に関する作業計画案の公表（2011 年 5 月 26 日），連合 2012 年度重点政策
（2011 年 6 月），未曾有の災害である東日本大震災の発生，および IFRS への影響力を巡る，アジ
アを含む国際的な駆け引きの激化を挙げている。 
19）ただし，概念的なステートメントとして，これ以前にもアメリカにおいては AICPA 会計基準審議
会（Accounting Principles Board, APB）によるステートメント（APB Opinion）なども存在す
る。また，広義にとれば，我が国の会計原則もまた，概念についてのステートメントといいえるか
もしれない。さらに，わが国では，2004 年に討議資料「財務会計の概念フレームワーク」が企業
会計基準委員会（Accounting Standard Board of Japan, ASBJ）から公表されている。 
20）この概念フレームワークの国際的な統一の流れは，当初 IASB とイギリスの ASB で行われた，し
かし，その作業は進まず，いったんは座礁に乗り上げることとなる。その後，IFAS の国際的な流
れから，概念フレームワークの統一化の流れは，IASB とアメリカの FASB との共同プロジェクト
として再開された。しかしながら，すでにアメリカには，概念フレームワークなる SFAC が存在し
ていたため，いかに内容を摺り寄せるかが焦点となった。そして，一応は統一的な見解を示した
が，結局は，統一化できなかったため 2010 年には，FASB 及び IASB それぞれが別に見解を示す
こととなっている。 
21）FASB は，Statement of Financial Accounting Concepts No.8, Conceptual Framework for 
Financial Reporting: Chapter 1, The Objective of Genera Purpose Financial Reporting, and 
Chapter 3, Qualitative Characteristics of Useful Financial Information として，2010 年 9 月に
公表している。 
22）概念フレームワークの改訂は，実際には，2010 年から始まっている。ここでいう新概念フレーム
ワーク（IASB2015）は，IASB[2010]と IASB[2013]の内容を含んだものである。 
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23）例えば，経済社会の変化として，様々な金融商品の開発が挙げられる。さらに，事件としては，
1980 年代から 1990 年前半に起こった S&L 危機，1987 年のブラックマンデー，1994 年の P&G
の金利スワップによる巨額損失やカリフォルニア州オレンジ群の仕組債による巨額損失，および
1995 年の英国のベアリングス銀行の破綻があげられる。 
24）なお，財務諸表の目的は，IAS No.1『Presentation of Financial Statements（財務諸表の表示）』
の中でも規定している（IASB[2010], par.9）。 
25）業績とは，現在の企業の財務状況からもたらされる，将来の財務情報を含む企業の成果で
あり，成績とは，売上に代表されるような，利益の獲得による過去の表示である。 
26）例えば，Anthony[2000]では，「会計は，言語である。その言語の目的は，情報を伝達することであ
る。」（p.1）や，Horngren[1999]では，「会計とは，企業の活動を測定したり，報告のための情報を
処理したり，そして意思決定者に結果をコミュニケイトする情報システムである。それは，ときお
り「企業の言語」と呼ばれている」（p.6）としている。 
27）これにつていては，第 1 章で検討を行っている。 
28）この企業会計システムについては，第 1 章で詳細に説明している。 
29）持分には，他人持分（他人資本）と自己持分（自己資本）に分ける考え方もある。これによると，
概念フレームワークの持分とは，自己持分を示していると考えられる。しかしながら，もし自己持
分が差額であるとすれば，他人持分である負債が明確化できなければ自己持分が決定できない，さ
らには，負債以外は，すべて自己持分となってしまう。この考え方については，問題なしとしな
い。 
30）すでに，IAS No.1 において，完全な 1 組の財務諸表（Complete set of financial statements）にお
いて，財務諸表として，財政状態計算書（a statement of financial position），包括利益計算書（a 
statement of comprehensive income），所有主持分変動計算書（a statement of changes in 
equity），そして，キャッシュ・フロー計算書（a statement of cash flows）が挙げられていること
から，所有主持分変動計算書も基本的財務表としてあげることもできる。 
31）IASC1989 の段階では，財務業績の計算書は，損益計算書を念頭にいたと考えられる。なぜなら，
包括利益計算書が制度化されてくるのは，IASB と FASB との共同プロジェクトが完了する 2008
年以降だからである。 
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第 1 章 現代企業の会計測定構造への言語論的アプローチ 
――企業会計における言語活動に関連させて―― 
 
第 1 節 はじめに 
 企業会計は，商人の営業活動の記録として発達をした簿記を起源とする。企業の経済活
動が拡大・多様化するにつれて，株式会社形態の企業が誕生する。この株式会社形態の企
業は，近代の経済社会において，特に，産業革命後の工業化社会において，大きな地位を
占めるにいたった。ここにおいて，企業会計は，「株式会社会計」あるいは，「会社会計」
（corporate accounting）と称される会計を中心として発展することになる（杉本[1991] 
22-29 頁）。 
さらに，企業を取り巻く経済社会は，ますます拡大・多様化し，工業化社会から，情報
化，サービス化，国際化の社会へと発展していく 1)。特に，情報化，国際化の進展は，企
業に国境を越えての資金の調達をもたらすと同時に，企業の本来以外の活動をも活発化さ
せたのである。 
このような中，企業会計の世界では，現代の経済社会における企業の経済活動を表すた
めに，会計制度が整備され，企業の個々の経済事象に対応する様々な会計基準が設定され
てきた。しかしながら，現代では，経済社会の変化の中で，急速な企業活動の拡大化・多
様化に対して，個々の会計基準が次々と制度化されたために，ここにいたって，現行の会
計制度は，その中で，会計基準間の矛盾等の問題に遭遇している。  
それでは，なぜに，このような問題に陥ってしまったのか。それは，企業会計を構成する
要素の関連性，企業会計の測定対象，ならびに会計測定システムの全体像を抜きにして，
個々の会計基準を設定してきたためだと思考される。すなわち，現代の企業会計の測定構
造を考慮せずに，会計基準の設定にいたったためではないかと推測される。 
 そこで，この章では，これまでの伝統的な企業会計の測定構造について考察を試みる。
しかしながら，この試みは，初めて行われるわけではない。例えば，杉本典之氏は，1991
年の著書『会計理論の探求―会計情報システムへの記号論的接近―』の中で，企業会計に
おける，記号論ないし言語論的アプローチの重要性に言及しつつ，近代の会計システムと
企業会計の測定構造について解説されている。さらに，木戸田力氏は，杉本典之氏の理論
を継承しつつ，1995 年の著書『会計測定論の再構築――意味論的考察を中心として――』
あるいは，1999 年の著書『会計測定の方法と構造――複式簿記システム概説――』におい
- 22 - 
 
て，企業会計とは，一種のコミュニケーション・システムであることに着目され，会計シ
ステムと企業会計の測定構造について，再構築を試みている。 
そこで，本研究は，再びそれらの理論を継承しつつ，現代の会計制度における企業会計
の測定構造の構築を試みようとするものである。それを考えれば，企業会計の測定構造の
再々構築と呼べるかもしれない。 
さらに，近年の企業会計の測定構造の構築を試みる際に，杉本典之氏および木戸田力氏
は，W. A. Paton，C. Sprague，W. M. Cole の理論を分析視角として探究を試みられてい
る。そこで，私は，同年代の H. A. Finney の見解を取り上げて，企業会計の測定構造につ
いての考察を試みたい。 
H. A. Finney は，1924 年に『Principle of Accounting』の初版を出版している。その後，
Finney の論理は，Miller との共著『Principles of Accounting: Introductory』および
『Principles of Accounting,: Intermediate』として，受け継がれている。そして，その論
理は，新たな著者たちである Johnson, G. L. および J. A. Gentry, Jr らに息吹を与え，
『Finney and Miller’s Principles of Accounting』として半世紀以上にわたり，アメリカ
のみならず，わが国にも多大な影響を与え続けた。そして，その間，Finney の論理は，
1923 年に展開された会計測定論の枠組みをほとんど変えないままに，論理が展開され続
けられているのである。 
それでは，次節において，現行の企業会計の探究する前提として，言語としての企業会
計について，まずは，考察を行いたい。 
 
第 2 節 言語活動としての企業会計 
――ソシュールの言語論を手がかりとして―― 
 企業会計は，ビジネス言語だといわれる 2)。そこで，ここではスイスの言語学者であっ
たフェルディナント・ド・ソシュール（Fedinand de Saussure）の見解を手がかりとして
考察することで，企業会計を通して，企業と企業会計の利用者が，言語活動をしているこ
とを明らかにしたい。 
 
2.1 現行の企業会計と記号 
 企業会計は，企業の経済活動を分類・記録し，整理・集計して，企業内外の会計情報の
利用者に提供するという役割を持っている。この企業内外への会計情報の提供とは，まぎ
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れもなく情報を伝達することであり，これは主として財務諸表を通して行われる。 
 例えば，紙の上に「845760」をいう数字が書かれていたとしよう。我々が見たとき，こ
れは，金額かもしれないし，電話番号かもしれない。そして，「GENKIN」と書かれていた
としよう。これも，「現金」なのかもしれないし，「厳禁」なのかもしれない。すなわち，
この数字，あるいは文字の内容（意味）は，それを書いた本人でなければわからないので
ある。そうした意味で，「845760」は単なる数字の並びであり，「GENKIN」は単なるアル
ファベットの並びであり，それぞれは，一つの記号でしかないことがわかる。 
 すなわち，前述のことに即して考えれば，企業会計で使用する貸借対照表に示してある
「現金」，「備品」，「借入金」，「資本金」，「845760」，「154240」，「135000」，「865000」も
また，単なる記号でしかないのである。 
 
2.2 企業会計の言語性 
 貸借対照表に，「現金 845760」と示してあったとしよう。日本語がわかる人間は，こ
れを見たときに，企業の中に貨幣が 845,760 円あるのだと認識する。我われ日本語がわか
る人間にとって「現金」という表記は，貨幣を指し示すというルールを共有しているがゆ
えに，そう認識するのである。加えて言えば，企業会計を知る人間であれば，この「現金」
の中には，「他人振り出しの小切手」，「社債の利札」や「郵便為替証書」等も含んでいるこ
とも認識する。このことは，企業会計を知る人間にとってのルールがあるからである。こ
こで，記号に意味が与えられた。 
 さらに，企業会計を知る人間は，貸借対照表の「現金」の隣に「845760」という数字が
並んでいれば，それが，金額を示すものであると認識し，金額である 845,760 円が導かれ
る。いわゆる，記号と記号とのつながりにより，記号の意味を認識するのである。 
 そして，貸借対照表での「現金 845760」という表記は，「貸借対照表」，「現金」，およ
び「845760」という記号の結びつきにより，意味が与えられ，企業の中に，資産として，
貨幣あるいは，それに相当するものが，845,760 円あるのだということを，認識するので
ある。 
 スイスのフェルディナント・ド・ソシュール（Fedinand de Saussure）は，近代言語学
の礎を築いた言語学者である。ソシュールは，人間の言語活動（ランガージュ，la langage）
をラング（lange: 言語規則）とパロール（parole: 声）に分けて説明を試みている。 
 ソシュールによれば，ラングとは，共同社会の成員の間で取り交わされた一種の契約で
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あり，社会的な制約であるとする。さらに，パロールとは，単なる特定の話し手によって
発話された具体的な言表行動に過ぎないとする。すなわち，人間の言語活動は，ラングに
制約された，パロールによって始めて成立するのである。 
 これを前例に当てはめてみれば，「現金 845760」を見た人間は，ラングにより，貨幣
を指示しているのが「現金」であり，隣に記述してある「845760」が現金の金額であると
いう意味を認識する。そして，その人間は，企業から「現金 845,760」というパロールが
発せられていると認識する。すなわち貸借対照表の「現金 845760」を見た人間は，「企
業の中に現金が 845,760 円有る」という会計情報を，情報利用者に伝達していること，を
認識し，理解することとなる。 
 さらに，ソシュールは，「言語記号」をシニフィアン（言語表現）そのものと，シニフィ
エ（言語内容）による言語構造を持つとしている。すなわち，「現金」といった言語のシニ
フィアンは，その言葉によって指し示される「現金の意味（対象・形態・特徴）」といった
シニフィエを持つという言語構造も持っていることとなる。以上のことから，企業は，企
業会計を通して，企業内外の会計情報の利用者に対して言語活動を行っていると確認でき
るのである。 
すなわち，企業会計は，ラングによる制約を受けたパロールによるランガージュ（言語
活動）をしていることは，前述した。このラングとパロールは，情報理論でいえば，コー
ドとメッセージに置き換えることができる 3)。 
 さらに，企業は，経済活動を分類・記録し，整理・集計して，会計情報を主として財務
諸表により，企業の内外に提供していることは前述した。この経済活動を分類・記録し，
整理・集計するという作業は，現行の企業会計では，複式簿記の機構が担っている。すな
わち，複式簿記の機構もまた，コードとして機能しているといえるのである。 
 
2.3 記号論の三分野とその必要性 
――企業会計への接近法―― 
 これまでにおいて，企業会計は，言語活動を行っていることを明らかにしてきた。さら
に，その言語活動は，記号により成り立っていることも明らかにした。これらの記号の働
きを組織的に研究する分野は記号論（semiotics）と呼ばれている。 
 アメリカの哲学者モリス（C. W. Morris）は，あるものが記号として機能している過程
には，「記号それ自体」，「記号の指示対象」，そして「記号の利用者」という 3 つの要素が
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含まれるとする。そして，記号は，次に挙げる「構文論」，「意味論」，および「語用論」の
3 つの側面をもち，これらはそれぞれ独自の働きをしているとしている。 
 それぞれ独自の働きとして，まず挙げられるのは，記号とその指示対象や利用者との関
係を離れて，記号同士の関係を研究する構文論である。次に，記号とその指示対象，そし
て実際に現示（denote）されたり，あるいは現示されうる諸対象との関係を研究する意味
論である。そして第 3 に，記号とその利用者との関係を研究し，記号の働きに生じる心理
学的，生物学的，社会学的現象のすべてを研究する語用論が，挙げられる。 
 そこで，言語活動である企業会計を研究する上では，前述した構文論，意味論，および
語用論によるアプローチを採ることにより，より的確に企業会計を説明することができる
と考える。 
 
第 3 節 コミュニケーション・システムとしての企業会計 
――杉本[1991]および木戸田[1995a]を分析視角として―― 
 現代の企業会計は，コミュニケーション・システムの一種だとされる（木戸田[1995a]20-
30 頁，高橋[2008] 11-29 頁）。企業は，様々な目的の為に経済活動の内容を会計情報とし
て発信している。そして企業に関心のある者は，その会計情報を得て，分析・加工して，
その関心事を満たし，企業に対して行動を起こしている。いわゆる，企業と企業に関心が
ある者は，会計情報を通し，発信者と受信者として相互間のコミュニケーションを採って
いるのである。この節では，このことに着目して，会計システムについて考察する。 
 
3.1 会計測定システム 
――発信者側の行為を中心として―― 
 私たち人間は，日常的に自分が見たり，感じたりしたことを，自分以外の人間に伝える
ことにより，コミュニケーションをとっている 4)。そして，私達は，この伝えたいことを，
情報と呼び，それを発信する側を発信者と呼ぶ。ここでは，この発信者が，情報を発信す
るまでの行為について，考察してみたい。 
 まず，我々は，一般的な事象を見たとき，あるいは感じたとき，自分以外の者に伝えた
いものを取捨選択する。次に，それを伝えたい人間がわかる言語へと変換し，伝達する言
葉，あるいは文章を作成する。さらに，伝えたい人間がわかる言語へ変換する際には，コ
ードとよばれる辞書ないし文法 5)が使用される。そして，この伝えたい言葉，あるいは文
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章のことを，言語論では，メッセージと呼んでいる。付け加えて言えば，これらはすべて
我々の思考の中で行われる。すなわち，発信者は，事象を見たときに，自分の思考の中で，
伝えたい情報を取捨選択し，コードに照らし合わせて，言語化し，メッセージを形成して
いくのである。このことを図示すれば次のようになるであろう。 
【図 1-1】発信者側のメッセージ作成のイメージ図 
 
（出所：筆者作成） 
 このことを，杉本[1991]では，Ogden and Richards[1949]に掲げられた「意味論の三角
形 6)」（Ogden and Richards[1949] p.11，杉本[1991] 44 頁）に敬意を払って，次節で示す
受け手（受信者）側の要素を含めて次のように図示している。 
【図 1-2】言語システムないし記号システムの基本的構造の図解 
 
 O： 送り手が作成しようとする記号の指示対象（Objects） 
 TS： 送り手の思考内容（Sender ’s Thoughts） 
 SS： 送り手が作成した記号（Sender ’s Signs） 
 M： 受け手が読み取ろうとするメッセージ（Messages） 
 TR： 受け手の思考内容（Receiver ’s Thoughts） 
 SR： 受け手が作成した記号（Receiver ’s Signs） 
 Code： 言語ないし記号の規約 
（出所：杉本[1991] 43 頁より抜粋） 
それでは，次にこの言語システムを企業会計の世界にあてはめてみたい。企業会計の世
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界では，発信者である会計測定者は，企業の経済活動を認識すると，コードに従ってその
情報を分類・記録する。さらに，会計測定者は，その情報をコードに従って，集計・整理
する。そして，最終的にメッセージとして財務諸表を作成する。これが，会計測定システ
ムである。 
 
3.2 会計伝達システム 
――受信者側の行為を中心として―― 
 それでは，次にメッセージの受け手である受信者側の行為を考察してみたい。まず，メ
ッセージを受け取った受け手である受信者は，その内容をコードに従い受け取った情報を
分析・解釈することで，発信者が思考した内容を理解する。すなわち，受信者は，発信者
が考えた内容を，思考の中にコピーを作成するのである。さらに，受信者は，その情報を
元にして，自分の目的に応じて加工などして，行動を起こすのである。このことを，図示
すれば次のようになるであろう。 
【図 1-3】受信者側のメッセージ受信のイメージ図 
 
（出所：筆者作成） 
 これを企業会計の世界に当てはめてみれば，受信者は，発信者が作成した財務諸表をメ
ッセージとして受け取れば，その内容を分析・解釈する。そして，その内容を理解し，加
工することで，有益な情報を得る。そして，例えば企業への投資などの意思決定に利用す
るのである。これが，会計伝達システムである。杉本[1991]では，以上の「会計測定シス
テム」と「会計伝達システム」の構造として，次のような図を示している。 
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【図 1-4】企業会計の基本的構造の図解 
 
 EE ：会計測定の対象となる企業の経済事象 
 T1 ：企業の会計担当者などの思考内容 
 AR ：会計帳簿のなかの複式の勘定記録 
 AS ：決算財務諸表などの会計報告者 
 T2 ：会計情報利用者の思考内容 
 B ：会計情報利用者の行動 
 O ：送り手が作成しようとする記号 
 SS ：送り手が作成した記号 
 M ：受け手が読み取ろうとするメッセージ 
 SR ：受け手が作成した記号 
 Code ：会計慣行などの会計規約 
（出所：杉本[1991]46 頁より抜粋） 
 
3.3 会計監査システム 
――受信者側の行為の一形態として―― 
 さらに，会計システムは，会計測定者が作成した財務諸表が，コードから逸脱していな
いかという検査を外部において実施するという行為も持っている。すなわち，発信者が作
成したメッセージとしての財務諸表が，コードによって作成されているかを監査し，企業
の外部に対して承認するというシステムである。これは，会計監査システムと呼ばれてい
る（杉本[1991] 48 頁）。 
 
3.4 会計基準設定システム 
――コードおよびコンテクストと国際会計基準の成り立ち―― 
会計測定システムの中で，コミュニケーションを円滑にはかるために，会計情報の測定
担当者（会計係）は，コードに従って財務諸表などのメッセージを作成して発信する。会
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計伝達システムの中で，このメッセージを受け取った会計情報の利用者は，コードに従っ
て分析・解読し，各自の興味関心を満足する情報を得て，行動を起こす。しかしながら，
会計情報の発信者のコードと受信者のコードが一致しているとは，かぎらない。そこで，
このコードが一致していることを証明するために，外部の監査人に保証させるシステムが，
会計監査システムであった。このことを考えれば，会計基準は，コードの一種であること
がわかる。 
しかしながら，この時に受取ったメッセージがコードに従ってみても理解できないこと
がある 7)。その時，受信者は，過去に蓄積されたコードに類似した内容に照らし合わせて
解釈することになる。この過去に蓄積されたコードに類似した内容のことを，言語論では，
コンテクストと呼んでいる。すなわち，発信者からのメッセージを受け取った受信者は，
コードあるいはコンテクストと照らし合わせて，その内容を分析・解釈しつつ理解してい
くことになる 8)。 
現代では，企業は，国境を超えて，経済活動を行っている。さらに，会計情報利用者も
また，国境を越えて，会計情報を得ようと行動するようになっている。いわゆる，経済の
グローバル化であるが，このとき国際的なルールが必要となる。 
 会計システムで使用されるコードは，一国内だけであれば，商慣習については認知され
ており，会計に係わる法制度についても統一した見解が徹底される。しかしながら，この
コードが，自国を超えるとき，他国にそのコードが受け入れられるとは限らない。なぜな
ら，文化，環境，法整備が国によって異なっているからである。そこで，コードとまでは
いかないが，どの国にでも受け入れられるためのコードに類似したコンテクストが必要に
なる。すなわち，このコンテクストの役割として設定されたのが，国際会計基準といえる。 
木戸田氏は，このような会計基準設定の重要性を「メッセージの発信者中心のコミュニ
ケーション・システムにおいても, メッセージの受信者中心のコミュニケーション・シス
テムにおいても,極めて大きな役割を担っている。そして，その役割の重要性は，近年，ま
すます増大しつつある。」（木戸田[2002b] 10 頁）として，次の図 1-5 を示している。 
この会計基準設定システムについては，杉本[1991]での記述はない。さらに，杉本[1991]
では，コードについても，その位置付けは，「『会計慣行ないし会計諸則』という要素を会
計関係者のそれぞれの思考内容と相互規定関係にある“Code”としで位置づけておいた」
という簡単な記述しかない。これは，杉本[1991]の段階では，国内だけの会計基準（会計
原則等の会計諸則）が重要視されていたのであるが，木戸田[2002b]の次元においては，金
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融の自由化，経済のグローバル化が進展したために，国際会計基準設定が重要視されるよ
うになったからであろうと，推測される。 
【図 1-5】会計基準設定システムの図解 
 
（出所：木戸田[2002b]10 頁より抜粋） 
 この「会計基準設定システム」でも，既存の会計基準を鑑みつつ，会計情報利用者や経
営者といった発信者の要請や利害の内容を，会計基準設定主体のスタッフの認識・判断と
いった思考を通して，新しい会計基準の設定がなされていく 9)。そして，新しい会計基準
は，会計情報利用者や経営者へのフィードバックを伴っており，コミュニケーションの一
形態だといえる 10)。  
 
3.5 会計システムのサブシステム 
 これまで，現代の会計システムについて，その構造を考察してきた。それによると，会
計システムは，「会計測定システム」，「会計伝達システム」，「会計監査システム」，そして
「会計基準設定システム」というサブシステムから構成されていることがわかった。特に，
現代では，「会計測定システム」を中心としながらも，「会計伝達システム」および「会計
基準設定システム」が，重要視されてきていることが明らかとなった。 
 それでは，次節においては，これらの会計システムの中心となる「会計測定システム」
において重要であると考えられる，「複式記入」の方式について，考察してみたい。 
 
第 4 節 企業会計の構成要素と複式簿記の機構 
 この節では，企業会計の構成要素の関係を考察する。そのためには，複式簿記の機構を
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まずは知らなければならない。なぜならば，商人たちは，この「複式記入」のシステムを
発展させる過程で，構成要素を見出し，企業会計の構成要素間の関係を確定させていった
と考えるからである。すなわち，現代の企業会計において，企業の経済活動を記録・分類
し，整理・集計する技術は，このコードの一つとしての複式簿記の機構を通じてなされて
いるのである。この複式簿記の機構は，前節で考察した「会計測定システム」，「会計伝達
システム」，そして「会計基準設定システム」において，我々の思考の中で，企業会計を考
察する際の基礎をなすものであると考えられる。 
 
4.1 複式簿記の誕生と意義 
 ここでは，Finney[1932]を手がかりとして，複式簿記の発展の過程について考察してみ
たい。ここでは，Finney[1932]の引用については，ページのみを示す。 
 商人が取引を行ううえで，当初はその記録の必要性は感じなかった。しかしながら，そ
こに「信用の要素（the element of credit）がもたらされるとすぐに，顧客から支払われる
べき額の記録をとることが必要となった」(p.2)。しかし当初は，「債務者の支払うべき金額
以外は記録されなかったし，それらの記録は，しばしば，紙幣が回収されたらすぐに破棄
される紙によるルーズ用紙が使用されていた。」(p.3)とする。いわゆる，初期の簿記は，未
熟で，不十分なものであったと述べている。 
 当初，「債務者が決済に来たとき，商人は支払いを請求した帳簿を通して支払いを要求し，
『支払われた』とそれらにマークをつけた」(p.3)。しかし，この方法では，時間がかかり，
いくらかの支払いは，見逃されてしまうこともあった。そこで，帳簿の別々のページをつ
かった，補助の帳簿である元帳を使用するようになったことを指摘している(p.3)。すなわ
ち，元帳の 2 つのページを使い，一方の側は，支払額を，もう一方は，回収額を記入する
ことになったのである(p.3)。そして，1 つの項目を記録するための場所を勘定とした場合，
「勘定の左側は，借方あるいは『彼は（私から）借りている』側であり，（勘定の）右側は，
貸方あるいは，『彼は（私へ）貸している』側として，知られるようになった（カッコ内は
筆者補遺）」(pp.3-4)のである。 
 そして，簿記は，単式簿記として発達してくる。それは，「売上と仕入れのための勘定へ
の記入は，日記帳に記入され，現金の回収と支払のための記入は，現金帳へと記録される。
そして，帳簿のそれぞれの記録は，元帳の勘定へ記録される」(p.4)こととなったからであ
る 11)。しかしこれでは，不十分な点がある。それは，「単式簿記システムの主要な 2 つの
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主要な不利な点は，取引をすぐに立証することが無理であること，そして収益の源と費用
の総額を示す財務表を示すことができない」(p.4)ということである。 
 むろん，単式簿記システムにおいても一定期間の利益ないし損失を示すことはできる。
まずは，「期首の資産と負債の財務表を用意し，続いて期末の資産と負債の財務表を用意す
る」。むろん，顧客と債権者以外の情報は，「利用できるすべてのメモから得る必要がある
し，もしメモがなければ，記憶に頼ること」(p.5)が必要となる。そして，「期首の正味価値
（net worth 純資産）と期末の正味価値（純資産）の増減を確認する。」ことで，純利益，
あるいは純損失がわかるのである。 
 しかしながら，この単式簿記システムでは，正味価値の増減の記録が得られない。そこ
で，正味価値に関するすべての項目を記録し，正味価値の増減を示す財務表を作成するた
めに複式簿記が誕生することになるのである。それでは，次に，複式簿記の構成要素とは
どのようなものかを考察してみたい。 
 
4.2 企業会計の構成要素と複式記入の法則 
 Finney[1932]では，複式簿記の構成要素は，その勘定の分類において，「元帳（の勘定；
筆者補遺）には，資産，負債，そして資本（capital）の永久的な勘定を多かれ少なかれ含
んでおり，資本の変化を表す一時的な勘定も含んでいる」(p.11)としている。すなわち，
Finney は，まずは，資産，負債，そして資本が構成要素としてあげられるとしている。さ
らに，その差額を正味価値（net worth）としていることから，資産及び負債も価値である
と認識している。 
そして，Finney[1932]は，複式簿記の勘定とは 3 つのグループに分類できるとして，「真
実の勘定」，「名目の勘定」，そして「混合勘定」をあげている。「真実の勘定」とは，貸借
対照表の勘定とも呼ばれ，「資産，負債，そして資本（capital）の残高を表すもの」（p.11）
であり，負債と資本とをあわせて，持分(equities)ということを次のように示している。 
【図 1-6】Finney による真実の勘定の内訳 
資産：現金，及び売掛金勘定。 
(1) 真実の勘定         負債：買掛金勘定，及び支払手形。 
持分  
資本：資本金，及び余剰額。 
（Finney[1932] p.11 より抜粋） 
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次に，「名目の勘定」とは，利益（profit）と損失（loss）と呼ばれ(p.11)，「正味価値（net 
worth）の変化としての残高を表すもの」であるとして，収益と費用を次のように示してい
る。 
【図 1-7】Finney による名目の勘定の内訳 
収益： 有価証券利息，及び受取利息。 
(2) 名目の勘定 
費用： 給料，及び広告費 
（Finney[1932] p.12 より抜粋） 
そして「混合勘定」とは，「資産（あるいは負債）の変化と利得（gain）または損失（loss）
の両方を合わせた残高をあらわすもの」(p.11)とし，「真実の勘定」と「名目の勘定」とを
混合したものとして次のように示している)。 
【図 1-8】Finney による混合勘定の内容 
 (3) 混合勘定： 真実と名目の項目が混合したものであり，次のようなもの 
売上： 資産からなる部分（真実）と利益あるいは損失（名目） 
保険： 役務の有効期限が切れていない部分（真実）と 
切れた部分（名目） 
（Finney[1932] p.12 より抜粋） 
さらに，Finney は，「複式簿記の基本的な法則（rule）は，各々の取引の記録が借方と
貸方の記入が同等（equal）だということを要求する」（p.13）。すなわち，「簿記とは，資
産，負債，そして正味価値（net worth）の記録である。資産は，借方残高勘定であり，負
債と正味価値は，貸方残高勘定で表現される。そして，資産は，負債と正味価値との合計
に常に一致しているので，元帳の借方残高は，貸方残高と常に一致しなければならない。」
(p.13)としている。 
 以上のことから，Finney は，複式簿記の構成要素として，まず，資産，負債，および資
本を挙げ，資本の変化の増減を表す要素として収益と費用を挙げている 12)。さらには，複
式簿記の機構において， 
借方 ＝ 貸方， 
資産 ＝ 負債 ＋ 正味価値， 
しいては 資産 ＝ 持分 
が，常に成り立つということを指摘している 13)。 
- 34 - 
 
 さらに，「それぞれの取引の記入は，同じ額の借方と貸方の要素を含んでいない限り，こ
と等式は維持されない」とする。すなわち，「それぞれの取引は，同じ（価値の：筆者補遺）
借方と貸方によってのみ記録された変化によって生じる。」（ｐ.13）としている。すなわち，
日常の記録においてもまた，資産 ＝ 持分が保たれるということを，指摘している 14)。
これは，一般に「貸借平均の原則」と呼ばれている。 
 それでは，このこと踏まえて，次に，実際の取引の記録について考察してみたい 
 
4.3 企業の経済活動を示す取引記入のモデルの一考察 
 企業における会計担当者は，経済主体の支配下における「価値の流れ」を認識すると，
複式の勘定記入をするべきと，判断する。そして，日付に関する記号，数量に関する記号，
勘定に関する記号を認識し，貸借平均記入の方式により複式の記入を行う。それでは，そ
の複式の勘定記入による会計文，いわゆる仕訳が，どのように作成されていくのかを考察
してみたい。 
 まず，企業における会計担当者は，企業の経済事象が生起した時期，もしくはその事象
が帰属する会計期間における時期である「日付に関する記号」について認識・判断する。
この日付に関する記号とは，「企業の経済事象が生起した時期もしくはその事象が帰属す
る会計期間について企業の会計担当者などが認識・判断した結果を表現するための記号」
(杉本[1991] 82 頁)である。 
会計担当者は，次に，「価値の大きさ (貨幣の単位) 15)」である「数量に関する記号」 に
ついて認識・判断する。この「数量に関する記号」とは，「企業の経済事象に内包される『価
値の流れ』の大きさ (いわば 「資金流量」) について企業の会計担当者などが認識・判断
した結果を表現するための記号」(杉本[1991] 82 頁)である。 
そして，最後に，会計担当者は，続いて，「数量に関する記号」が帰属する簿記会計上の
「勘定に関する記号」と貸借平均記入の方式によりその仕訳を作成していく。この「勘定
科目に関する記号」とは，「『価値形態から見た価値の流れ』（資金形態から資金の流れ）と，
『価値源泉から見た価値の流れ』（資金源泉から見た資金の流れ）とのそれぞれについて，
企業の会計担当者などが個別具体的に認識・判断した結果を表現する記号」（杉本[1991] 83
頁）である。 
なお，「数量に関する記号」と「勘定に関する記号」の認識・判断の順番は，会計担当者
の思考の中で，逆になる場合もあれば，同時に行われる場合もある。そして，その際の会
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計測定の対象となるべき企業の経済事象 (取引) は，次のように分類することができる。 
 (1) 財産が財産と交換される事象 
(2) 財産の増加が持分の増加と結びついた事象 
(3) 財産の減少が持分の減少と結びついた事象 
(4) 持分が他の持分と交換される事象 
ならびに，(5) 上記の事象の組み合わせ（Paton[1917] pp.17-18）。 
さらに，これらの取引は，前述したように借方＝貸方（資産＝持分）の等式を保ちなが
ら，会計文（仕訳）を作成していくことになる。 
それでは，上記取引のなかから，いくつかの例を示してみたい。 
(a) 4 月 1 日に現金 1,000 円を出資して開業した，という取引（上記(2)の取引）を考察
してみたい。 
① 企業の会計担当者は，1,000 円の現金という経済財が企業に入ってくると，4 月 1
日（日付に関する記号）に価値 1,000 円（数量に関する記号）が企業の支配下に流入
したと，認識，判断する。 
② そのお金を財産からみると「現金」であり，持分からみると「自己の所有の範囲」か
つ 「自己の出資の範囲」であるため 「貸本金」と判断する。 
③ さらに，現金は増加し 資本金も増加していることを判断する。 
④ 資産の増加は左側へ，持分の増加は右側へ記入するので，次のような会計文（仕訳）
を作成する。 
 現 金 1,000 資 本 金  1,000 
(b)  4 月 2 日に上記のお金 300 円で，営業用金庫を買った，という取引 (上記(l)の取
引) を考察してみる。 
① 企業の会計担当者は，まず 300 円の現金という経済財が企業から出ていくと，4 月 2 
日(日付に関する記号) に価値 300 円(数量に関する記号)が企業の支配下から流出した
と認識・判断する。 
② その現金を資産からみると「現金」だと判断する。 
③ さらに，現金は減少し，持分も減少していることを判断する。 
④ 資産の減少は右側へ ，持分の減少は左側へ記入するので ，次のような会計文（仕訳）
を作成する。 
 持 分 300 現 金 300 ・・・(1) 
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⑤ さらに，300 円の営業用金庫という経済財が企業に入ってくると，4 月 2 日(日付に
関する記号)に価値 300 円(数量に関する記号) が企業の支配下へ流入したと認識・判
断する。 
⑥ この営業用金庫を財産 (運用形態) からみると「備品」であると判断する。 
⑦ そして，備品は増加し 持分も増加していることを判断する。 
⑧ 財産 (運用形態) の増加は左側へ，持分(調達源泉) の増加は右側に記入するので，次
のような会計文（仕訳）を思考する。 
 備 品 300 持 分 300 ・・・(2) 
⑨ そして， (1)と(2)は同時に起こるので，整理して次の会計文（仕訳）とする。 
 備 品 300 現 金 300  
以上，財産の増加と持分の増加とが結びついた事象(l)と財産と財産とが交換する事象(2)
の例を示したが，持分の減少と財産の減少とが結びついた事象，持分と持分が交換する事
象もこれに準じて認識・判断することになる。 
それでは，以上の事象が組み会わされたもの(5)はどう認識・判断するのであろうか。
Finney[1932]では，この取引の勘定（混合勘定）として，売上を上げているので，商品の
売買に関する取引を例にとりたい。 
(c) 4 月 3 日に企業の支配下にある商品 300 円を 400 円で販売し 代金は現金で受け取
ったという取引を考察してみたい。 
① 企業の会計担当者は，商品という経済財が企業から出て行くと，4 月 3 日(日付に関す
る記号) に価値 300 円(数量に関する記号) が企業の支配下から流出したことを認識・
判断する。 
② そしてこの商品を財産 (運用形態) からみれば，商品だと判断する。 
③ さらに，商品は減少し 持分も減少する。 
④ 財産(運用形態) の減少は右側へ ，持分(調達源泉) の減少は左側に記入するので，次
のような会計文を思考する。 
 持 分 300 商 品 300  
⑤ そして，この持分は，資本の減少を示す勘定（費用）として，会計担当者は，「売上
原価」であると認識・判断し次のような会計文（仕訳）となる 16)。 
 売 上 原 価  300 商 品 300 ・・・(3) 
⑥ さらに，400 円のお金という経済財が企業に入ってくると，4 月 3 日(日付に関する
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記号) に価値 400 円 (数量に関する記号) が企業の支配下に流入したことを認識・判断
する。 
⑦ そして，この現金を資産からみれば「現金」だと判断し，現金が増加し 持分も増加
していることを認識する。 
⑧ 資産の増加は左側へ，持分の増加は右側に記入するので次のような会計文（仕訳）を
思考する。 
 現 金 400 持 分 400  
⑨ そして，この時の持分は，資本の増加を示す勘定（収益）として，会計担当者は，「売
上」であると認識・判断し次のような会計文（仕訳）となる。 
 現 金 400 売 上 400 ・・・(4) 
⑩ そして，ここに挙げた「売上原価」と「売上」は， 資本の増減を示す勘定である「損
益」勘定で比較され，増加分は当期利益（商品売買益）として，資本に加算されること
となる 17)。 
以上のように・会計文作成のプロセスは， ① 「価値の流れ」の認識， ②日付及び数量
に関する記号の認識， ③勘定科目の選定 (科目の限定が可能な場合)， ④貸借平均記入方
式の選定， ⑤基礎会計文の判断・整理・完成・⑥持分勘定の科目の選定，⑦帳簿記入会計
文（仕訳）の完成，であるといえる。 
 
4.4 複式簿記の構成要素の関係性 
 これまで，複式簿記の構成要素と複式簿記の法則である貸借平均の記入について述べて
きた。ここでは，これまで述べてきた点を踏まえつつ，杉本[1991]の助けを借りながら，
複式簿記の構成要素の関係を考察してみたい。 
 杉本[1991]では，企業の会計担当者の企業の経済活動の認識について，「企業の会計担当
者などは，一方向への「価値の流れ」（資金の流れ）についてさえも，これを「価値形態」
（資金形態）と「価値源泉」（資金源泉）との 2 局面から認識し，さらに，そのようないわ
ば「複眼」的認識を類別するためのまことに特異な複式の認識法を用いて，複式の勘定記
録を作成しようとしている，とみなされる」(78 頁)としている。 
 すなわち，企業の経済活動である取引を示す勘定とは，企業の会計担当者などが認識・
判断した結果を表現するための記号にほかならないので，彼らの認識・判断するところに
従って分類すれば，下記の二つに大別することができる。 
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（a）「価値形態から見た価値の流れ」（資金形態から見た資金の流れ）を個別具体的に表
現するための勘定。 
（b）「価値源泉から見た価値の流れ」（資金源泉から見た資金の流れ）を個別具体的に表
現するための勘定。 
これらのうち，（a）の系統には，貸借対照表の資産に記載されることになる勘定の大部
分が，また，（b）の系統には，それ以外の勘定，すなわち，貸借対照表の負債および資本
のそれぞれに記載されることになる勘定，損益計算書に記載されることになる勘定のすべ
てなどが，それぞれ帰属するとみなされるとする(83 頁)。そして，杉本[1991]は，現行の
企業会計において用いられている諸勘定を上述のように 2 大別する考え方は，いわば「資
金的 2 勘定系統説」と名づけうるものであるとしている(98 頁)。 
すなわち，杉本[1991]において，企業の会計担当者は，記録すべき企業の経済活動を認
識し，それを「資金的 2 勘定系統説」により思考して記録する。それは，Finney[1932]の
言う資産＝持分という思考であり，価値形態＝価値源泉という思考である。そして，その
企業の経済活動は，資産，負債，資本，収益，及び費用として記録される。 
資産は，企業の経済活動の「価値形態から見た価値の流れ」を，その形態を示す項目と
数量（貨幣価値）で表しているのであり，持分とは，資産と同じ企業活動の「価値源泉か
ら見た価値の流れ」を示している。そして，持分は，その源泉を示す項目名と数量（貨幣
価値）で示されるが，負債とは，他人からの価値源泉の範囲を示し，資本とは，自己の価
値源泉の範囲を示している。このことから，資産，負債，および資本の関係は，次の等式
で示される。 
資産 ＝ 持分 
資産 ＝ 負債 ＋ 資本 
さらに，収益と費用は，企業の経済活動の記録の起点（期首）から，企業の経済活動の
記録の終点（期末）の間の営業活動による自己の価値源泉の範囲の増減を示している。 
すなわち，費用勘定と収益勘定とは，「現行の簿記」でいえば， 当期利潤勘定と称すこ
とのできる勘定の補助勘定であり， 今日のように損益計算の重要性が高まったため，企業
の純利益を的確に把握するために当期利潤勘定から分離・派生して費用観上及び収益勘定
が必要になったと説明している。 
すなわち，起点の資本と終点の資本との関係を等式で示せば，次のようになるであろう。 
終点の資本＝起点の資本＋当期利潤 
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終点の資本＝起点の資本＋（収益－費用） 
このことは，費用勘定と収益勘定の役割を考えてみると，いったん分離・派生した両勘
定は，「費用と収益の表 (損益勘定という集合勘定：筆者補遺) の中で結合された後，正味
の成果は資本主の勘定に移される」(13 頁) ことからも明らかである。このことは，費用勘
定・収益勘定は，本来の勘定である当期利潤勘定から分離・派生したのであるから，最終
的には， 本来の勘定である当期利潤勘定に戻されることを意味する，と理解される。 
このことから， 企業の最大の関心は，純利益の獲得であり，それゆえに複雑化した経営
活動を正確に把握する必要が生じる。このような「純粋な便宜上の間題」から，費用勘定
と収益勘定は， 持分勘定という基礎的部門から，分離・派生することになった，というこ
とが指摘される。以上のことから，記録の終点における資産，負債，資本，収益，および
費用の関係を等式で示せば，次のようになる。 
資産 ＝ 負債 ＋ ｛（記録の始点の）資本 ＋ 当期利潤｝ 
資産 ＝ 負債 ＋ ｛（記録の始点の）資本 ＋ （収益 － 費用）｝ 
以上のことから，企業会計の構成要素である勘定の体系を示せば，図 1-9 のようになる。 
【図 1-9】財産＝持分による勘定体系の概要図 
 
（Paton[1917] p.14 及び杉本[1991]99 頁の図 13 を参考に作成） 
 
第 5 節 企業会計の構成要素の体系と財務諸表 
「複式簿記に支えられた現行の企業会計」において，各勘定は，ある一定時点において，
集合勘定という計算場所で結合される。 
すなわち，費用・収益勘定は，ある一定時点で，損益勘定という集合勘定において結合
され，その正味残高は，本来の勘定である資本主（当期利潤）勘定へ移される。そして，
財産（資産）・持分（負債及び資本）勘定は，大陸式決算法による「残高勘定」という集合
勘定において結合がなされる。 
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そして，これらの集合勘定を基にして財務諸表（会計報告書）が作成されるのである。
その関係図を示せば，図 1-10 のようになるであろう。 
【図 1-10】複式簿記の構成要素と財務諸表の関係 
 
（出所：筆者作成） 
すなわち，損益勘定から「損益計算書」が，残高勘定から「貸借対照表」が作成される
こととなる。 
 
第 6 節 小括 
 この章では，企業会計システムとは，何であるのかについて，考察を行った。それによ
ると，現代の企業会計システムは，「会計測定システム」，「会計伝達システム」，「会計監査
システム」，及び「会計基準設定システム」のサブシステムからなる会計システムという，
記号論における言語システムの一種であることが理解された。 
 さらに，現代では，金融市場の国際化による企業会計のグローバル化により，「会計伝達
システム」並びに「会計基準設定システム」が重要であることが理解できた。 
 そして，この会計システムは，「会計と簿記は，簿記が技術の問題であると同時に，会計
が理論と原則の問題であることを述べることによって，それぞれ違ったものとして区別さ
れるかもしれない。しかしながら，実際問題として，それらは，分離して考えることはで
きないし，その 2 つは，一緒に教えられ，理解されなければならない。」（Finney[1932] p.2）
と，Finney が述べているように，複式簿記の機構に支えられているのである 18)。 
すなわち，企業における会計担当者は，会計測定の対象である企業活動（取引）を認識
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し帳簿に記入をする。つまり，企業（計算主体）の支配下への「価値の移行」すなわち，
「価値の流れ（資金の流れ）」を認識し，帳簿に記入していく 19)。そのさいに，会計担当者
の思考のなかで，資産・負債・資本・収益・費用といった要素が展開される。 
そこで，簿記の要素である資産・負債・資本・収益・費用といった要素がどのような関
連性を持っているのかについて考察を行った。 
それによると， 
財産＝持分 
資産＝負債＋資本（所有主持分） 
資産＝負債＋所有主持分＋当期利潤 
資産＝負債＋所有主持分＋（収益 － 費用） 
といった等式で示されるように，密接に関係していることが理解できた。そして，この
ことにより，企業会計の会計測定構造としての勘定体系を示すことができたと考える。 
 さらに，この関係は，帳簿に記載される会計文（仕訳）についても，このルールにより
成り立っていることも理解できた。すなわち，現代の企業会計は，複式簿記の機構に支え
られているのである。 
 そして，最終的に「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の会計測定構造における勘
定体系の中で，所有主持分である資本の増加を示す収益と所有主持分の減少を示す費用を
集合させた損益勘定から，損益計算書が作成される。そして，損益勘定で計算された当期
利潤は，所有主持分へと加算される。そして，資産，負債，ならびに所有主持分は，残高
勘定という集合勘定に収集され，この残高勘定から，貸借対照表が作成されるのである。 
 このことを考えれば，財務諸表の関係性は，次のように図示できるであろう。 
【図 1-11】貸借対照表と損益計算書の関係図 
 
（出所：筆者作成） 
 以上のことにより，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の会計測定構造を明らか
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にした。換言すれば，現行の会計制度における企業会計を議論するためには，この会計測
定構造を念頭に置きつつ進めなくてはならないと考える。 
 次章では，現代において，財務諸表の体系に新しく導入された「第 3 の財務表」とよ
ばれるキャッシュ・フロー計算書について，考察を進めていきたい。 
 
 
＜注記＞ 
 1）経済社会のサービス経済化を知る上で，産業別就業者編成割合が挙げられる。総務省統計局「国勢
調査（1850～2010 年）」，「労働力調査（2012 年）」をもとに作成された図（第 2-(2)-1 図 労働省
[2013] 82 頁）によれば，1975 年より第 1 次産業，第 2 次産業以外の産業へ就業する人口の割合が
50％以上となり，現在でもその割合は増加していることから，現代の経済社会は，サービス経済化
しえきているといえる。 
近年の情報化は，コンピュータの発展とともに進展してきている。特に，1974 年からのインター
ネットの発達は，経済の国際化をも加速させた。 
企業の海外への進出，および国内外からの資金の調達の活発化による国際化については，周知の
とおりである。 
2）「会計は言語の一種である。どんな言語も情報を伝達することを目的としている。会計情報は，財務
諸表（financial statements）と呼ばれる報告書によって提供される。」（Anthony[2006] p.1）とし
て，企業会計が，言語であり，情報伝達を目的としていることを指摘している。 
3) マルティネ（André Martinet）は，ラングをコードに，パロールをメッセージとして，その関係を
概観しつつ，情報理論を展開している。 
 4）木戸田氏は，「コミュニケーションとは，“自らの頭の中に抱いている＜抽象的＞な思考内容”のコ
ピーを，相手の頭の中にも創り出すことにより，“自分の思っていることや感じていること”を受
け渡しする行為である。」（木戸田[2002b] 5 頁）として，コミュニケーションについて述べてい
る。 
5）池田[2012]では，コードについて，「もし伝達の目的を正確に達成しようとするならば、メッセージ
を構成する記号とその意味は発信者が恣意的に定めるのではなくて、受信者との共通の了解に基づ
いた決まりに従っていなくてはならない。」として，そのような決まりが「コード」であり，コー
ドとは，「伝達において用いられる記号とその意味、および記号の結合の仕方についての規定（言
語の場合の「辞書」と「文法」に相当するもの）が含まれる。」（32 頁）としている。 
 6）Ogden and Richards の「意味論上の三角形」の図解については，杉本[1991] 44 頁に図 4 として掲
げられている。なお，この図から杉本氏は，次の３つの点が読み取れるとしている。 
① 言葉や記号はその指示対象である事物をそのまま表わしているように思われがちであるが，両
者の関係は，実は間接的な関係でしかない。その両者の問には，言葉や記号の使用者がみずから
の脳裏に形成する思考内容が必ず介在する。 
② 言葉や記号は直接的にはその使用者の思考内容を象徴したものであり，また，その思考内容は
直接的または間接的に指示対象としての事物にかかわるものである。 
③ したがって，言葉や記号がその指示対象である事物を真に意味するかどうかは，思考内容が適
切に形成されかつ的確に象徴されるかどうかに依存する。 
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(杉本[1991] 44 頁 図 4 を抜粋) 
  
7）池田[2012]では，人間の行なうコミュニケーションは，機会が行なう「理想的」なコミュニケーシ
ョンではなく，もっと融通性のある柔軟なものであるため，コードから逸脱した表現を含むよう
なメッセージであっても、受け入れる場合があることを述べている（43-44 頁）。 
 8）池田[2012]では，「『コード』を超えようとする『使用者』と、『使用者』を拘束しようとする『コー
ド』――このたがいに対立する両者の間の緊張した関係が破綻に至らぬようとりもっているのが『コ
ンテクスト』である」（47 頁）。そして，「もしもメッセージが『コード』から逸脱しているようなも
のであったら、事情は変わってくる。受信者は、まずそのメッセージを解読に値するものとして取
り組むか、値しないものとして無視するかを主体的に選択することができる。その際の受信者の選
択を決定するもっとも大きい要因は、そのメッセージの使用にまつわる『コンテクスト』である。」
（47 頁）として，コンテクストの役割を述べている。 
9）現在の会計基準の設定については，まず，会計基準設定主体が提案する討議資料が公表される。そ
して，その討議資料を基に，より多くの会計情報利用者等からのコメントを収集し，最終的な会計
基準が設定されるという手順が踏まれている。 
10）杉本[1991]においては，このコードについて，「合計関係者の言語活動は，会計慣行ないし合計諸別
によって規整されるが，それは，会計慣行ないし会計諸則が言語システムないし記号システムとし
ての企業会計における言語規約（code）にほかならないから」（杉本[1991] 49 頁）としながらも，
会計システムについて図示する中で「会計慣行ないし会計諸則」という要素を合計関係者のそれぞ
れの思考内容と相互規定関係にある“Code”としで位置づけておいた。」と，示しているだけで，詳
しい説明については言及していない。これは，当時は，一国による簿記会計を中心に述べるだけで
よかっただからだと推測される。 
11）この方法による利益の求め方は，日本においても実施されていた。その例として，九州は日田で金融
業を営んでいた広瀬家をあげ，補章として紹介している。 
12）W. A. Paton は，論文”Theory of the Double-Entry System”（Paton[1917]）の中で，「勘定の完全
な制度は，普通，建物のような比較的永続的な性質の財産項目や石炭のような一時的な性質を持つ多
くの種類の財産が受け入れられている。さらに，続けて，価値観の中で取引過程を明らかに保つため
に，補助的な持分勘定が必要とされた。(1) これらの勘定は，持分からの総控除を示す費用であり，
【図注 1-1】Ogden and Richards の「意味論上の三角形」の図解 
(Source: Ogden and Richards[1949] p.11) 
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そして，(2) （所有主のサービスの販売を具現化した），あるいは持分の総加算を示す，収益である。
最後に，いくらかの勘定は，補助的なあるいは相殺という理由で，主となる勘定の適切な欄よりむし
ろ，特別な勘定で導入される，補助的な評価勘定を持つ。」（Paton[1917] p.17）として，収益と費用
が，持分からの増加，あるいは減少を示すために，持分から分離・派生した勘定であることを示して
いる。 
13）Finney[1932]では，等式は示されていないが，Finney and Miller[1953]では， 
Assets=Liabilities + Owners’ Equity 
という等式が示されている（p.2）。 
さらに，Finney の論理を継承した Johnson and Gentry[1980]では， 
Assets＝Equities 
   ＝Liabilities ＋ Owners’ equity 
      ＝Liabilities ＋ Capital Stock ＋ Retained earnings 
としいう等式が示されている（p.36）。 
 このことは，概念的にはすでに 1932 年にあったものが，より洗練されて，テキストに表示され
てきたと推測される。 
14）W. A. Paton は，「保持する勘定の複式記入システムは，会計が扱う取引の真の性質の中に論理的に
見出される。それらのデータは,2 つの項目，資産と持分（資産の権利）から成り立っている。そし
て，これらの 2 つの項目は，常に等しくなる。なぜなら，1 つの項目は資産の客観的なら成り立っ
ており，もう一方の項目は，この資産の所有の範囲を示しており，両方の項目は，同じ測定単位が
使用されているからである。」（Paton[1917] p.17）として，財産と持分を基本部分として財産＝持
分を保つことで，複式記入となることを述べている。 
15）一般に，貨幣単位の公準と呼ばれる。 
16）この「売上原価」勘定は，現行の簿記では，将来の資本の変化の元になるものだと認識・判断され，
商品を購入した時点で「仕入」として記入されている。 
17）この商品の販売を商品勘定の分記法を使って説明すれば，次のようになる。 
① 企業の会計担当者は，300 円の商品という経済財が企業から出ていくと，4 月 3 日(日付に関す
る記号) に価値(数量に関する記号: 300 円) が企業の支配下から流出したことを認識・判断す
る。 
② そしてこの商品を財産 (運用形態) からみれば，「商品」だと判断する。 
③ さらに，商品は減少し，持分も減少する。 
④ 財産(運用形態) の減少は右側へ，持分(調達源泉) の減少は左側に記入するので，次のような会
計文（仕訳）を思考する。 
  持 分  300  商 品  300  (1) 
⑤さらに，400 円のお金という経済財が企業に入ってくると，4 月 3 日(日付に関する記号) に，価
値 (数量に関する記号:400 円) が，企業の支配下に流入したことを認識・判断する。 
⑥そして，このお金を財産 (貸金の運用形態) からみれば，「現金」だと判断する。 
⑦そして現金が増加し，持分も増加していることを認識する。 
⑧財産 (運用形態) の増加は左側へ，持分 (調達源泉) の増加は右側に記入するので次のような会
計文（仕訳）を思考する。 
  現 金  400  持 分  400 (2) 
⑨そして，この(1)と(2)は， 同時に起こっていると判断するので，整理する。 
  現 金  400  商 品  300 
    持 分  100 
⑩さらに， 持分は，「自己の所有の範囲」かつ 「自己の出資以外の範囲」であるので貸本を示す
勘定であることを判断する。 
⑪そして，この持分は，貸本の増加を示すので収益勘定であると判断する。 
⑫さらに，収益の内容を示すため，「商品売買益」という勘定であることを認識し，次のような会
計文（仕訳）として完成させる。 
  現 金  400 商 品  300 
    商品売買益  100 
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18）Finney は，簿記とは，「ビジネスあるいはその他の経済単位における負債と資本の総額と資産の価
値に影響を及ぼす取引を記録するための機械的な手続きである。」（Finney[1932], p.2）であり，会
計とは，「ビジネスの取引におけるどんな，そして何の範囲がその資産の価値，そしてその負債，利
益，そして資本に影響しているかということを決定している際に考慮に入れなければならない法律，
産業，商業そして財務概念の様式からなる。」（Finney[1932], p.2）と簿記と会計について説明して
いる。 
 
19）杉本氏は，企業測定の対象となる企業の経済事象について，「基本的には経済財の経済主体の支配
下への「流入」，または，その支配下からの「流出」である。」（杉本[1991] 62 頁）とし，さらに
「会計測定の対象としての「企業の経済事象」とは，基本的には，経済主体の支配下における「価
値の流れ」として認識されるものにほかならない。」（杉本[1991] 63 頁）という見解を示してい
る。 
さらに，杉本氏は，複式簿記の起源の一つである中世イタリアの銀行業における債権・債務関係の
記録を想起して，「銀行業における「価値の流れ」は，具体的にいえば，文字どおりの「資金の流れ」
にほかならない。彼らにとっての「価値形態」と「価値源泉」は，具体的には，それぞれ「資金形態」
と｢資金源泉｣にほかならない。」（杉本[1991] 75 頁）といしている。このことは，たとえば，企業が
株式を発行することによって現金のような具体的資金を収集し，それを元手として，商品，建物な
どの抽象的資金に代えて営業を開始することからも「価値の流れ」が「資金の流れ」であるというこ
とができる。 
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 第 2章 キャッシュ・フロー計算書の制度化とその構造 
―第 3 の財務表としての位置づけを目指して― 
 
第 1 節 はじめに 
 IASC は，1992 年に，IAS 第 7 号『キャッシュ・フロー計算書（Cash Flow Statements）』
を公表した 1)。それをうけて，わが国においても，『連結キャッシュ・フロー計算書等の作
成基準の設定に関する意見書』が 1998 年に公表され，キャッシュ・フロー計算書は，わ
が国において，制度化された。そして，キャッシュ・フロー計算書は，2000 年 3 月決算期
から，連結キャッシュ・フロー計算書（連結決算会社），または個別キャッシュ・フロー計
算書（個別決算会社）として，作成，開示されている。 
  キャッシュ・フロー計算書の必要性は，利益に対する信頼性の低下による新しい指標
を示すことができるということにある。例えば，キャッシュ・フロー計算書は，企業価値
評価や黒字倒産の資料というような財務諸表の利用者にとって有用な情報を提供できると
いうことである。しかしながら，IASB と FASB の共同プロジェクトにあるように，今だ，
キャッシュ・フロー計算書の表示形式や作成方法，しいては表示内容についても，結論が
出ず，混乱しているといわざるを得ない。 
そして，キャッシュ・フロー計算書は，序章で述べたように「第 3 の財務表」といわれ
ながらも，今だもって，財務諸表の体系に位置づけて説明されていない。すなわち，キャ
ッシュ・フロー計算書は，企業会計の測定構造の視点から，考察されていないのである。
ここに，キャッシュ・フロー計算書に関する問題点の原因を，見出すことができると考え
ている。 
そこで，この章では，キャッシュ・フロー計算書を，前章で考察した「複式簿記に支え
られた企業会計」の測定構造を踏まえて，キャッシュ・フロー計算書が作成される場合の
測定構造を明らかにし，財務諸表の体系に位置づけることを目的としている。なぜなら，
キャッシュ・フロー計算書の「複式簿記に支えられた企業会計」の測定構造への位置づけ
が，キャッシュ・フロー計算書の構造や作成方法における問題点の解決の糸口となると考
えているからである。 
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第 2 節 キャッシュ・フロー計算書の制度化の流れ 
――資金計算書制度化の動きを中心として―― 
 本節では，本章の問題意識をより鮮明に描き出すために，アメリカにおける資金計算書
制度化の歩み，さらには，わが国の資金計算書 2)と同表に関する見解の歩みについて，概
略であるが光をあててみたい。 
 
2.1 アメリカと IASB における資金計算書の歩み 
 アメリカにおける資金計算書は，期首貸借対照表と期末貸借対照表とを比較することに
より誕生した計算書を起源としている 3)。この資金計算書の誕生の一要因は，アメリカ経
済における証券市場の量的拡大と質的変化によることがあげられる。すなわち，アメリカ
における証券市場の変化により，会計情報利用者が，投資と投機の対象となる企業の価値
に関する分析を必要とするようになったのである。 
 その後，資金概念（資金計算書の報告領域）の解釈，および資金計算書が何を表すのか
（資金計算書の目的）についての多くの議論がなされ，貸借対照表や損益計算書では提供
し得ないより有用な情報を提供することを目的として，様々な資金計算書の様式が提示さ
れていった 4)。しかしながら，過去においての議論は，「資金計算書の資金概念，構造，お
よび目的が会計情報利用者の要求を満たすもの」，という広範囲にわたる要求の中での議
論であった。そのために，資金計算書の概念，目的および様式は，多様にならざるをえな
く，未だに定義されない状態が続いた。このことは，会計情報利用者にとって，資金計算
書の有用性は理解できるが，その比較可能性は阻害されることになる。 
 そうしたなか，アメリカの会計基準設定主体であるアメリカ公認会計士協会（American 
Institute of Certified Public Accountants: AICPA）の会計原則審議会（Accounting 
Principle Board: APB）が，1963 年に意見書（Opinion: APBO）第 3 号『資金の源泉と運
用に関する報告書（The Statement of Source and Application of Funds）』を公表した。
さらに同審議会は，APBO 第 19 号『財政状態の変動に関する報告（Reporting Changes 
in Financial Position）』を公表し，資金計算書の制度化が試みられた。そして，1980 年半
ばに APB にかわり新たに会計基準設定主体となった FASB が，SFAS 第 95 号『キャッシ
ュ・フロー計算書（Statement of Cash Flows）』を公表し，財務諸表における資金計算書
の位置づけがなされた。この段階において，資金計算書は，ようやく統一した見解が示さ
れようとしたのである。 
- 48 - 
 
 さらに，IASC により，1977 年に IAS 第 7 号『財政状態変動表（Statement of Change 
in Financial Position）』が公表される。そしてこの IAS 第 7 号は，1992 年に改訂され『キ
ャッシュ・フロー計算書（Cash Flow Statements）』となる。そして，この IAS 第 7 号は，
現在 IASC から組織改正された，IASCF でも，2008 年に承認されている 5)。 
 しかしながら，その表示形式，作成方法については，統一的な見解が得られていないと
して，IASB と FASB との共同プロジェクト（フェーズ B）により 2010 年にその成果が
IASB および FASB より，それぞれからスタッフ・ドラフトとして公表されている。さら
に，IASB は，2014 年には，IAS 第 7 号の改訂版として，公開草案『開示に関する取組み：
IAS 第 7 号の修正案（Disclosure Initiative: Proposed amendments to IAS 7 ）』を公表
している。 
 
2.2 わが国における資金計算書の諸見解と制度化 
 ここで，わが国に目を向けてみれば，戦後，企業は，激しいインフレーションの波に襲
われ，損益計算書では多額の利益を計上しながら，期限の到来した債務の支払いができな
くて倒産するという「黒字倒産」とよばれる状況が起こっていた。そこで，企業の資金繰
りが重要な視点となり，企業内部と銀行における債務の資料として「資金繰り表」が作成
されるようになる。 
 この時期に，会計学会においても資金繰りの重要性を説き，先駆者となったのが太田哲
三氏である。さらに，資金運用表の必要性を馬場嘉一郎氏が説き，その研究は，染谷恭次
郎氏に受け継がれ 6)，わが国の会計学会に多大の影響を与えた。そして，近年において，
我が国においても資金計算書に関する研究および議論が活発に行なわれることになったの
である 7)。しかしながら，これらの研究は，他国の資金計算書の紹介であったり，資金会
計の領域あるいは資金計算書のみに執着してしまい，「複式簿記に支えられた現行の企業
会計」を無視した見解のうえで，述べられている部分が多いと思われる 8)。つまり，資金
計算書が「第 3 の基本的財務表」としての位置づけがなされないままに，議論が行なわれ
ていた 9)。 
 その後，企業の資本構成改善の問題，国内の証券市場の発達，国際的な証券市場の発達，
そして国際会計の必要性から，わが国でも資金計算書の検討がなされている。その経緯を
示せば，1978 年に，日本公認会計士協会が『財政状態変動表について』と題する答申を行
なっており，1986 年には，企業会計審議会が『証券取引法に基づくディスクロージャー制
- 49 - 
 
度における財務諸表の充実について』と題する中間報告を公表している。 
 そして，従来の資金繰り表の一部手直しをした資金収支表が勧告され，その後，大蔵省
令『企業内容等の開示に関する省令』において，会計報告書の体制を整えるに至っている。
しかしながら，この時には，有価証券報告書において開示することを義務付けるにとどま
り，「第 3 の基本的財務表」として制度化されるには至らなかった。 
 その後，企業会計審議会は，1987 年 6 月に『連結財務諸表制度の見直しに関する意見
書』を公表し，連結情報重視の観点からキャッシュ・フロー計算書の重要性が高まった。
そして，1998 年 3 月 13 日に企業会計審議会から，『連結キャッシュ・フロー計算書等の
作成基準の設定に関する意見書』が公表され，2000 年 3 月決算期から，連結キャッシュ・
フロー計算書（連結決算会社）または個別キャッシュ・フロー計算書（個別決算会社）が
作成，開示されるようになり，わが国においてもキャッシュ・フロー計算書が制度化され
たのである 10)。 
 しかしながら，前述したように，アメリカと IASB の合同プロジェクトでは，キャッシ
ュ・フロー計算書で取り扱う資金概念（項目），作成方法等の議論が続いているため，IASB
と ASBJ の合同会議等 11)でも，未だに議論が続いている状態である。 
 
第 3 節 資金計算書制度における特色と問題点 
    ――アメリカの資金計算書制度化の歩みを中心として―― 
 キャッシュ・フロー計算書の制度化の目的は，従来の代表的な財務諸表（貸借対照表及
び損益計算書）からは得られない情報を，提供しうるという重要な役割を担う，と推測さ
れるからである。しかしながら，キャッシュ・フロー計算書は，「複式簿記に支えられた企
業会計」の会計測定構造の中に位置づけて説明されているとは言い難く，真の意味で「第
3 の基本財務表」としての地位を確立してはいない。 
 そこで，本節では，アメリカの資金計算書制度において重要なづけを有するいくつかの
ステイトメントである，APBO 第 3 号，APBO 第 19 号，及び SFAS 第 95 号を手がかり
として，資金計算書の目的，同表の報告領域（いわゆる「資金概念」），そして同表の記載
方法などの問題に焦点を絞りながら，資金計算書制度における特色と問題点を明らかにし
ていきたい。 
 このような試みを通して，資金計算書は，「複式簿記に支えられた企業会計」の会計測定
構造における貸借対照表や損益計算書とのキャッシュ・フロー計算書の関係が明らかにさ
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れるであろう。 
 
3.1 資金計算書の目的 
 アメリカにおける資金計算書制度のなかで，資金計算書の目的は，どのように示され，
どのように変化していったのであろうか。主要な文献を手がかりとしてその動向を考察し
たい。 
 AICPA の会計原則審議会の APBO 第 3 号において，資金計算書の目的は，「資金の源泉
と運用の表（The Statement of source and application of funds）は，財務諸表から通常
得られないその他の情報を提供すること，資金の流れ（flow of funds）に関する明瞭な情
報を提供することで役立つのである。」（par.4）としている。さらに，「資金の源泉と運用
の表は，財務報告の補充情報（supplementary information）として表示されるべきもので
ある」（par.8）としている。 
これは，資金計算書の目的について，単に財務諸表（貸借対照表および損益計算書）か
ら得られる以外の情報を，漠然と求めようとしているに過ぎない，と考えられる。すなわ
ち，資金計算書が重要なものであることはわかるが，この時点では，資金計算書の目的に
ついて確かな役割を認識しているわけではないと，理解される。 
 そして，APBO 第 19 号では，「資金計算書（funds statement）の目的は，(1)企業が期
中の営業活動から獲得した資金を含めて，資金調達および投資活動を要約すること，およ
び(2)期間中の財政状態（financial position）の変動を十分に開示すること」（par.4）と，
目的を明確にする姿勢が表れている。さらに，「資金計算書の目的は，すべてそのような（損
益計算書および利益剰余金計算書と比較貸借対照表の―筆者補遺）情報が有意義な型に選
択され，分類され，要約されることが必要とされるのである」（par.5）としている。 
 このことは，APBO 第 3 号が，会計情報利用者に有用な情報を提供すべきことだけを述
べているのに対して，APBO 第 19 号は，より目的を具体化し，会計情報利用者に有用な
情報を提供する目的で，企業の財政状態および投資活動の要約，および財政状態の変化，
という 2 つの情報を提供すべきであることを主張している。これは，資金計算書の目的に
ついて，明確にしようという姿勢としてみることができる。 
 しかしながら，その内容はともに会計情報利用者の経済意思決定に，有用な情報を提供
することにある。つまり，他の財務諸表から得られない情報をすべて資金計算書に求めよ
うとしているところに特徴がある 12)。この特徴は，広範囲にわたる会計情報利用者の多様
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な情報要求にこたえるためには有効なことである。したがって，この目的に役立つべく提
供する報告の範囲であるキャッシュ・フロー情報も，広範囲にならざるを得ない。しかし
ながら，この目的では，会計情報利用者のどのような意思決定に役立つのか，そのために
はどのようなキャッシュ・フローの範囲の情報を提供すべきなのか，ということに焦点が
絞られていないという特徴も有していることが理解される 13)。 
 それでは，FASB の SFAS 第 95 号では，資金計算書の目的を，どのように捉えている
のであろうか。この SFAS 第 95 号は，先に公表された『財務会計概念ステイトメント
（Statement of Accounting Concepts: SFAC）』と密接に関連されて記述されている。
SFAC 第 1 号『営利企業の財務報告の目的（Objective of Financial Reporting of Business 
Enterprises）』は，財務報告について次のように示している。 
 「財務報告は，現在および将来の投資家，債権者，およびその他の利用者が，有価証券
ないし貸付金からの，配当または利息，およびそれらの売却，償還，あるいは満期におけ
る受取額などの金額，次期および不確実性を評価するのに役立つ情報を提供するものでな
ければならない」（par.7）。 
 さらに，「財務諸表（Financial reporting）の基本目的は，さき（外部財務報告の一般目
的の項―筆者補遺）のパラグラフを前提にし，より一般的な目的から，より具体的な目的
へ展開される。まず，投資及び与信（credit）意思決定に対して有用な情報に，広く焦点を
あわせた基本目的から出発する。次いで，営利企業に投資または与信を行なうことによっ
て，受領する現金の見込額（prospects），およびこれらの現金受領見込額と当該企業にと
っての現金受領額との関係，という投資者および債権者の主な関心に，焦点を絞る。最後
に，営利企業のキャッシュ・フロー見込額を，あらかじめ評価するうえで，有用な企業業
績（enterprise’s performance）の測定をはじめとする企業の経済的資源，かかる資源にた
いする請求権，およびこれらの変動に関する情報に，焦点を合わせる」（par.32）として，
財務諸表の基本目的について，より詳細な内容を示している。 
 そして，SFAC 第 2 号『会計情報の質的情報（Qualitative Characteristics of Accounting 
Information）』 において，キャッシュ・フローの重要性とかかわらしめて次のように示
している。 
 「その（財務報告の―筆者補遺）目的は，経済的意思決定の特定の種類の財務報告に，
焦点を合わせている。この意思決定とは，時々，他の財貨または用役の形をとることもあ
るけれども，通常は，現金の形態として得られる将来の報酬ないし見返りを期待して，営
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利企業に現金または他の資源を委託するか（または委託を行ない続けるか）否か，という
意思決定のことである」（par.26）。 
 さらに，SFAC 第 5 号『営利企業の財務諸表における認識および測定（Reporting and 
Measurement in Financial Statements of Business Enterprises）』では，財務諸表の目
的を達成するために，財務報告の情報を構成する要素を 4 つに分け，それに応じた財務
諸表の体系を提唱している 14)。この中で，資金計算書は，「キャッシュ・フロー計算書」
として，財務諸表の体系の中に組み込まれており，その内容および目的について，下記の
ように叙述されている。 
 「キャッシュ・フロー計算書は，一会計期間中において，主要な源泉別に分類された企
業の現金収入額，および主要な使途別に分類された企業の現金収支額を，直接的または間
接的に示すものである。キャッシュ・フロー計算書は，営業活動を通じて債務の弁済を行
ない，配当金の支払いを行ない，あるいは営業能力の維持もしくは拡大を図るために，再
投資を行なう企業の現金創出活動に関する有用な情報，借入および拠出の両者による企業
の資金調達活動に関する有利な情報，ならびに企業の現金投資および支出に関する有用な
情報を提供する。企業の当期の現金収支に関する情報の重要な用途は，企業の流動性，財
務的弾力性，収益性およびリスクのような，諸要因の事前評価に役立てるという点にある」
（par.52）。 
 そして，SFAS 第 95 号では，「キャッシュ・フロー計算書の目的は，期間中における現
金受領（cash receipts）と現金支出（cash payments）についての適切な情報を，供給す
ることにある」（par.4）とし，「キャッシュ・フロー計算書から提供される情報は，もし他
の財務諸表における開示と情報に，関連づけられて使用されるならば，投資家，債権者，
およびその他の者が，(a)将来の正味キャッシュ・フローを生み出す企業の能力を評価し，
(b)負債を返済し，配当を支払う能力，および外部からの資金の調達の必要性を評価し，(c)
正味利益と，それにかかわる現金受領額と現金支払額との差異を評価し，(d)一定期間にお
ける，企業の投資および財務取引の現金的側面と非現金的側面における，企業の財政状態
の結果を評価するのに，役立たなければならない」（par.5）としている。 
 このように，SFAS 第 95 号は，キャッシュ・フロー計算書が会計情報利用者に対してど
のような有用な情報を提供すべきかを明確にするとともに，その情報の範囲についても現
金受領と現金支出についての適切な情報というように明確に限定していることに特徴があ
る。 
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 すなわち，APBO 第 3 号は，資金計算書の重要性が認識されたという点においては，意
義があったが，その目的は，「財務諸表から得られないその他の情報の提供」というように，
漠然としたものになってしまっていた。そして，APBO 第 19 号では，目的をより具体的
に示そうとしていた。そこで，APBO 第 19 号では，その目的から資金計算書の名称を「財
政状態変動表（Statement of Changes in Financial Position）」とすることを勧告した
（par.8）。 
しかし，資金計算書は，資金を示すのか，それとも財政状態を示すのか，といった 2 つ
の異なった内容の目的を掲げたために，結果として財政状態変動表の焦点が曖昧なものと
なってしまったのである。そこで，この曖昧さを解消するために，SFAS 第 95 号では，資
金計算書の名称を「キャッシュ・フロー計算書」として，その目的を具体的に，明確に規
定したといえよう 15)。 
 
3.2 資金計算書の報告領域 
 3.1 において，資金計算書の目的を述べた。資金計算書の報告領域（いわゆる「資金概
念」）は，このキャッシュ・フロー計算書の目的に，密接に関連している。そこで，ここで
は，キャッシュ・フロー計算書の目的に関連させながら，キャッシュ・フロー計算書の報
告領域について考察してみたい。 
 APBO 第 3 号では，資金計算書が報告すべき内容として，財務諸表の補充情報として広
範囲な情報を提供することを，目的としていた。そのために，この計算書に用いる資金
（funds）概念は，実務上異なった見解があり，概念の相違がこの計算書の相違をもたらし
ている。 
例えば，「資金（funds）は，時には現金またはその等価物（equivalent）を指すものと
解釈され，その場合，資金の源泉と運用の表（statement of source and application of funds）
は，現金及び現金同等物の収入と支出の計算書となる。しかしながら，最も普通の「資金」
概念は，運転資本，すなわち流動資産から流動負債を差し引いたものである。・・・（中略）・・・
さらに広い解釈では，「資金」は，企業の外部との取引から生じるすべての財務的資源（all 
financial resources）を指す」（par.2）としている。すなわち APBO 第 3 号では，資金計
算書が報告する内容を「運転資本」を推奨しながらも「投資概念」として「現金または等
価物」や「すべての財務的資源（総資産）」もあることをも認めており，その限定には至っ
ていないといえよう。 
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 そして，APBO 第 19 号では，資金計算書の報告範囲である資金概念について，「資金計
算書における資金概念には，実務上でいくらかの相違があり，その結果，計算書の正確さ
に相違が生じてくる。例えば，ある場合資金は，現金および現金等価物と解釈されるが，
その結果として作成される資金計算書は，調達され，そして使用された現金の要約を示す。
もう一つの資金についての解釈は，運転資本，すなわち流動資産より流動負債を控除した
残高であるとする解釈であり，その結果作成される資金計算書は，調達され，使用された
運転資本の要約を示すことになる」（par.6）としている。 
 すなわち，APBO 第 19 号では，資金計算書が表すべき資金概念を「現金およびその等
価物」と「運転資本」との場合を認めている。これは，APBO 第 3 号に比べ，資金概念も
具体的に範囲を限定しようとする姿勢がみられる。しかしながら，「資金計算書は，すべて
の目的を満たすためには，財政状態に影響を与えるすべての主要な期中の取引についての
資金調達および資金等価の部面を，個別に開示すべきである」（par.6）という記述も見ら
れる。さらに，「財政状態の変動を要約する計算書は，財政状態の全部の変動を包括する広
い概念を根底とすべきであり，その計算書の名称もこの広義の概念を反映するものでなけ
ればならない」（par.8）としている。 
 これは，資金計算書の資金概念を限定しようと試みているにもかかわらず，結局「すべ
ての財務的資源」の変動を開示することを要求しており，論理的整合性に欠ける結果とな
っていると言わざるをえない 16)。 
 それでは，FASB の SFAS 第 95 号では，資金計算書の報告範囲は，どうとらえている
のであろうか。SFAS 第 95 号では，「キャッシュ・フロー計算書は，現金と現金等価物の
期間中の変動を説明しなければならない。計算書では，資金（funds）のようなあいまいな
用語よりむしろ，現金または現金等価物のような記述的な用語を使用しなければならない」
（par.7）としている。 
 これは，APBO 第 19 号では，資金概念が曖昧であるという反省に立って，これまでの
「現金およびその等価物」，「運転資本」，または「すべての財務的資源」のどれをも認める
ような表現を避けるとともに，基準書の目的を達成するために，資金概念を「現金および
現金等価物」に限定したのである。 
そして，現金を「通常の用語に従えば，現金には，手もとにある通貨のみでなく，銀行
またはその他の金融機関の要求払預金も含まれる。現金には，また，預金者がいつでも新
たな資金を預け入れ，または事前の通知や違約金なしに，いつでも資金を引き出すことの
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できる，要求払預金のような性質を持つその他の預金も含まれる」（par.7, footnote）と，
規定している。 
さらに，現金等価物に対しても，「現金等価物として一般に認めらえている項目の例とし
ては，財務相短期証券（treasury bills），コマーシャルペーパー，短期金融資産投資信託
（money market funds），（金融業務を行なう企業に対する―筆者補遺）受入連邦資金
（federal funds solds）がある」（par.9）と規定している。 
すなわち，SFAS 第 95 号は，内容を明確化した資金概念が規定されており，具体的な指
針を示しているといえる 17)。さらに，これらの項目は，a.現金として知られた金額へすぐ
に変換できるもの，b.満期までの期間が短く（一般に 3 ヵ月以内），金利変動によるリスク
が乏しいこと，というような短期間の流動性のあることが条件となっている（par.8）。 
 以上のように，SFAS 第 95 号では，資金計算書の報告内容の領域（いわゆる「資金概
念」）について，「現金および現金等価物」と限定するとともに，いかなる情報を提供する
かという問題について，明確に適用するようになったといえる。さらに，資金計算書の名
称も「財政状態変動表（Statement of Change in Financial Position）」から，「キャッシ
ュ・フロー計算書（Cash Flow Statement）」へと変更された。 
ただし，キャッシュ・フロー計算書の目的が，「より流動性が高いものの変動」を示すこ
とだとすれば，キャッシュ・フロー計算書の報告領域である「資金」は，「現金」のみにな
ると考えられる。 
 
3.3 資金計算書の記載方法 
  ――表示区分の方法と作成方法―― 
 資金計算書は，APBO 第 3 号では「資金の使途と運用の表（Statement of Source and 
Application of Funds」，APBO 第 19 号では「財政状態変動表（Statement of Change in 
Financial Position）」，そして SFAS 第 95 号では「キャッシュ・フロー計算書（Cash Flow 
Statement）」と名称も変わると同時に，目的，資金概念も変化しより明確に示されてきて
いるといえる。それでは，資金計算書の記載方法は，どう示されているのであろうか。次
に資金計算書の記載方法について，表示区分の方法と作成方法に焦点をあて，考察を行い
たい。 
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3.3.1 資金計算書の表示区分 
 APBO 第 3 号および APBO 第 19 号において，資金計算書の表示区分については言及し
ていない。しかしながら，APBO 第 19 号において「1963 年に，会計原則審議会は，意見
書第 3 号として『資金の源泉および運用の表』を発表した。その意見書第 3 号は，主要な
証券取引所の支持をうるようになり，また，実務界で広く受け入れられるようになった結
果，株主への年次財務報告書の資金の源泉と使途の表（資金計算書）を掲載する会社数が
著しく増加するに至っている。」（par.1）という，叙述がみられる。 
さらに，「APB 意見書第 3 号においては，資金計算書を作成掲示することは勧めていた
が，その作成掲示を要求していなかった。資金の源泉と使途における情報の必要性が広く
認識されている現状の評価において，本審議会は，そのような表の開示が，損益計算書と
貸借対照表を完全なものにするために必要であるかにつき，考慮してきた」（par.2）とし
ている。 
このことから，APBO 第 3 号および APBO 第 19 号は，キャッシュ・フローの表示区分
の分類法として，源泉・使途別分類法を示唆しているように考えられる。しかしながら，
この分類法は，営業，投資および財務というタイプの異なる情報を一義的に源泉と使途と
に分類するため，関連する活動の資金フローの関係に関する有用な情報を提供しえないと
いう欠点が指摘されてきた。 
そこで，SFAS 第 95 号では，「営業，投資または財務活動のどれかから生じるキャッシ
ュ・フローの分類は，現代では，もっとも一般的である」（par.83）。「本審議会は，営業，
投資そして財務活動で使用されるまたは得られるキャッシュ・フローを区分することは，
3 種類の活動の間もしくはその区分の中で評価するために重要な関係を明確にするであろ
うと，考えた」（par.84）としており，活動別分類法に一本化し，さらに各活動について詳
細にわたる指針を示している。このことにより，源泉・使途別分類の問題点を解消してい
る 18)。さらに，キャッシュ・フローの分類法としてより明確な指針を示し，企業間の比較
可能性を高めたといえる 19)。 
 
3.3.2 資金計算書の作成方法 
 資金計算書の作成方法には，直接法と間接法の二つがある。直接法とは，会計測定者が
企業の経済事象を認識し，その認識内容を記録した会計データ（いわゆる総勘定元帳）に
基づいて作成する方法（誘導法）である。一方，間接法とは，すでに作成されている貸借
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対照表および損益計算書に提示されている会計データをもとに作成する方法である。 
 総勘定元帳は，企業の経済事象を認識し，その認識内容を会計記号に置き換え体系的に
蓄積されたものといえる。つまり，総勘定元帳は，企業の経済事象における“総フロー”
を表現していることになる。このことから，直接法による資金計算書は，この総勘定元帳
から，会計情報利用者に有用な“資金フロー”を抽出し，その差額として正味フロー額が
算定されるのであるから，“総資金フロー”の要約を示すことになる。 
 それに対して，間接法による資金計算書は，総勘定元帳に基づいて作成された貸借対照
表および損益計算書に基づいて作成する。つまり，すでに加工されたデータをもとに修正
を加えることにより作成されることになる。すなわち，間接法の資金計算書は，“総資金フ
ロー”の要約である直接法による資金計算書に対して，恣意的に加工されたデータによる
貸借対照表と損益計算書をさらに加工して作成されるのである。 
このことは，間接法による資金計算書は，もはや“総資金フロー”を要約するものとい
えず，2 重に加工した情報ということで，その有用性にも問題があることを意味する。つ
まり，直接法で作成された資金計算書と間接法で作成された資金計算書が，もし金額が同
じになるとしても，その内容はまったく違った意味を持っているといいうことである 20)。
それでは，APBO 第 3 号，APBO 第 19 号，および SFAS 第 95 号は，その記載方法をど
う主張しているのであろうか。 
APBO 第 3 号では，資金計算書の記載方法について言及していない。しかしながら，「資
金の源泉と運用の表は，損益計算書にとって代わることはできないが，それ自体で意味の
ある，ある種の取引，すなわち資金（funds）の流れに影響する取引の有用かつ意義のある
要約を提供することができる。」（par.4）としていることから，暗に直接法を指示している
ように考えられる。 
そして，APBO 第 19 号は，その目的の中で，「(1)企業が期中の営業活動から獲得した資
金を含めて，資金調達および資金投下活動を要約すること，(2)期間中の財政状態の変動を
十分に開示することである」（par.4）としている。この叙述から考えると，この意見書は，
直接法を指示しているように考えられる。 
しかし，その構成の項で，「期間における計算書は，異常項目前利益または損失から始め
られ，これに，期間損益を算出するにあたって認識された項目で運転資本または現金預金
の使途（または源泉）とならないものを加算しなおす（または減算する）のである。この
手続に従って加算または減算される項目は運転資本または現金預金の源泉または使途では
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ないので，これに関する表題は，例えば，「加算－当期において運転資本の流出を必要とし
ない費用」と，この点を明瞭にしなければならない。認められる一つの代替的手続は，期
中において，運転資本または現金預金の流出を伴った原価および費用を控除して示す方法
である。」（par.10）という記述が見られる。このことは，資金計算書を間接法で作成する
ことを示唆していると，考えられる。つまり，APBO 第 19 号における作成方法は，目的
としては，直接法を求めているのに対して，実際に作成方法として義務付けているのは間
接法という明らかに論理的な整合性に欠ける結果となってしまっている。 
それでは，SFAS 第 95 号では，この点は改善されたと言えるのであろうか。SFAS 第 95
号では，「営業活動からのキャッシュ・フローを報告する際には，主要分類による総現金受
入額（gross cash receipts）および総現金支払額（gross cash payment），およびそれらの
合計－営業活動からの正味キャッシュ・フローを－を報告することが望ましい（直接法（the 
direct method））」（par.27）としている。 
すなわち，同基準書は，期中におけるキャッシュの流入・流出の総額を報告する直接法
を採用すべきことを主張している。しかしながら，その一方において「主たる営業上の現
金受領と支出について，27 パラグラフに示された直接法を用いて情報を提供することを選
択しない企業は，純利益を，営業活動からの正味キャッシュ・フローに調整して，それを
修正することによって，間接的に，同額の正味キャッシュ・フローを算定し，報告しなけ
ればならない。（間接または調整法（the indirect or reconciliation method））」（par.28）
として，間接法も認めている。直接法と間接法のどちらでもよいという見解を示している
のである。 
さらに，「28 パラグラフで述べられた純利益の営業活動からの正味キャッシュ・フロー
への修正報告は，営業活動からの正味キャッシュ・フローの報告が直接法によるか間接法
によるかにかかわらず行われなければならない。」（par.29）という叙述がみられる。そし
て，「もしも営業活動からの正味キャッシュ・フローの報告に関連して直接法が用いられる
ならば，純利益の営業活動からの正味キャッシュ・フローへの修正報告は別表（separate 
schedule）においてなされなければならない。もし間接法が用いられるならば，その修正
報告はキャッシュ・フロー計算書の中において，または別表においてなされるであろう。
ただし，別表が作成される場合には，キャッシュ・フロー計算書には営業活動からの正味
キャッシュ・フローのみが表示される。」（par.30）としている。つまり，このことは，「純
利益の営業活動からの正味キャッシュ・フローへの修正報告」とは，間接法に他ならない。 
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これらのことから，SFAS 第 95 号においては，直接法と間接法ともに認める見解を示し
ながらも，結局は，間接法の適用を義務づけ，直接法の適用については企業の自由意思に
ゆだねていると解釈される。SFAS 第 95 号では，「キャッシュ・フローの総額情報を重視
する」という目的を重視するならば，直接法による資金計算書が推奨されるべきであるの
に，作成方法としては，間接法の資金計算書を義務づけているという内部矛盾が生じてい
るのである 21)。すなわち，SFAS 第 95 号の主張は，APBO 第 19 号の内容と同一であるこ
とが理解されるであろう。 
 
3.4 キャッシュ・フロー計算書制度化における問題点 
―アメリカの基準書の動向のまとめとして― 
 前節において，アメリカにおける各基準書により，キャッシュ・フロー計算書の目的，
報告領域，分類表示法，作成方法について述べてきた。それを，まとめると表 2-1 のよう
になる。  
【表 2-1】資金計算書制度の動向 
 APBO 第 3 号 APBO 第 19 号 SFAS 第 95 号 IAS 第 7 号(1992) 
目 
 
 
 
 
 
 
的 
財務諸表から通常得
られないその他の情
報を提供すること 
・財務報告の補充情
報の開示 
(1)企業が期中の営業
活動から獲得した資金
を含めて資金調達およ
び投資活動を要約する
こと 
(2)期間中の財政状態
の変動を十分に開示す
ること 
(a)将来のキャッシュフローを生み
出す企業の能力を評価する。 
(b)負債を返済し，配当を支払う能
力，および外部からの資金の調達の
必要性の評価 
(c)正味利益とそれにかかわる現金
受領額と現金支払額との差異の評価 
(d)一定期間における企業の投資お
よび財務取引の現金的側面と非現金
的側面における企業の財政状態の結
果の評価 
・現金及び現金同等物を生
成する能力の提供 
・キャッシュ・フローを企
業が利用する必要性を評
価するための基盤の提供 
・現金及び現金同等物の変
動実績に関する情報の提
供 
報
告
領
域 
「運転資本」の概念を推奨しているが，「現
金および現金等価物」と「すべての財務資源」
の概念も認めており，実際は「すべての財務
資源」の開示を求めている。 
「現金および現金等価物」に限定し，
現金と現金等価物についても明瞭に
示している。 
「現金および現金等価物」
に限定している。 
分
類
法 
明確に示されていないが，「資金の源泉と使
途」の源泉・使途別分類法を意図していると
考えられる。 
「営業・投資および財務活動」の活動
別分類法を提唱している。 
「営業・投資および財務活
動」の活動別分類法を提唱
している。 
作
成
方
法 
「直接法」を要求し
ているように考えら
れる。 
「直接法」と「間接法」
どちらも認めている。 
「直接法」を推奨しながらも「間接
法」に重点をおいた作成方法を要求
している。 
「直接法」を推奨しながら
も「間接法」も認めている。 
（出所：筆者作成） 
この表 2-1 によると，APBO 第 19 号，APBO 第 3 号に比べて資金計算書の目的をより
- 60 - 
 
明瞭にしようとする姿勢がみられるが，双方とも他の財務諸表では得られない情報をすべ
て資金計算書に求めようとしているために，焦点が絞られずに終わっている。つまり，こ
の段階では，「基本的財務表」としての「資金計算書」の位置づけは，明確にされていな
い。 
それに対し，SFAS 第 95 号においては，会計情報利用者が，企業の将来のキ ャッシ
ュ・フロー創出の能力，返済支払能力，利益と現金受払額との差異，および企業の財政状
態の結果を評価するための計算書として，SFAC との関連において「資金計算書」の位置
が明確にされたといえる。 
次に，報告内容（いわゆる“資金概念”）は，APBO 第 19 号においては、その領域
は ，「現金および現金等価物」または「運転資本」の場合があるが，「運転資本」の概念
を推奨すべきであるとしていた。しかしながら，その記述を考察することによって開示す
べき情報の領域は「すべての財務資源」であることを表明している，という論理的整合性
に欠けるものとなっていた。それに対して，SFAS 第 95 号は，資金計算書の領域を「現
金 および現金等価物」と限定し明確なものとなっている。 
これは，資金概念が資金計算書の目的と密接に関係しているために，目的が広範囲で
ある場合には，当然その目的に合った概念を用いなければならないという必然性があった
ために APBO では、混乱を生じさせたのに対して，SFAS 第 95 号では，目的も限定さ
れてきたために，確かな領域を設定することができたと考えられる。 
そして，資金計算書の表示区分の分類方法は，APBO においては，源泉・使途分類法
を意識した内容になっていたが，その採用は企業の選択に任せられていた。そして，
SFAS 第 95 号においては，企業間の「資金計算書」の比較可能性を高めるため活動別分
類法を採用し表示方法が明確にされた，といえる。この活動別分類法は，APBO 第 19 号
のもとですでに多くの企業によって導入されており，開示上大きな混乱をもたらすもので
はなかった。 
それでは，なぜこのような問題が生じているのであろうか。それは，資金計算書が企
業会計の測定構造それ自体からもたらされたものではなく，社会の必要性として，もしく
は，分析のみを重視して登場し，変化してきたための結果であろうと考えられる。確か
に，SFAC 第 5 号において「基本的財務諸表」の位置づけはなされているが，それらの領
域については，明確にされていない。つまり，資金計算書制度の理論的基礎となるべき会
計測定構造を考慮していれば，このような問題は生じなかったと考えられる。 
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例えば，資金概念にしても損益計算と資金計算の領域を明確にしていれば，その資金
概念も当然明確になるであろう。さらに資金計算書の作成方法にしても既存のデータであ
る貸借対照表・損益計算書に基づき修正する形（間接法）で作成されるならば，貸借対照
表・損益計算書と同列に位置づけることはできない。つまり，資金計算書は「第 3 の基
本的財務表」としての位置づけができない結果となるのである。 
これらのことから，資金計算書が「第 3 の基本的財務表」としての位置づけを行うた
めには，「複式簿記に支えられた企業会計」の会計測定構造の中に明確に位置づける必要
がある，と考える。そこで，次に「複式簿記に支えられた企業会計」の会計測定構造にお
ける資金計算書とはどのようなものかを考察してみたい。 
 
第 4 節 資金計算書の勘定体系とモデル 
――2 重分類的複式の様式の会計測定構造に照らし合わせて―― 
 これまで，アメリカの資金計算書の制度化において，重要な位置づけを有するいくつか
のステイトメントを手がかりとして，資金計算書の制度化における問題点を考察した。そ
れによると，資金計算書の目的，資金概念は限定され，より明確にされてきたといえる。 
しかしながら，その作成方法において，間接法を認めるなど資金計算書を「第 3 の基本
的財務表」として位置づけるには至っていないことが理解された。つまり，資金計算書を
「第 3 の基本的財務表」として位置づけるためには，資金計算書を会計測定構造の中に明
確に組み込む必要があることを示唆した。ここでは，資金計算書を伝統的な複式簿記に支
えられた現行の企業会計における会計測定構造に明確に位置づけることを目的とする。 
 ここで，改めて資金計算書の問題点を整理してみると，次のようになるであろう。 
① 資金計算書のみに執着してしまい，資金概念が多様に解釈されてしまったこと。 
② そのために，資金計算書の目的に応じて資金計算書の形態も多様に誕生したこと。 
③ また，会計測定構造の不明確化により，損益計算と資金計算が曖昧になったこと。 
④ 以上から，資金計算書を「第 3 の基本的財務表」として位置づけられないこと。 
 以上の問題点を解決するためには，「複式簿記に支えられた現行の企業会計」の会計測定
構造の中に資金計算書がどう位置づけられるのかという議論が必要になると考える。 
 
4.1 資金計算書と財務諸表の体系 
 第 1 章において，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の会計測定構造について考
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察した。それによると，「複式簿記の機構に支えられた現行の企業会計」の会計測定構造は，
基本的部門である財産（資金形態）と持分（資金源泉）によって成り立っている。そして，
企業活動（取引）は，これら財産（資金形態）と持分（資金源泉）との両者の「価値の流
れ」ないし「価値の変動」を測定対象として位置づけられている。 
 そして，ある一定時点で資金の流れの総額を示す財産と持分の勘定の差額は，大陸式決
算法でいえば，残高勘定という集合勘定に収集される。そして，この集合勘定から貸借対
照表が作成される。つまり，「一定時点における資金の流れの状態の純額を表す表」が貸借
対照表である。 
 しかしながら，この貸借対照表では，企業の最大の関心である純損益の算定の実態は把
握できない。そこで，この純損益の算定を的確に把握するため本質的勘定である当期利潤
勘定からから費用勘定・収益勘定を分離・派生し，それぞれの勘定にある一定時点から記
録していく。そして，ある一定時点で損益勘定という集合勘定に集計する。この集合勘定
から作成されるのが損益計算書であった。 
今ここで企業の支払能力，流動性を重視したとすれば，その関心は，「流動性の高い勘定」
に焦点があてられる。仮に，「現金および預金ならびに市場性のある一時所有の有価証券」
22)に焦点をあてたとする。そうすれば，費用・収益勘定と同じように，本質的な勘定であ
る「現金および預金ならびに市場性のある一時所有の有価証券」勘定から分離・派生した
勘定をつくり企業の支払能力，流動性を説明するための表を作成することは可能である。 
すなわち，これが資金計算書である。この時，資金計算書は，「一定期間における資金の
流れの中での企業の支払能力，流動性を総額で表す表」として理解することができる。こ
のことを示せば，図 2-1 のようになるであろう。 
【図 2-1】資金に関する勘定と資金収支勘定の関係 
 現金等    現金等  
 期首 10      期首 10 総支出 
（減少） 
30 
 
 当期収入 20      
総収入 
（増加） 
50 
 
           
           
 資金収支         
 総収入 
（増加） 
50 
総支出 
（減少） 
30 
        
         
 （純収入 20）           
             
（出所：筆者作成） 
このことから，会計測定構造の中に資金計算書作成のプロセスを位置づけることができ
分離・派生 
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るならば，「複式簿記に支えられた現行の企業会計」の中に，3 つの基本的財務表の位置づ
けを明確にすることができる。すなわち，本来の勘定（計算単位）を決定することにより，
資金会計の領域と損益計算の領域も明確に区別することができ，資金計算書が「第 3 の基
本的財務表」となりえることが明らかにされるのである。 
 
4.2 資金計算書の勘定体系とその組織 
 「複式簿記の機構に支えられた現行の企業会計」の会計測定構造は，企業が会計測定の
対象としているものは，経済主体（企業）の支配下への「価値の流れ」ないし「資金の流
れ」であることが理解されている。そして，企業会計の測定構造からみた財務諸表（会計
報告書）の位置づけにおいて，貸借対照表は，「一定時点における資金の流れの状態の純額
を示す表」であり，損益計算書は，「一定期間における資金の流れの中の純損益算定の過程
を総額をもって表す表」である。さらに，資金計算書は，「一定期間における資金の流れの
中の企業の支払能力，流動性を総額で表す表」であると理解される。 
では，この会計測定構造における勘定の組織および体系は，「複式簿記の機構に支えられ
た現行の企業会計」の中でどのように位置づけられるのであろうか。いわゆる資金勘定を
含む「複式簿記の体系」を考察し，資金計算書を含む基本的財務諸表が作成されるまでの
一連の会計プロセスを再構築してみたい。そうすることにより，資金計算書は，「第 3 の基
本的財務表」として位置づけられることが実証されるとともに，同表の本質および構造が
より理解されることになると考える。 
ただし，ここでは，便宜上，資金計算書の計算単位を「現金および当座預金」に限定し
て考察したい。このことは，もし仮に資金計算書の計算単位を「現金および当座預金なら
びに市場性のある一時所有の有価証券」としたとしても，本来の勘定の領域が拡大するの
みであるので，便宜上「現金および当座預金」と限定しても，実証については，十分耐え
うるものと考えるからである。 
損益計算書を作成するプロセスでは，本来の勘定である「当期利潤」勘定から，純損益
を把握するために，その勘定から「費用」勘定・「収益」勘定を派生・分離させた。それと
同様に，支払能力・流動性を把握するために，本来の勘定を「現金」勘定および「当座預
金」勘定として，現金勘定から派生・分離させた勘定を「現金収入」・「現金支出」勘定と
し，当座預金勘定から派生・分離させた勘定を「当座収入」・「当座支出」勘定とする。さ
らに，資金の流れに関連させて勘定体系を示せば，次のようになるであろう。 
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【図 2-2】 資金勘定を含む勘定体系の図解 
資 金 の 流 れ 
＜資金形態から見た資金の流れ＞ ＜資金源泉から見た資金の流れ＞ 
 Dr. 現金及び現金同等物 Cr.   Dr. 流 動 負 債 Cr.  
 Dr. 資金収入    資金支出 Cr.    資金流入 
資金流出 
  
  資金流入       資金流出           
                        
                        
 Dr. その他の当座資産 Cr.   Dr. 固定負債など Cr.  
  
資金流入 
資金流出     資金流入 
資金流出 
  
                
                        
                        
 Dr. 棚卸資産 Cr.   Dr. 資 本 金 な ど Cr.  
  
資金流入 
資金流出     資金流入 
資金流出 
  
                
                        
                        
 Dr. 有形固定資産 Cr.   Dr. 過 年 度 利 潤 Cr.  
  
資金流入 
資金流出     資金流入 
資金流出 
  
                
                        
                        
 Dr. 無形固定資産 Cr.   Dr. 当 期 利 潤 Cr.  
  
資金流入 
資金流出    Dr. 費   用    収   益 Cr.  
          資金流入       資金流出   
                        
                        
 Dr. 投資等など Cr.   Dr. 損   失    利   益 Cr.  
  
資金流入 
資金流出     資金流入       資金流出   
                    
                        
（出所：杉本[1991] 99 頁の図 13「資金的 2 勘定系統説」にもとづく勘定系の図解をもとに作成した。） 
そして，この体系の中の「現金収入」勘定と「現金支出」勘定は，一定時点で「現金収
支」勘定という集合勘定において統合され，その正味残高は，本来の「現金」勘定に移さ
れる。さらに，「当座収入」勘定と「当座支出」勘定もまた，「当座預金収支」勘定という
集合勘定において結合され，その正味残高は，本来の勘定である「当座預金」勘定に移さ
れることになる。ここに，その「現金収支」勘定と「当座預金収支」勘定のモデルを示す。 
【図 2-3】 資金を表す勘定の集合勘定モデル 
 現 金 収 支 41 
12/30 現 金 借 入 収 入 500,000 12/30 現 金 営 業 支 出 44,350 
      〃 現 金 借 入 支 出 200,000 
      〃 現 金 利 息 支 出 3,000 
      〃 現 金 252,650 
     500,000   500,000 
 
 当 座 預 金 収 支 42 
12/30 当座売上収入 1,430,000 12/30 当 座 仕 入 支 出 1,600,000 
 当座証券収入 180,000  当 座 人 件 支 出 78,000 
 当座元入収入 400,000  当 座 営 業 支 出 53,950 
 当 座 預 金 121,950  当 座 証 券 支 出 280,000 
     当 座 固 定 資 産 支 出 120,000 
   2,131,950   2,131,950 
（出所：筆者作成） 
すなわち，資金形態と資金源泉を表す勘定を収集する集合勘定である大陸決算法による
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「残高勘定」と費用勘定・収益勘定の集合勘定である「損益勘定」およびこの「資金勘定」
の集合勘定の関係を示せば次のようになる 23)。 
【図 2-4】 決算時における勘定残高の流れと財務諸表の関係 
 
（出所：筆者作成） 
最終的に，集合勘定から財務諸表（会計報告書）が作成されることとなる。すなわ
ち，損益勘定から損益計算書が，現金収支勘定及び当座収支勘定から，キャッシュ・フロ
ー計算書が，そして残高勘定から貸借対照表が作成される。 
このことから，損益計算書は，「一定期間における資金の流れの中の純損益算定の過程
を，総額をもって示す財務表」であり，貸借対照表は，「一定時点における資産の流れの
状態の純額を示す財務表」である。そして，キャッシュ・フロー計算書は，「一定期間に
おける資金の流れの中の企業の支払能力，流動性を総額で示す財務表」であるといいえ
る。 
 ここに，資金勘定を含む「複式簿記に支えられた現行の企業会計」の会計測定構造
における勘定体系は確立し，キャッシュ・フロー計算書は，「第 3 の財務表」として位置
付けられた。 
 
第 5 節  キャッシュ・フロー計算書を含む財務諸表作成モデル 
  第 4 節において，資金勘定を含む「複式簿記に支えられた現行の企業会計」の会計
測定構造における勘定体系を示した。ここでは，理解をしやすいように個人商店を前提と
して，「資金の範囲」を「現金及び当座預金」に限定して，示してみたい 24)。すなわち，
本来の勘定を「現金」勘定及び「当座預金」勘定とし，さらに「現金」勘定から分離・派
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生した勘定として「現金収入」・「現金支出」勘定を，「当座預金」勘定から分離・派生し
た勘定を「当座収入」・「当座支出」勘定として，具体的に事例を示したい。 
 
5.1 資金勘定を含む「現行の企業会計」のための取引 
ここで取り扱う，岸川商店（一会計期間 3 ヶ月）の 2015 年 4 月 1 日から 2015 年 6
月 30 日までの取引は，次のとおりである。 
 取引例 
 4 月 1 日 3 月 31 日の残高勘定は，次のとおりである。開始記入を行なう。 
残        高 
3/31 現 金 100,000 3/31 資 本 金 2,000,000 
〃 当座預金 1,800,000     
〃 繰越商品 100,000     
  2,000,000    2,000,000 
 3 日 銀行から現金を借り入れた。 
 5 日 商品¥700,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 12 日 商品を¥650,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥3,250 を，現金で
支払った。 
 10 日 水道光熱費として，¥1,800 の小切手を振り出して支払った。 
 14 日 備品¥120,000 を購入し，代金は小切手で支払った。 
 15 日 備品に対する火災保険料として 1 年分¥36,500 を現金で支払った。 
 19 日 商品¥600,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 20 日 買掛金¥700,000 の支払いとして，約束手形を振り出した。 
 24 日 商品を¥560,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥2,800 を，小切手
で支払った。 
 25 日 給料¥25,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 27 日 家賃¥12,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 28 日 電話代¥1,000 を，現金で支払った。 
 〃日 雑費¥500 を，現金で支払った。 
 5 月 2 日 売掛金¥650,000 を，小切手で受け取り，ただちに当座預金とした。 
 8 日 商品¥1,000,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 9 日 買掛金¥600,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 12 日 商品を¥780,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥3,900 を，小切手
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で支払った。 
 10 日 水道光熱費として，¥2,000 の小切手を振り出して，支払った。 
 16 日 売掛金¥560,000 を，約束手形で受け取った。 
 18 日 株式（1 株 ¥560）を 500 株購入し，代金は小切手を振り出して支払った。 
 19 日 商品¥300,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 22 日 現金¥400,000 を追加元入れし，現金はただちに当座預金とした。 
 23 日 買掛金¥500,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 24 日 売掛金¥780,000 を，小切手で受け取り，ただちに当座預金とした。 
 25 日 給料¥25,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 30 日 家賃¥12,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 31 日 電話代¥1,200 を，現金で支払った。 
 〃日 雑費¥400 を，現金で支払った。 
 6 月 2 日 商品を¥650,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥3,250 を，小切手
で支払った。 
 6 日 商品¥200,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 8 日 買掛金¥500,000 を，小切手を振り出して支払った。 
 9 日 株式（1 株の帳簿価額 ¥560）を 1 株¥600 で売却し，代金は現金で受け取
り，ただちに当座預金とした。 
 12 日 水道光熱費として，¥1,500 の小切手を振り出して，支払った。 
 14 日 商品¥200,000 を仕入れ，代金は掛けとした。 
 16 日 商品を¥540,000 で売り渡し，代金は掛けとした。発送費¥2,700 を，小切手
で支払った。 
 19 日 買掛金¥300,000 を，約束手形を振り出して，支払った。 
 20 日 借入金¥500,000 のうち¥200,000 を，利息¥3,000 とともに，現金で返済し
た。 
 23 日 給料¥28,000 を，小切手を振り出して，支払った。 
 29 日 家賃¥12,000 を，小切手を振り出して，支払った。 
 30 日 電話代¥900 を，現金で支払った。 
 〃日 雑費¥600 を，現金で支払った。 
 〃日 本日決算を行なう。 
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期末決算整理事項 
(1) 期末商品棚卸高 ¥700,000 
(2) 売掛金残高，受取手形残高に対して，2％の貸し倒れ設定する。 
(3) 備品減価償却は，定額法による。（残存価格 ¥12,000 耐用年数 8 年） 
(4) 所有株式の評価は，1 株につき¥500 である。 
(5) 保険料の前払い高¥28,900 を計上する。 
(6) 利息の未払い高¥4,500 を計上する。 
 
5.2 資金勘定を含む「現行の企業会計」における仕訳 
 会計測定者は，企業の支配下における「価値の流れ（資金の流れ）」を認識すると，
帳簿に記入するためその思考の中で，資産・負債・資本，並びに費用・収益・現金収入・
現金支出・当座収入・当座支出勘定を分類・整理し，会計文である仕訳を導き出す。5.1
節における取引の仕訳を示せば次の通りである 25)。 
 
(1) 5.1 節の取引の仕訳 
4/1 現 金 100,000 資 本 金 2,000,000 
 当 座 預 金 1,800,000   
 繰 越 商 品 100,000   
4/3 現 金 借 入 収 入 500,000 借 入 金 500,000 
4/5 仕 入 700,000 買 掛 金 700,000 
4/12 売 掛 金 650,000 売 上 650,000 
 発 送 費 3,250 現 金 営 業 支 出 3,250 
4/10 水 道 光 熱 費 1,800 当 座 営 業 支 出 1,800 
4/14 備 品 120,000 当 座 固 定 資 産 支 出 120,000 
4/15 保 険 料 36,500 現 金 営 業 支 出 36,500 
4/19 仕 入 600,000 買 掛 金 600,000 
4/20 買 掛 金 700,000 支 払 手 形 700,000 
4/24 売 掛 金 560,000 売 上 560,000 
 発 送 費 2,800 当 座 営 業 支 出 2,800 
4/25 給 料 25,000 当 座 人 件 支 出 25,000 
4/27 支 払 家 賃 12,000 当 座 営 業 支 出 12,000 
4/28 通 信 費 1,000 現 金 営 業 支 出 1,000 
4/28 雑 費 500 現 金 営 業 支 出 500 
5/2 当 座 売 上 収 入 650,000 売 掛 金 650,000 
5/8 仕 入 1,000,000 買 掛 金 1,000,000 
5/9 買 掛 金 600,000 当 座 仕 入 支 出 600,000 
5/12 売 掛 金 780,000 売 上 780,000 
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 発 送 費 3,900 当 座 営 業 支 出 3,900 
5/10 水 道 光 熱 費 2,000 当 座 営 業 支 出 2,000 
5/16 受 取 手 形 560,000 売 掛 金 560,000 
5/18 有 価 証 券 280,000 当 座 証 券 支 出 280,000 
5/19 仕 入 300,000 買 掛 金 300,000 
5/22 当 座 元 入 収 入 400,000 資 本 金 400,000 
5/23 買 掛 金 500,000 当 座 仕 入 支 出 500,000 
5/24 当 座 売 上 収 入 780,000 売 掛 金 780,000 
5/25 給 料 25,000 当 座 人 件 支 出 25,000 
5/30 支 払 家 賃 12,000 当 座 営 業 支 出 12,000 
5/31 通 信 費 1,200 現 金 営 業 支 出 1,200 
5/31 雑 費 400 現 金 営 業 支 出 400 
6/2 売 掛 金 650,000 売 上 650,000 
 発 送 費 3,250 当 座 営 業 支 出 3,250 
6/6 仕 入 200,000 買 掛 金 200,000 
6/8 買 掛 金 500,000 当 座 仕 入 支 出 500,000 
6/9 当 座 証 券 収 入 180,000 有 価 証 券 168,000 
   有 価 証 券 売 却 益 12,000 
6/12 水 道 光 熱 費 1,500 当 座 営 業 支 出 1,500 
6/14 仕 入 200,000 買 掛 金 200,000 
6/16 売 掛 金 540,000 売 上 540,000 
 発 送 費 2,700 当 座 営 業 支 出 2,700 
6/19 買 掛 金 300,000 支 払 手 形 300,000 
6/20 借 入 金 200,000 現 金 借 入 支 出 200,000 
 支 払 利 息 3,000 現 金 利 息 支 出 3,000 
6/23 給 料 28,000 当 座 人 件 支 出 28,000 
6/29 支 払 家 賃 12,000 当 座 営 業 支 出 12,000 
6/30 通 信 費 900 現 金 営 業 支 出 900 
6/30 雑 費 600 現 金 営 業 支 出 600 
そして，ある一定時点において，整理の仕訳，集合勘定への結合の仕訳そして本来の勘定
へ正味残高を移す仕訳が，行なわれる 26)。 
 
(2) 5.1 節の取引の決算整理仕訳 
6/30 仕 入 100,000 繰 越 商 品 100,000 
 繰 越 商 品 700,000 仕 入 700,000 
 貸倒引当金繰入 11,200 貸 倒 引 当 金 11,200 
 貸倒引当金繰入 23,800 貸 倒 引 当 金 23,800 
 減 価 償 却 費 13,500 備品減価償却累計額 13,500 
 有価証券評価損 12,000 有 価 証 券 12,000 
 前 払 保 険 料 28,900 保 険 料 28,900 
 支 払 利 息 4,500 未 払 利 息 4,500 
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(3) 5.1 節の取引の収益勘定と費用勘定を損益勘定に振替える決算仕訳 
6/30 売 上 3,180,000 損 益 3,192,000 
 有 価 証 券 売 却 益 12,000   
6/30 損 益 2,615,400 仕 入 2,400,000 
   給 料 78,000 
   発 送 費 15,900 
   通 信 費 3,100 
   水 道 光 熱 費 5,300 
   保 険 料 7,600 
   支 払 家 賃 36,000 
   雑 費 1,500 
   支 払 利 息 7,500 
   貸 倒 引 当 金 繰 入 35,000 
   減 価 償 却 費 13,500 
   有 価 証 券 評 価 損 12,000 
6/30 損 益 576,600 資 本 金 576,600 
 
(4) 5.1 節の取引の収入勘定と支出勘定を収支勘定に振替える決算仕訳 
6/30 現 金 収 支 500,000 現 金 借 入 収 入 500,000 
6/30 現 金 営 業 支 出 44,350 現 金 収 支 247,350 
 現 金 借 入 支 出 200,000   
 現 金 利 息 支 出 3,000   
6/30 現 金 252,650 現 金 収 支 252,650 
6/30 当 座 預 金 収 支 2,010,000 当 座 売 上 収 入 1,430,000 
   当 座 証 券 収 入 180,000 
   当 座 元 入 収 入 400,000 
6/30 当 座 仕 入 支 出 1,600,000 当 座 預 金 収 支 2,131,950 
 当 座 人 件 支 出 78,000   
 当 座 営 業 支 出 53,950   
 当 座 証 券 支 出 280,000   
 当座固定資産支出 120,000   
6/30 当 座 預 金 収 支 121,950 当 座 預 金 121,950 
 
(5) 5.1 節の取引の資産勘定，負債勘定および資本勘定を残高勘定に振替える仕訳 
6/30 残 高 4,729,600 現 金 352,650 
   当 座 預 金 1,678,050 
   受 取 手 形 560,000 
   売 掛 金 1,190,000 
   有 価 証 券 100,000 
   繰 越 商 品 700,000 
   備 品 120,000 
   前 払 保 険 料 28,900 
6/30 支 払 手 形 1,000,000 残 高 4,729,600 
 買 掛 金 400,000   
 借 入 金 300,000   
 資 本 金 2,976,600   
 貸 倒 引 当 金 35,000   
 備品減価償却累計額 13,500   
 未 払 利 息 4,500   
- 71 - 
 
 
5.3 資金勘定を含む「現行の企業会計」における勘定体系・組織 
 会計担当者は，日々の記録である仕訳を同日に総勘定元帳に転記を行なっていく。5.2
で示した仕訳の勘定記入を示せば，次のようになるであろう 27)。 
【図 2-5】5.1 節の取引の資金勘定を含む総勘定元帳 
 現 金 1   当 座 預 金 2 
4/1 資 本 金 100,000 6/30 残 高 352,650  4/1 資 本 金 1,800,000 6/30 当座預金収支 79,950 
6/30 現 金 収 支 252,650          6/30 残 高 1,720,050 
  352,650    352,650     1,800,000   1,800,000 
               
 受 取 手 形 3   売 掛 金 4 
5/16 売 掛 金 560,000 6/30 残 高 560,000  4/12 売 上 650,000 5/2 当座売上収入 650,000 
       4/24 売 上 560,000 5/16 受 取 手 形 560,000 
 有 価 証 券   5/12 売 上 780,000 5/24 当座売上収入 780,000 
5/18 当座証券支出 280,000 6/9 当座証券収入 168,000  6/2 売 上 650,000 6/30 残 高 1,190,000 
     6/30 有価証券評価損 12,000  6/16 売 上 540,000     
     6/30 残 高 100,000    3,180,000    3,180,000 
    280,000   280,000         
          繰 越 商 品 6 
 貸 倒 引 当 金 5  4/1 資 本 金 100,000 6/30 仕 入 100,000 
6/30 残 高 35,000 6/30 貸倒引当金繰入 35,000  6/30 仕 入 700,000 6/30 残 高 700,000 
         800,000   800,000 
             
             
 前 払 保 険 料 7   備 品 8 
6/30 保 険 料 28,900 6/30 残 高 28,900  
4/14 
当 座 固 定 
資 産 支 出 120,000 6/30 残 高 120,000        
 備品減価償却累計額 9        
6/30 残 高 13,500 6/30 減 価 償 却 費 13,500        
 
 支 払 手 形  10   買 掛 金 11 
6/30 残 高 1,000,000 4/20 買 掛 金 700,000  4/20 支 払 手 形 700,000 4/5 仕 入 700,000 
    6/19 買 掛 金 300,000  5/9 当座仕入支出 600,000 4/19 仕 入 600,000 
   1,000,000   1,000,000  5/23 当座仕入支出 500,000 5/8 仕 入 1,000,000 
        6/8 当座仕入支出 500,000 5/19 仕 入 300,000 
 借 入 金 12  6/19 支 払 手 形 300,000 6/6 仕 入 200,000 
6/20 現金借入支出 200,000 4/3 現金借入収入 500,000  6/30 残 高 400,000 6/14 仕 入 200,000 
6/30 残 高 300,000        3,000,000   3,000,000 
  500,000    500,000        
         未 払 利 息  13 
 資 本 金 14  6/30 残 高 4,500 6/30 支 払 利 息 4,500 
6/30 残 高 2,991,600 4/ 1 諸 口 2,000,000        
     5/22 当座元入収入 400,000        
     6/30 損 益 591,600        
    2,991,600   2,991,600        
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 売 上 15   有 価 証 券 売 却 益  16 
6/30 損 益 3,180,000 4/12 売 掛 金 650,000  6/30 損 益 12,000 6/ 9 当座証券収入 12,000 
       4/24 売 掛 金 560,000        
       5/12 売 掛 金 780,000        
       6/2 売 掛 金 650,000        
       6/16 売 掛 金 540,000        
      3,180,000   3,180,000        
               
 
 仕 入 17  給 料 18 
4/5 買 掛 金 700,000 6/30 繰 越 商 品 700,000  4/25 当座人件支出 25,000 6/30 損 益 78,000 
4/19 買 掛 金 600,000 6/30 損 益 2,400,000  5/25 当座人件支出 25,000      
5/8 買 掛 金 1,000,000          6/23 当座人件支出 28,000      
5/19 買 掛 金 300,000            78,000     78,000 
6/6 買 掛 金 200,000                  
6/14 買 掛 金 200,000           発 送 費 19 
6/30 繰 越 商 品 100,000          4/12 現金営業支出 3,250 6/30 損 益 15,900 
  3,100,000        3,100,000  4/24 当座営業支出 2,800        
          5/12 当座営業支出 3,900        
 貸 倒 引 当 金 繰 入  20 6/2 当座営業支出 3,250        
6/30 貸 倒 引 当 金 35,000 6/30 損 益 35,000  6/16 当座営業支出 2,700        
        15,900       15,900 
                
 減 価 償 却 費  21  支 払 家 賃  22 
6/30 
備品減価償却 
累 計 額 13,500 6/30 損 益 13,500  4/27 当座営業支出 12,000 6/30 損 益 36,000 
      5/30 当座営業支出 12,000      
 通 信 費 23 6/29 当座営業支出 12,000      
4/28 現金営業支出 1,000 6/30 損 益 3,100    36,000     36,000 
5/31 現金営業支出 1,200               
6/30 現金営業支出 900        保 険 料 24 
  3,100     3,100  4/15 現金営業支出 36,500 6/30 前 払 保 険 料 28,900 
            6/30 損 益 7,600 
      36,500   36,500 
 水 道 光 熱 費  25       
4/10 当座営業支出 1,800 6/30 損 益 5,300         
5/10 当座営業支出 2,000        雑 費 26 
6/12 当座営業支出 1,500       4/28 現金営業支出 500 6/30 損 益 1,500 
  5,300     5,300  5/31 現金営業支出 400      
       6/30 現金営業支出 600      
 支 払 利 息  27   1,500     1,500 
6/20 現金利息支出 3,000 6/30 損 益 7,500         
6/30 未 払 利 息 4,500       有 価 証 券 評 価 損  28 
  7,500    7,500  6/30 有 価 証 券 12,000 6/30 損 益 12,000 
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 現 金 借 入 収 入 29  現 金 営 業 支 出 30 
4/3 借 入 金 500,000 6/30 現 金 収 支 500,000  6/30 現 金 収 支 44,350 4/12 発 送 費 3,250 
                 4/15 保 険 料 36,500 
 現 金 借 入 支 出 31            4/28 通 信 費 1,000 
6/30 現 金 収 支 200,000 6/20 借 入 金 200,000            4/28 雑 費 500 
                 5/31 通 信 費 1,200 
 現 金 利 息 支 出 32            5/31 雑 費 400 
6/30 現 金 収 支 3,000 6/20 支 払 利 息 3,000            6/30 通 信 費 900 
                 6/30 雑 費 600 
                44,350   44,350 
 
 当 座 売 上 収 入 33  当 座 証 券 収 入 34 
5/2 売 掛 金 650,000 6/30 当座預金収支 1,430,000  6/9 有 価 証 券 180,000 6/30 当座預金収支 180,000 
5/24 売 掛 金 780,000            
  1,430,000    1,430,000   当 座 元 入 収 入 35 
      5/22 資 本 金 400,000 6/30 当座預金収支 400,000 
            
 当 座 仕 入 支 出 35  当 座 人 件 支 出 36 
6/30 当座預金収支 1,600,000 5/9 買 掛 金 600,000  6/30 当座預金収支 78,000 4/25 給 料 25,000 
     5/23 買 掛 金 500,000       5/25 給 料 25,000 
     6/8 買 掛 金 500,000       6/23 給 料 28,000 
    1,600,000   1,600,000      78,000   78,000 
               
 当 座 営 業 支 出 37  当 座 証 券 支 出 38 
6/30 当座預金収支 53,950 4/10 水 道 光 熱 費 1,800  6/30 当座預金収支 280,000 5/18 有 価 証 券 280,000 
            4/24 発 送 費 2,800        
            4/27 支 払 家 賃 12,000   当座固定資産支出  39 
            5/12 発 送 費 3,900  6/30 当座預金収支 120,000 4/14 備 品 120,000 
            5/10 水 道 光 熱 費 2,000        
            5/30 支 払 家 賃 12,000        
            6/2 発 送 費 3,250        
            6/12 水 道 光 熱 費 1,500        
            6/16 発 送 費 2,700        
            6/29 支 払 家 賃 12,000        
           53,950  53,950        
 
 損 益 40 
6/30 仕 入 2,400,000 6/30 売 上 3,180,000 
〃 給 料 78,000 〃 有価証券売却益 12,000 
〃 発 送 費 15,900               
〃 通 信 費 3,100               
〃 水 道 光 熱 費 5,300               
〃 保 険 料 7,600               
〃 支 払 家 賃 36,000               
〃 雑 費 1,500               
〃 支 払 利 息 7,500               
〃 貸 倒 引 当 金 繰 入 35,000               
〃 減 価 償 却 費 13,500               
〃 有 価 証 券 評 価 損 12,000               
〃 資 本 金 576,600               
  3,192,000              3,192,000 
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 現 金 収 支 41 
6/30 現 金 借 入 収 入 500,000 6/30 現 金 営 業 支 出 44,350 
      〃 現 金 借 入 支 出 200,000 
      〃 現 金 利 息 支 出 3,000 
      〃 現 金 252,650 
     500,000   500,000 
 
 
 
 当 座 預 金 収 支 42 
6/30 当 座 売 上 収 入 1,430,000 6/30 当 座 仕 入 支 出 1,600,000 
〃 当 座 証 券 収 入 180,000 〃 当 座 人 件 支 出 78,000 
〃 当 座 元 入 収 入 400,000 〃 当 座 営 業 支 出 53,950 
〃 当 座 預 金 121,950 〃 当 座 証 券 支 出 280,000 
    〃 当座固定資産支出 120,000 
   2,131,950   2,131,950 
 
 
 
 残 高 43 
6/30 現 金 352,650 6/30 支 払 手 形 1,000,000 
〃 当 座 預 金 1,678,050 〃 買 掛 金 400,000 
〃 受 取 手 形 560,000 〃 借 入 金 300,000 
〃 売 掛 金 1,190,000 〃 資 本 金 2,976,600 
〃 有 価 証 券 100,000 〃 貸 倒 引 当 金 35,000 
〃 繰 越 商 品 700,000 〃 備品減価償却累計額 13,500 
〃 備 品 120,000 〃 未 払 利 息 4,500 
〃 前 払 保 険 料 28,900     
  4,729,600    4,729,600 
 
5.4 財務諸表（会計報告書）の作成 
 最終的に，集合勘定から財務諸表（会計報告書）が作成されることとなる 28)。すなわ
ち，損益勘定から損益計算書が，現金収支勘定及び当座収支勘定から，キャッシュ・フロ
ー計算書が，そして残高勘定から貸借対照表が作成される。それぞれの財務表を示せば次
のようになる。 
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【表 2-2】5.1 節の取引から作成される損益計算書 
損 益 計 算 書(勘定式) 
 岸川商店       2015 年 4 月 1 日から 2015 年 6 月 30 日まで 
費     用 金   額 収     益 金   額 
期 首 商 品 棚 卸 高 100,000 売 上 3,180,000 
仕 入 高 3,000,000 期 末 商 品 棚 卸 高 700,000 
売 上 総 利 益 780,000   
 3,880,000  3,880,000 
給 料 78,000 売 上 総 利 益 780,000 
発 送 費 15,900 有 価 証 券 売 却 益 12,000 
貸 倒 引 当 金 繰 入 35,000   
減 価 償 却 費 13,500    
支 払 家 賃 36,000    
通 信 費 3,100    
保 険 料 7,600    
水 道 光 熱 費 5,300    
雑 費 1,500    
支 払 利 息 7,500    
有 価 証 券 評 価 損 12,000    
当 期 純 利 益 576,600    
 807,000  807,000 
 
【表 2-3】5.1 節の取引から作成されるキャッシュ・フロー計算書 
キャッシュ･フロー計算書（勘定式） 
岸川商店       2015 年 4 月 1 日から 2015 年 6 月 30 日まで 
収        入 金    額 支          出 金    額 
 売  上  収  入 1,430,000 仕 入 支 出 1,600,000 
 営  業  収  支 349,300 人 件 費 支 出 78,000 
     営 業 支 出 98,300 
     利 息 支 出 3,000 
   1,779,300  1,779,300 
 証  券  収  入 180,000 証 券 支 出 280,000 
 投  資  収  支 220,000 固 定 資 産 支 出 120,000 
 400,000  400,000 
 借  入  収  入 500,000 現 金 借 入 支 出 200,000 
 元  入  収  入 400,000 財 務 収 支 700,000 
 900,000  900,000 
 財  務  収  支 700,000 営 業 収 支 349,300 
     投 資 収 支 220,000 
     当 期 純 収 入 130,700 
   700,000  700,000 
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【表 2-4】5.1 節の取引から作成される貸借対照表 
貸 借 対 照 表（勘定式） 
 岸川商店           2015 年 6 月 30 日 
資    産 金   額 負 債・資 本 金   額 
現 金 100,000   支 払 手 形 1,000,000 
当 座 預 金 1,800,000   買 掛 金 400,000 
当期純収入 130,700 2,030,700 借 入 金 300,000 
受 取 手 形 560,000   未 払 利 息 4,500 
売 掛 金 1,190,000   資 本 金 2,400,000 
貸倒引当金 35,000 1,715,000 当 期 純 利 益 576,600 
有 価 証 券  100,000         
商 品  700,000         
前 払 保 険 料  28,900         
備 品 120,000           
減価償却累計額 13,500 106,500         
  4,681,100       4,681,100 
 
 さらに，本来財務表ではないが，会計測定構造と財務諸表との関係をより理解するため
に，有益であると考えられる精算表についても表 2-5 として掲示しておきたい 29)。 
 この精算表においては， 
(1) 費用・収益勘定が損益勘定において結合され，最終的には本来の勘定である資本
主（当期利潤）勘定へ移され，損益勘定から損益計算書が作成される。 
(2) 資金収入・資金支出勘定が資金収支勘定において結合され，最終的には，本来の
勘定である「現金及び現金同等物」へ移され，資金収支勘定からキャッシュ・フ
ロー計算書が作成される。 
(3) その移された正味残高は，財産（資産）である「現金及び現金同等物」として，
持分（資本）である資本主（当期利潤）として，貸借対照表に記載される。 
という会計測定構造を念頭に置き，かつ，キャッシュ・フロー計算書が損益計算書並びに
貸借対照表と同等の「基本的財務表」でなければ作成しえないものである 30)。 
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【表 2-5】5.1 節の取引から作成される清算表 
精  算  表 
2015 年 6 月 30 日 
勘 定 科 目 
残高試算表 整理記入 損益計算書 キャッシュ･フロー 計算書 貸借対照表 
借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 借方 貸方 
現 金 100,000        100,000  
現 金 借 入 収 入 500,000      500,000    
現 金 営 業 支 出  44,350      44,350   
現 金 借 入 支 出  200,000      200,000   
現 金 利 息 支 出  3,000      3,000   
当 期 現 金収 入        252,650 252,650  
当 座 預 金 1,800,000        1,800,000  
当 座 売 上 収 入 1,430,000      1,430,000    
当 座 証 券 収 入 180,000      222,000    
当 座 元 入 収 入 400,000      400,000    
当 座 仕 入 支 出  1,600,000      1,600,000   
当 座 人 件 支 出  78,000      78,000   
当 座 営 業 支 出  53,950      53,950   
当 座 証 券 支 出  280,000      280,000   
当座固定資産支出  120,000      120,000   
当期当座預金支出       79,950   79,950 
受 取 手 形 560,000        560,000  
売 掛 金 1,190,000        1,190,000  
有 価 証 券 112,000   12,000     73,000  
繰 越 商 品 100,000  700,000 100,000     700,000  
備 品 120,000        120,000  
支 払 手 形  1,000,000        1,000,000 
買 掛 金  400,000        400,000 
借 入 金  300,000        300,000 
資 本 金  2,400,000        2,400,000 
売 上  3,180,000    3,180,000     
有価証券売却益  12,000    27,000     
仕 入 3,000,000  100,000 700,000 2,400,000      
給 料 78,000    78,000      
発 送 費 15,900    15,900      
通 信 費 3,100    3,100      
水 道 光 熱 費 5,300    5,300      
保 険 料 36,500   28,900 7,600      
支 払 家 賃 36,000    36,000      
雑 費 1,500    1,500      
支 払 利 息 3,000  4,500  7,500      
貸倒引当金繰入   35,000  35,000      
貸 倒 引 当 金    35,000      35,000 
減 価 償 却 費   13,500  13,500      
備 品 減 価 償 却 
累 計 額 
   13,500      13,500 
有価証券評価損   12,000  12,000      
前 払 保 険 料   28,900      28,900  
未 払 利 息    4,500      4,500 
当 期 純 利 益     591,600     591,600 
 9,671,300 9,671,300 893,900 893,900 3,207,000 3,207,000 2,631,950 2,631,950 4,824,550 4,824,550 
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第 6 節 現行の基準のキャッシュ・フロー計算書の表示様式 
 平成 10 年 3 月 13 日に公表された『連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定
に関する意見書』の中で，連結キャッシュ・フロー計算書作成基準が示され，個別ベース
のキャッシュ・フロー計算書もこれに準ずることとなる。そのなかで，キャッシュ・フロ
ー計算書を直接法による表示する場合を様式 1 として，キャッシュ・フロー計算書を間接
法により表示する場合を様式 2 として，紹介している。 
 そこで，この直接法と間接法という表示方法によるキャッシュ・フロー計算書について，
その構造と意義について，考察してみたい。 
 
6.1 直接法（表示形式）によるキャッシュ・フロー計算書 
 連結キャッシュ・フロー計算書作成基準における様式 1（「営業活動によるキャッシュ・
フロー」を直接法により表示する場合）にそって，第 5 節の取引例をもとにキャッシュ・
フロー計算書を作成してみる。 
【表 2-6】5.1 節の取引から作成される直接法のキャッシュ・フロー計算書（報告式） 
 キャッシュ・フロー計算書（直接法） 
岸川商店    2015 年 4 月 1 日から 6 月 30 日まで 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
 営業収入 1,430,000 
 商品の仕入支出 －1,600,000 
 人件費支出 －78,000 
 その他の営業支出 －98,300 
   小計 －346,300 
 利息の支払額 －3,000 
 営業活動によるキャッシュ・フロー －349,300 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
 有価証券の取得による支出 －280,000 
 有価証券の売却による収入 180,000 
 有形固定資産の取得による支出 －120,000 
 投資活動によるキャッシュ・フロー －220,000 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
 短期借入による収入 500,000 
 短期借入金の返済による支出 －200,000 
 追加元入れによる収入 400,000 
 財務活動によるキャッシュ・フロー 700,000 
Ⅳ 現金及び現金等価物の増加額 130,700 
Ⅴ 現金及び現金等価物の期首残高 1,900,000 
Ⅵ 現金及び現金等価物の期末残高 2,030,700 
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第 5 節においては，キャッシュ・フロー計算書は，勘定式により示したが，これはいわ
ゆる報告式のキャッシュ・フロー計算書である。もちろんこれは，資金収支勘定から作成
したものである。 
 
6.2 間接法（表示形式）によるキャッシュ・フロー計算書 
 企業の利害関係者にとって，キャッシュ・フローの正味増加（減少）額と利益（損失）
の関係が有益な情報を提供するかもしれない。そこで，キャッシュ・フローの正味増加額
と利益との関係を知る必要がある。 
 キャッシュ・フローの正味増加額は，期中においてキャッシュが実際に企業の支配下の
もとへ流入または流出した実際額を集計した成果である。さらに，利益は，期中において
認識すべき収益から認識すべき費用を差し引いた成果である。すなわち，その中には，キ
ャッシュ・フローを伴わないものも含まれている。 
 すなわち，利益からキャッシュ・フローを求めるためには，それらのキャッシュ・フロ
ーを伴わないものを加算あるいは減算して修正する必要がある。 
 そこで，当期利益から営業キャッシュ・フローを求めるための概略を示すと次のように
なるであろう。 
 
【図 2-6】間接法のキャッシュ・フロー計算書の構造 
当 期 利 益  
＋特 別 損 失 の 額 
営業を伴わない費用及び収益の修正 
－特 別 利 益 の 額 
＋営 業 外 費 用 の 額 
－営 業 外 収 益 の 額 
営 業 利 益  
＋費用のキャッシュ未流出分の額 
期間損益計算の額の修正 －費 用 の 前 払 い 分 の 額 
＋費 用 の 未 払 い 分 の 額 
＋支 払 利 息 の 額 営業に伴う借入金の利子 
＋仕 入 債 務 の 増 加 分 の 額 
売上原価計算に伴うキャッ 
シュ未流出・未流入額の修正 
－商 品 棚 卸 高 増 加 分 の 額 
－売 上 債 権 の 増 加 分 の 額 
営業キャッシュ・フロー  
（出所：筆者作成） 
これを，第 5 節の具体例を使用して，表してみると次のようになる。 
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【表 2-7】5.1 節の取引から作成される間接法のキャッシュ・フロー計算書（報告式） 
 キャッシュ・フロー計算書（間接法） 
岸川商店      2015 年 4 月 1 日から 6 月 30 日まで 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
 税金等調整前当期純利益 591,600 
 減価償却費 13,500 
 有価証券の評価損 12,000 
 有価証券売却差益による収入 －27,000 
 支払利息 7,500 
 保険料 7,600 
 貸倒引当金の増加額 35,000 
 売上債権の増加額 －1,750,000 
 棚卸資産の増加額 －600,000 
 仕入債務の増加額 1,400,000 
 小  計 －309,800 
 利息支払い高 －3,000 
 保険料支払い高 －36,500 
 営業活動によるキャッシュ・フロー －349,300 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
 有価証券の取得による支出 －280,000 
 有価証券の売却による収入 180,000 
 有形固定資産の取得による支出 －120,000 
 投資活動によるキャッシュ・フロー －220,000 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
 短期借入による収入 500,000 
 短期借入金の返済による支出 －200,000 
 追加元入れによる収入 400,000 
 財務活動によるキャッシュ・フロー 700,000 
Ⅳ 現金及び現金等価物の増加額 130,700 
Ⅴ 現金及び現金等価物の期首残高 1,900,000 
Ⅵ 現金及び現金等価物の期末残高 2,030,700 
 
 この表は，いわゆるキャッシュ・フローと利益との関係表あるいは分析表ともいうべき
ものである。さらに，この表は，損益勘定，資金収支勘定及び残高勘定，あるいは損益計
算書，直接法によるキャッシュ・フロー計算書及び貸借対照表を見なければ，作成し得な
いものである。 
 これが，間接法によるキャッシュ・フロー計算書として意見書には掲示してある。この
ことは，間接法によるキャッシュ・フロー計算書は，いわば，キャッシュ・フローと利益
との分析表（関係表）と呼ぶべき表であり，「真の財務表」とはいいがたいと考えられる。 
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第 7 節 小括 
7.1 基本的財務表としてのキャッシュ・フロー計算書 
 これまで述べてきた，「資金計算書」および「資金計算」の分野の議論とは，従来の財務
諸表（貸借対照表・損益計算書）では開示できない情報を，企業の利害関係者が要求して
きたことに起因するといっても過言ではない。そこで，従来の財務諸表で開示できない情
報を提供するために，さまざまな資金計算書が誕生した。さらに，資金計算書で開示する
情報および形式のみを議論するあまり，資金計算書が「第 3 の基本的財務表」と呼ばれな
がら，位置付けを確定しないままで終わっていた。 
そのような中，IASC が，IAS 第 7 号でキャッシュ・フロー計算書の基準を示した。そ
れを受けて，我が国においても企業会計審議会により『連結キャッシュ・フロー計算書等
の作成基準の設定に関する意見書』を公表し，ここに至って，キャッシュ・フロー計算書
は，制度的には「基本的財務表」として位置付けられた。しかしながら，これは，理論的
基盤にたったものであるとはいいがたいことが指摘される。 
そこで，本章では，まず，キャッシュ・フロー計算書の制度化の歩みを概観する中で，
問題点を確認した。それによると，①資金計算書の目的，資金概念は限定され，より明確
にされてきた，②しかしながら，作成方法等について「真の財務表」として位置付けがな
されないままに制度化されてきた，③その理由として，会計測定構造を明確にしていない
ことが挙げられること，を指摘した。 
そこで，第 1 章で示したこれまでの伝統的なの会計測定構造を基盤としてキャッシュ・
フロー計算書を作成するための資金勘定が，会計測定構造の中でどのように位置づけられ
るのかを確認した。それによると，これまでの伝統的な企業会計の会計測定構造は，複式
簿記に支えられており，会計測定の対象である企業の経済事象を会計測定者が，企業の支
配下への「資金の流れ」を認識して，帳簿に記録する。その際の帳簿記入とは財産（資金
形態）＝持分（資金源泉）という関係から複式に記入される。そして，資金形態および資
金源泉の勘定は，それぞれ補助勘定を持つことが理解できた。 
たとえば，収益・費用勘定は，企業の最大の関心である純損益の算定の実体を把握する
ために，本来の勘定である「当期利潤」の勘定から，分離・派生した補助勘定である。そ
して，キャッシュ・フロー計算書を作成する資金勘定である資金収入・資金支出勘定も企
業の支払能力，流動性が重視されることにより，本来の勘定である「現金及び現金同等物」
から分離・派生させた勘定であることが理解されるのである。 
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そして，企業はある一定時点において，情報を開示するために資金フローを示す残高を，
残高勘定，損益勘定，資金収支勘定という集合勘定に集計する。つまり，「資金の流れ」を
記録するものが仕訳であり，その仕訳より転記された勘定から，損益計算に係わる勘定残
高を損益勘定に，資金計算に係わる勘定残高を資金収支勘定に集計する。 
さらに，損益勘定および資金収支勘定の正味残高は，本来の勘定である「資本主（当期
利潤）」勘定及び「現金及び現金同等物」勘定に移され，損益計算及び資金計算に係わらな
い勘定残高とともに残高勘定に集計される。 
このことから，貸借対照表は，「一定時点における資金の流れの状態を純額を示す表」で
あり，損益計算書は，「一定期間における資金の流れの中の純損益算定の過程を総額で示す
表」である。そして，キャッシュ・フロー計算書は，「一定期間における資金の流れの中で
企業の支払能力，流動性を示すキャッシュ収支算定の過程を総額で示す表」として，位置
付けられる。つまり，キャッシュ・フロー計算書は，「第 3 の財務表」として，位置づけら
れるのである。 
そして，これを基盤として，個別ベースのキャッシュ・フロー計算書を作成するために，
具体例を示して，資金勘定を含む複式簿記の勘定体系・組織を考察してみた。このことか
らも，「複式簿記に支えられた現行の企業会計」の会計測定構造に適切に位置付けられるこ
とが，理解されるのである。 
さらに，現行のキャッシュ・フロー計算書について，表示形式に照らし合わせ，財務諸
表作成面から光をあて，考察をおこなった。それによると，「第 3 の財務表」と呼べるの
は，直接法によるキャッシュ・フロー計算書であり，間接法によるキャッシュ・フロー計
算書は，いわば利益とキャッシュ・フローの分析表とも呼べるものであることが，理解さ
れたのである。 
 
7.2 キャッシュ・フロー計算書の近年の国際的動向 
それでは，ここで，キャッシュ・フロー計算書の近年の動向を見てみたい。 
会計基準における国際的な設定については，IASB が担っている。この IASB が FASB
と財務諸表の表示に関して，共同のプロジェクトを 2004 年に開始した。そして，この共
同プロジェクトの中で，キャッシュ・フロー計算書は，議論されていた。 
そして，その成果として，IASB と FASB は，共同で 2008 年 10 月 16 日に，討議資料
『財務諸表の表示についての予備的見解（Preliminary Views on Financial Statement 
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Presentation）』を公表した。さらに，2010 年 7 月 1 日には，IASB と FASB は，各々で，
財務諸表の表示に関する公会草案のスタッフ・ドラフトを公表している。そして，IASB は，
2014 年 12 月に，公開草案『開示に関する取組み（IAS 第 7 号の修正案）（Disclosure 
Initiative: Proposed amendments to IAS 7）』を公表している。 
その中で，キャッシュ・フロー計算書は，財務諸表の完全な 1 組の一つとして，他の財
務諸表と関連づけられる形で示されている。すなわち，キャッシュ・フロー計算書の目的
は，「報告期間中の当期中の現金の増減に関する情報の表示」（IASB[2010] par.168）にあ
るが，「現金収入及び現金支出を財政状態計算書及び包括利益計算書で示される情報に関
連付ける方法で」（IASB[2010] par.168）表示するように求めている。そして，そのために，
「営業活動の損益と営業活動によるキャッシュ・フロー純額の調整を表示」（IASB[2010] 
par.172）することを要求したり，「期首及び期末の財政状態計算書における金額の調整表」
（IASB[2014] par. 44A）として，貸借対照表の現金の増減と関連させることを要求してい
る。さらに，このことは，未だ，キャッシュ・フロー計算書の報告領域は，現金及び現金
同等物となっているが，現金のみの増減をということで，より報告の領域が限定される可
能性を示唆している。 
そして，表示の区分については，「企業は，キャッシュ・フロー計算書でキャッシュ・フ
ローを収入及び支出の種類ごとに分解する」（IASB[2010] par. 177）として，営業活動，
投資活動，財務活動を挙げている（IASB[2010] par.179, par.182）ことから，従来と変わ
りはない。 
さらに，作成方法については，IASB と FASB の公開草案のスタッフ・ドラフトでは，
直接法によるキャッシュ・フロー計算書の表示を求めているが，その内容の中で，直接的
に，間接的にという記述が見える（IASB[2010] par.192）ことから，間接法も容認してい
ると考えられる。 
このような国際的動向を考えてみると，ます，キャッシュ・フロー計算書は，財務諸表
の完全な 1 組の中の基本的財務表であり，貸借対照表と損益計算書に関連づけて表示しな
ければならないことが示されている。 さらには，報告の領域も現金に限定されるかもしれ
ないこと，作成方法も直接法が望ましいとされている。 
このことは，この章で考察したように，キャッシュ・フロー計算書を現行の「複式簿記
の機構に支えられた」企業会計の測定構造に，位置づけることこそが，国際的な流れに即
し，なおかつ論理的にキャッシュ・フロー計算書を説明できる基盤となると考えられるか。 
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＜注記＞ 
 1）IASC の IAS 第 7 号が公表されたのは，1977 年 10 月が最初である。その時には，『財政状態変動
表（Statement of Change in Financial Position）』というものであった。そして，1992 年に改訂さ
れ IAS 第 7 号『キャッシュ・フロー計算書（Cash Flow Statements）』となる。 
 2）資金計算書については，表示しようとする「資金概念」の違いから，資金繰り表，資金運用表，資
金集指標，財政状態変動表，資金計算書，キャッシュ・フロー計算書と，その名称が変わっている。
筆者は，それらの総称として資金計算書という名前を用いている。 
 3）資金計算書の代表的なものは，コール（W. M. Cole）の「Where-got・where-gone 表」（Cole[1908]）
が挙げられるが，その先立つとして，グリーン（T. L. Green）の計算書「summary of changes in 
the position of the company」とミッチェル（T. W. Mitchell）の計算書「tabulation of changes in 
the balance sheet」における分析をあげることができる。このことに関しては，中村宏[1986] 1-13
頁を参照のこと。さらに，コールの財務表について，木戸田・井上[1993] 107 頁では，「企業の財産
額および債務弁済能力を表示していると理解される貸借対照表を期間的に比較することにより，企
業の債務弁済能力の変動を分析し表示することを目的として作成されている」としている。 
4）これらのおおくの資金概念と資金計算書に関する議論について，くわしくは中村宏[1986]に紹介され
ている。さらに，佐藤倫正[1993]では，フィニー（E. H. Finney）とエスケレ（P. J. Esquerré）との
間で闘わされた Journal of Accounting 誌上の「資金計算書論争」について述べられている。 
 5）この IAS No.7 は，1977 年に，財政状態変動表（Statement of Changes in Financial Position）と
して公表されたが，1992 年に，資金計算書（Cash Flow Statements）として置き換えられ，現在で
は，キャッシュ・フロー計算書（Statements of Cash Flow）として IFRS として承認されている。 
 6）染谷氏の業績は，染谷[1978]，染谷[1983]の中に著されている。特に，資金会計領域の決算書であ
る「資金運用表」を企業の主要な財務諸表に加えることを提案している（染谷[1983] 33 頁）こと
は，わが国の学会に大きな影響をあたえたといえよう。 
 染谷氏は，「企業会計の対象を「もの」の流れと「かね」の流れの両者でなければならないと考え，
(1)「もの」の流れを測定する損益会計と，(2)「かね」の流れを測定する資金会計と，そして(3)それ
ぞれの会計における残高と，「もの」の流れと「かね」の流れの基幹的なずれから生ずる諸項目とを
収容し，かかる残高に対する持分を明らかにする貸借対照表という 3 つの計算領域の存在を明らかに
した。」（染谷[1983] 33 頁）とし，「このような３つの計算領域の存在を認めるならば，損益計算書，
収支計算書，貸借対照表の 3 つをもって企業の財務諸表が構成されなければならない」（染谷[1983] 
33 頁）として収支計算書（資金運用表）を企業の主要な財務諸表に加えることを提唱している。 
 7）中村信博氏は，1975 年以降に限定した上で，『会計』，『企業会計』，『産業経理』，『JICPA ジャーナ
ル』，『経理情報』等を中心に，大学紀要等も調査対象とした我が国における資金計算書に関する主
要文献をまとめている。 
さらに，中村信博[1993a]において，文献をまとめた結果について「その結果は，……合計論文
数，372 にも達し，また資金会計に関する何らかの論述を試みた研究者は，130 人にも達することが
わかった。」（322 頁）と，その多さを指摘している。そして，それらの文献を研究され，「結局のと
ころ，資金会計の研究には，大きく次の二つのアプローチが存在するといえよう。 
(1) 伝統的会計システムの枠内で資金会計を捉えようとするもの，すなわち資金計算書を基本財務
諸表に組み込み，情報の拡充を図ろうとするもの。 
(2) 伝統的会計システムから損益計算を取り除くことが可能な，新しい会計システムを構築するこ
とによって，配分問題からの開放を試みるもの。」（329 頁）と，分析している。 
 8）資金会計の構造における見解として，鎌田[1991]，佐藤[1994]が挙げられる。鎌田氏は，損益会計組
織と資金会計組織による仕訳と勘定組織を示し，損益会計組織と資金会計組織は，別々の勘定組織と
して示している（鎌田[1991] 79-93 頁）。この見解にしたがえば，１つの取引について２重の仕訳が
必要となり，損益会計組織と資金会計組織は同じ基盤の上にたったものではなくなることを意味する。
さらに，佐藤氏は，間接法の資金計算書が誘導されるような勘定組織が考えられないのであろうか，
という課題から，元帳の勘定記入の体系をしめしている（佐藤[1994] 24 頁）。しかしながら，この見
解にしたがえば，損益勘定が２重に作成されることになる。つまり，両者とも「複式簿記の機構に支
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えられた現行の企業会計」に的確に位置付けられていないという点で，問題が残る。 
 9）中村信博氏は，「単なる FASB に代表されるような権威ある団体から公表される基準の後追い的研究
では不十分なわけであるが，そのような研究が多いのも残念ながら事実である。」と批判し，さらに
続けて，「われわれは，今後の課題として，資金計算書を収容する概念フレームワークはどのような
ものかを模索することが重要であると考えるのであるが，この点こそがこれまでの資金会計研究にも
っとも欠けていた視点であったといえよう。」（中村信博[1993b] 330 頁）と指摘している。 
10）「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する意見書」の「二 キャッシュ・フロー
計算書の位置付け」において「我が国では，資金情報を開示する資金収支表は，財務諸表外の情報と
して位置付けられてきたが，これに代えて『キャッシュ・フロー計算書』を導入するに当たり，これ
を財務諸表の一つとして位置付けることが適当であると考える」と述べられている。 
11）ASBJ と IASB は，2005 年 3 月 9 日・10 日の初会合をかわきりに，会計基準のコンバージェンスに
向けての合同会議を開催している。なお，石原[2010]では，ASBJ と IASB の第 11 回の会合の内容
が紹介されている。なお，その中でもキャッシュ・フロー計算書の作成方法や表示方法等が議論され
ている。 
12）武田[1979]では，APBO No.19 の資金計算書の目的を考察して，二つの目的を第 1・第 2 とし，「こ
の第 2 の目的は，第 1 の目的と異質の目的といわなければならない。そして，これらの 2 つの目的を
1 つの資金計算書に含めることは，損益計算と資金計算という異質の計算体系を 1 つの財務諸表に混
同させることになる。」さらに，「『意見書』における資金計算書は，伝統的な資金計算書と異なり，営
業活動から得られた資金を含めて，一定期間における企業の財務・投資活動から生じる財政状態のす
べての重要な変動を示す計算書である。このため『意見書』は，伝統的に用いられた資金計算書とい
う名称を「財政状態変動表」にすべきことを勧告している。」（41 頁）としている。 
13）杉本氏は，Loyd C. Health 教授の論文を引用しながら「同『意見書』では開示目的が不明確となり，
実務上の混乱が生じるだけである」ことを指摘している（杉本[1991] 323 頁）。さらに，鎌田[1986]
においても「財政変動表の目的が曖昧であるとか，達成不可能であるとか，多すぎるなどいろいろな
批判が生じた。」と Loyd C. Health 教授の指摘を踏まえて示している（179 頁）。 
14）武田氏は，FASB は，財務報告の情報の構成を①企業の資源，負債，（出資者）持分に関する情報，
②一定期間における利益業績に関する情報，③流動性，財務弾力性，および現金フローに関する情
報，④経営者の受託責任に関する情報，の四つにわけそれに応じて(1)貸借対照表，(2)損益計算書，(3)
現金収支計算書および(4)資本持分変動計算書を財務諸表の体系として提唱していることを紹介してい
る（武田[1987] 123 頁）。さらに，財務諸表の目的と財務諸表の体系を次の通り図示している。 
【図注 2-1】財務諸表の目的と財務諸表の体系 
 
（出所：武田[1987] 123 頁） 
15）百合草氏は，「SFAS No.95 は，キャッシュ・フロー計算書の目的を明確に規定している点に特徴づ
けられる。財政状態変動表における資金フロー情報の開示上の問題点の多くは，財政状態変動表の目
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的が明確でなかったことに原因があることが指摘されている。SFAS No.95 では，こうした観点から
第一義的にキャッシュ・フロー計算書の目標を現金の収入と支出に関する情報の提供と規定し，第一
義的な目的との関連で第二義的にキャッシュ・フロー計算書の目的が具体的に示されている。」（百合
草[1995] 27 頁）と評価している。 
16）木戸田・井上[1993]では，APBO No.19 の par.10 と par.11 の記述を挙げ，「資金計算書を，「そのす
べての目的を達成するために，財政状態に影響を与えるすべての主要な取引について」の情報を提供
するもの，とする同意見書の資金計算書目的からするならば，明らかに論理的整合性に欠ける内容に
なっている。」（112 頁）と批判している。 
17）鎌田・澤村[1992]では，「このように，FAS95 に規定されている資金概念は，現金および現金等価物
である。APBO19 において，運転資本を認めていたのと比較すると，現金を重視する方向に転換して
いる。また，この FAS95 の規定によって資金概念の内容が統一されたため，キャッシュ・フロー情
報およびキャッシュ・フロー計算書の比較可能性を高められた。」（137 頁）としている。 
18）鎌田・澤村[1992]では，「従来，源泉と使途とに分類する方法が用いられてきたが，これらの分類か
らどのような情報が提供されるか明らかでない。そのため FAS95 では，現金収支を活動別に分類し
ている。確かに，この分類方法は，3 種類の活動間および活動内の重要な関係の評価を可能にすると
いう長所をもつ。しかしながら，特定の現金収支を伴う事象がどの活動に属するか明確に分類できな
いものがある。この点に関して，FAS95 は，その項目を一般的に分類されている活動に含めることが
適切な分類であるとしている。」（139 頁）と説明している。 
19）源泉・使途分類法（3 分法）と活動分類法（3 分法）については，鎌田[1986]において，「（活動別
分類法における－筆者補遺）第１の批判は，資金フローを投資活動，財務活動および営業活動の三
つに分類することはむずかしく，かえって企業間の比較可能性を阻害するという点である。……第
２の批判は，特定の資金の源泉と特定の資金の使途との間には識別できるような関係はないという
点である。この立場を支持する人は，現金フロー計算書を現金の源泉と現金の使途とに分類すべき
であると主張している。この方法によると，現金の源泉と使途が総額で表示され，特定の源泉と使
途の間に具体的な関係があるように示されることはない。実際，投資活動から生じた現金は，必ず
しも投資活動のために支出されるわけではなく，営業活動のために使用されたり，債務の返済のた
めに用いられることもある。 
 しかしながら，信用分析の領域においては営業活動および投資活動から得られた現金がどれほど
外部から調達した資金に充当され，あるいはそれらの活動から得られる預金が少ないため，どれほ
ど新たな資金を必要とするかは重要な問題となっている。また，営業活動から得られた資金の特定
の構成要素が，それらの活動の最終的な結果にどれほど貢献したかを測定することは重要なことで
ある。その意味で，審議会が示した分類法は基本的な思考において妥当であるといえよう。」（67-68
頁）と説明している。 
20）佐藤靖[1990]では，間接法と直接法を検討し（171-178 頁），「（本来の）直接法による現金フロー計
算書こそが，これまで示されてこなかった会計情報を提供するものであるといえる」（179 頁）と指
摘している。 
21）佐藤靖[1990]では，SFAS No.95 のパラグラフ 29,30 を引用してその内容を整理し，「『SFAS 第 95
号』は，間接法の適用を義務づけ直接法の適用については企業の自由意思に委ねている，と解釈され
る。すなわち現金フロー計算書の作成方法として，直接法ではなく間接法の適用を求めているのであ
る。」（183 頁）として，資金計算書の作成方法として直接法と間接法があるが，結局間接法を求めて
いることを指摘している。 
 さらに，「事実，『SFAS 第 95 号』は，はじめは直接法の適用を勧奨している。それにもかかわらず，
『SFAS 第 95 号』は上記の引用文に示されたように間接法の適用を求めているのである。」（183 頁）
として，SFAS No.95 の内部矛盾を指摘している。 
22）この視点は，わが国の資金収支表による見解をもとにしている。わが国の「資金収支表」については，
武田[1989]において，「企業会計審議会の第一部小委員会が，昭和 61 年に 10 月 31 日付で「証券取引
法に基づくディスクロージャー制度における財務諸表の充実について（中間報告）」を発表し，その
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１つとして「資金繰り情報の改善」の提示を行った。これに基づいて，大蔵省は，昭和 62 年 2 月 20
日付で大蔵省令「有価証券の募集又は売出しの届出等に関する省令」の一部を改正し，ディスクロー
ジャー制度に関する関係省令および通達の改正を行い，改正省令等を昭和 62 年 4 月 1 日より施行し
ている。この省令の改正には，「資金繰り情報の改善」が含まれ，昭和 28 年に資金繰り表の開示が義
務づけられて以来はじめて，その本格的な見直しが行われ，資金繰り表に代わって「資金収支表」の
開示が義務づけられた。さらに，この大蔵省令は，昭和 63 年 9 月 20 日付で「企業内容等の開示に関
する省令」と改正されている。そして，上記の「企業内容の開示に関する省令」において，資金収支
表とは，「一定期間における資金収支を事業活動に伴う収支と資金調達に伴う収支に区分し，これら
の区分ごとに収支尻を算出する形式の表」である。ここに資金収支とは，財務諸表規則第 15 条第 1
号の現金および預金と，同条第 4 号の有価証券，すなわち市場性のある一時所有の有価証券の増減を
いう。」（31-32 頁）として，説明されている。 
23）鎌田氏は，「直接法によって資金計算書を作成するためには，資金取引を発生の都度，独自の勘定
に記録し，その記録にもとづいて資金計算書を誘導的に作成するための組織を構築しなければなら
ない。」として，「資金をキャッシュと非キャッシュグループに 2 分し，負債，資本をそれぞれ 1 つ
のグループにまとめ，これら 4 つのグループ間の取引関係」を示し，「この基本構造にもとづいて，
資金会計組織を独立させ，会計の勘定組織を資金会計組織と損益会計組織とに分割し，資金会計組
織を構成することができる。」（鎌田[1991] 74-75 頁）としている。そして，キャッシュ・フロー計
算書のキャッシュを現金として，現金と他の諸要素との関係を次のように図示している。 
 
【図注 2-2】現金と他の諸要素との関係 
 
（出所：鎌田[1991] 74 頁より抜粋） 
 
24）ここでは，本来は「現行の企業会計」を示すためには，株式会社を対象とするのが適当かもしれない。
しかしながら，株式会社における「複式簿記」も個人商店における「複式簿記」ともに基本的な「複
式簿記」の形態は，変わらないと考えるため，理論的基盤にたっていえば，十分耐えうるものである
と，考える。さらに，キャッシュ・フロー計算書の計算単位（資金の範囲）を「現金及び当座預金」
に限定した。これも，もし仮にキャッシュ・フロー計算書の計算単位を「現金及び現金同等物」とし
たとしても，本来の勘定の領域が拡大するのみであるので，便宜上「現金及び当座預金」としても，
実証については，十分耐えうるものであると考えるからである 
25）染谷氏は，簿記の目的に資金計算的職分を加えるために，資金計算的職分を遂行する方法として次
の２つを指摘している。（染谷[1983] 157 頁） 
１． 総勘定元帳において，現金勘定を分割して，収支要因別に勘定を設ける方法 
２． 現金勘定についての補助簿を設け，これに現金収支要因別の勘定を設ける方法 
 そして，この第 1 の方法の説明として，「今日の簿記において，資金取引が明らかにされないの
は，現金勘定が，現金取引について，収入を借り方に，支出を貸方に記入するにとどまるからであ
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る。支出が何のために生じ，収入がなんに由来するかは，これらの記帳からまったく明らかにされ
ない。したがって資金取引を明らかにするためには，現金勘定を分割して，収支要因別に勘定を設
ける必要があるのである。」と指摘し，「現金勘定をどのように分割するかは問題の多いところであ
るが」という前置きの後，次のように分割し，仕訳の方法についても指摘している。（染谷[1999] 
161-165 頁）。 
【表注 2-1】現金勘定の分割例 
１．繰越現金勘定 
２．現金収入諸勘定（借方科目） 
現金売上入金 売掛回収収入金 手形期日落入金 
手形割引入金 前受金入金 雑収入入金 
増資入金 借入金入金 社債発行入金 
有価証券売却入金 貸付金回収入金 固定資産売却入金 
その他入金 
３．現金支出諸勘定（貸方科目） 
現金仕入出金 買掛金支払出金 手形決済出金 
前払金出金 諸経費出金 雑支出出金 
減資出金 借入金返済出金 社債償還出金 
有価証券購入出金 貸付金出金 固定資産購入出金 
その他出金 
４．収支集合勘定 
（染谷[1991] 162-163 頁より抜粋） 
 さらに，山本氏は，別世界を想定して，「この世界では，現金の期間収支計算が人びとの最も重要
な関心事である。したがって，現金勘定での正味フロー計算だけでは会計は有用な情報を提供する
ものとはみなされない。現金の期間収支の総フローの内容を明らかにする別の計算書を提供するこ
とが会計の重要な役割として認識されている。……さらに，この世界では，また，利益計算に関す
る情報需要はほとんどない。したがって，会計上，資本と利益とを区別することは要請されない。
資本主が出資した資金の資金源泉面と企業の営業活動からえら得られた資金の資金源泉面とを区別
する必要はなく，すべて資本主に帰属するものとみなされて，「資本主」勘定一つで正味フローが計
算される。」（山本[1992] 134-135 頁）という前提のもと，仮設の取引例をもとに会計文（仕訳）を
掲示し，この世界の「収支計算書」を示している。（山本[1992] 135-139 頁） 
26）これは，決算手続きと呼ばれるものである。杉本氏は，杉本[1991]において，決算手続きには，決算
整理手続きと帳簿決算手続きとに分かれ，さらに，帳簿決算手続きは，損益振替手続きと次期繰越手
続きに分かれる。そして，「決算整理手続きとは，企業の経済事象（記号の指示対象）と会計帳簿のな
かの複式の勘定（記号そのもの）との間に生じた食い違いを補正するための会計測定である。」（100
頁），「損益振替手続きは，……いわば「当期利潤勘定」とでも称すべき勘定において次期繰越手続き
を施すための予備手続きにほかならない」（101 頁），そして「次期繰越手続きは，決算整理後の各勘
定において貸借差額を算定し，次期繰越の対象となる金額を把握してその勘定を締め切り，決算財務
諸表の作成に備える手続きである」（101 頁）として位置づけている。 
27）染谷氏は，染谷[1999]（166-169 頁）において，総勘定元帳において現金収支に関する諸勘定を設
定することを第 1 法，総勘定における現金勘定はそのままで，現金収支の明細を補助簿において把
握することを第 2 法，そして，第１法と第 2 法の折衷案として，「現金収支明細帳」という補助簿を
設け，その中に，勘定を設定していくことを第 3 法として紹介している。第 1 法によれば，「総勘定
元帳の諸勘定から，損益計算書および貸借対照表とともに，キャッシュ・フロー計算書が作成され
る。キャッシュ・フロー計算書は完全に損益計算書および貸借対照表と並ぶ主要な財務諸表として
の地位を占める。」（166-167 頁）と指摘している。しかしながら，「第１法は，勘定科目の数が著し
く増加する」こと，「第 2 法は，主たる財務諸表の一角を占め得ない」として，第 3 法を解説してい
る。 
さらに，本文のような，仕訳と勘定組織の体系についての記述は，鎌田[1991]（79-93 頁）および
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佐藤倫正[1994]（24 頁）にみられる。 
しかしながら，これらの見解は，「複式簿記の機構に支えられた現行の企業会計」の会計測定構造
を考慮したものとは言いがたく，その結果として，的確に資金計算書を「第 3 の財務表」として位
置付けられていないと，考える。 
28）杉本氏は，杉本[1991]（128 頁）において，「継続企業における通常の会計測定では，その最終段階
において作成される貸借対照表や損益計算書などの決算財務諸表は，基本的には，元帳のなかの各勘
定のうえで算出された貸借差額（括弧内省略―岸川）にもとづいて作成されることとなる。」（128 頁）
として，「損益計算書は集合損益勘定と実質的に同等である」，「貸借対照表は，決算残高勘定と実質
的に同等である」と，指摘している。 
29）木戸田氏は，木戸田[1999]において，「キャッシュ・フロー計算書を「誘導法」により作成するため
に，キャッシュ・フローを表す新たな「代位勘定」を開設した場合には，当然，精算表にも，“キャッ
シュ・フロー計算書”欄を設けることが必要となる」（101 頁）としてキャッシュ・フロー計算書欄を
開設した精算表を紹介している。 
30）木戸田氏は，木戸田[1999]において，精算表の位置付けと構造に改めて光をあて，「精算表の“損益
計算書”欄と“貸借対照表”欄で当期利潤が 2 重に表示されていることから，企業会計では，当期
利潤は，貸借対照表と損益計算書で２重に計算される」（101 頁）とする説明を批判し，「精算表の
表面的な構造のみを観察して，このような説明をすることに問題がある」（78-80 頁），と指摘して
いる。さらに，キャッシュ・フロー計算書の欄を設けた精算表をしめし，「この新たな精算表の構造
と機能は，やはり，以下のように理解されるべきと思われる。すなわち，この精算表は，①“損益
計算書“欄において，収益と費用により当期利潤を計算し，その金額を”貸借対照表“欄に移記す
るとともに，②“キャッシュ・フロー計算書”欄において，期中にキャッシュ・フローの純額によ
る表示を計算し，その金額をも“貸借対照表”欄に移記する構造となっており，さらに③これらの
3 つの欄（“キャッシュ・フロー計算書”欄，“損益計算書”欄，および“貸借対照表”欄）におい
て，貸借が平均することをもって記帳の正しさを確認するとともに，決算の全貌を把握すること
を，その機能としている。」（102 頁）と，指摘している。 
このことは，「損益計算書」欄で計算された正味残高である当期利益は，すでに「貸借対照表」欄
に移記しているので，朱記される。すなわち，「キャッシュ・フロー計算書」欄で計算された正味残
高の資金収支も“貸借対照表”欄に移記されるので，当然朱記することになることを意味してい
る。 
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第 3章 包括利益計算書を含む会計測定構造 
――利益概念の拡大と利益のリサイクリングに関連させて―― 
 
第 1 節 包括利益計算書の現状と問題点 
 企業を取り巻く環境の変化は，企業の利害関係者の要求の変化をも，もたらしている。
そして，その要求を満たすために，さまざまな基準の設定や見直しが実施されている。そ
のなかで，過去の情報である取得原価を基礎とした財務諸表では，企業の実態を表すこと
ができるのかと疑問視されるようになった。そこで，企業の財務業績（ financial 
performance）を表すために，時価あるいは公正価値（fair value）で資産および負債を評
価することが，制度化されてきている 1)。 
 そして，資産および負債を時価あるいは公正価値で評価すれば，これまで財務諸表に記
載されてこなかった情報が表示されることとなる。その中の一つとして，利益を包括的に
捉えた包括利益がある。そして，それを表す財務表が，包括利益計算書である。 
 この包括利益を表示するための制度化の流れは，FASB が 1985 年に公表した SFAC 第
3 号改第 6 号（以下，SFAC 第 6 号）『財務諸表の構成要素（Elements of Financial 
Statements）』から見ることができる。その後，アメリカでは FASB が，SFAS 第 130 号
『包括利益の報告（Reporting Comprehensive Income）』を公表し，制度化された。さら
に，国際的には IASB の IAS 第 1 号『財務諸表の表示（Presentation of Financial 
Statements）』（2007 年改訂）の中で，包括利益および包括利益計算書の内容が，記述さ
れている。そして，近年では，FASB と IASB の共同プロジェクトの一つである「財務諸
表の表示」プロジェクトの結果として，FASB は，2011 年 6 月 16 日に，会基準更新書
（Accounting Standards Update： 以下，ASU）第 2011-05 号『Topic220 包括利益：包
括利益の表示（Comprehensive Income (Topic 220)：Presentation of Comprehensive 
Income）』を，IASB は，同年同月日に，IFRS 改訂第 1 号『その他の包括利益項目の表示
－ IAS 第 1 号の改訂（ Presentation of Items of Other Comprehensive Income: 
Amendments to IAS 1）』を公表し，包括利益の表示についての改正を行っている。 
さらに，IASB は，2013 年に討議資料『財務報告に関する概念フレームワークの見直し
（A Review of the Conceptual Framework for Financial Reporting）』を公表し，そのセ
クション 8 において「包括利益計算書における表示－純損益とその他包括利益」として，
包括利益の表示の目的等について示し，コメントの収集を行った。そしてその結果は，2015
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年に IASB が公表した，公開草案『財務報告に関する概念フレームワーク（Conceptual 
Framework for Financial Reporting）』に反映されている。 
ここで，わが国に目を向けてみると，2010 年に ASBJ は，企業会計基準書第 25 号『包
括利益の表示に関する会計基準』（基準書第 25 号）を公表し，包括利益および包括利益計
算書は，制度化された。そして，2015 年 6 月には，企業会計基準委員会による修正企業会
計基準第 2 号『その他の包括利益の会計処理』を公表し，IASB により公開された会計基
準および解釈指針を考慮した形で基準書第 25号の規定の削除又は修正が行われた。なお，
この修正会計基準第 2 号は，2016 年 7 月 25 日に改正を行っている。 
 これらの基準書の歩みを概観してみると，資産および負債を時価あるいは公正価値で評
価した際の情報を，どこで表示するのか ，包括利益の構成要素は何なのか，もし，包括利
益計算書として表示するのであれば，そのさいに純損益と包括利益は，どのように表示す
るのか，といった問題があげられる 2)。現在では，資産および負債を評価した際の情報で
ある包括利益は，包括利益計算書によって表示し，包括利益計算書には，純損益と包括利
益を表示するように規定されている。しかしながら，IASB の討議資料で見直しが行われ
ていたように，前述した問題が，解決したとはいいがたい。さらには，包括利益計算書の
作成プロセスが，どのように規定されるのかについても，いまだ解決されていないように
思われる。 
 近代の企業会計においては，（継続企業を前提とする企業では），基本的財務諸表は「誘
導法」によって，「正規の簿記の原則」にしたがって作成された会計帳簿および複式の勘定
記録から作成されている。いわゆる，近代の会計は，「複式簿記の機構に支えられた企業会
計」の会計測定構造によって成り立っている。この視点にたつならば，包括利益計算書は，
従来の見解とは異なった新たな視点からその位置づけと構造に関する規定がなされなけれ
ばならない。そして，包括利益計算書の作成プロセスは，包括利益計算書の位置づけと構
造に関する規定のもとに，なされなければならない。 
 そこで，本章は，包括利益計算書の位置づけと構造を「複式簿記の機構に支えられた企
業会計」のもとで規定し，その作成プロセスの指針を考察することを目的としている。確
言すれば，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の測定構造に関連させて包括利益に関
する会計制度を考察することにより，包括利益に関する諸問題の解決の糸口を示すことが
できる，と考える。 
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第 2 節 包括利益計算書と会計測定構造 
――利益概念の拡大と包括利益の諸要素―― 
 包括利益計算書の作成プロセスを考察するためには，まずもって，包括利益に関する概
念と構成要素について把握しておかなければならない。そこで，ここでは FASB，IASB，
および ASBJ の基準書をもとにして，包括利益の概念，構成要素，および構成要素の関係
について把握しておきたい。 
 
2.1 包括利益の概念，構成要素，および構成要素の関係 
――FASB，IASB，および ASBJ の基準書を手がかりとして―― 
 
2.1.1 包括利益の概念 
 FASB は，SFAC 第 6 号において，「包括利益とは，出資者以外の源泉からの取引その他
の事象および環境要因から生じる一期間における営利企業の持分の変動である」（par. 70）。
また，持分とは，「純資産と同じであり，企業の資産と負債との差額」（par. 60）としてい
る。 
 一方，IASB の公表した基準書には，包括利益の概念についての明確な記述はない。し
かし，IAS 第 1 号（2007 年改訂）において，「包括利益合計とは，所有者の立場としての
所有者との取引による資本の変動以外の取引又は事象による一期間における資本の変動を
いう」（par. 7）とする。 
 そして，ASBJ は，討議資料『財務会計の概念フレームワーク』（以下，ASBJ の討議資
料）において，「包括利益とは，特定期間における純資産の変動のうち，報告主体の所有者
である株主，子会社の少数株主，および，将来それらになりうるオプションの所有者との
直接的な取引によらない部分をいう」（16 頁）としている。さらに，基準書第 25 号では，
「『包括利益』とは，ある企業の特定期間の財務諸表において認識された純資産の変動額の
うち，当該企業の純資産に対する持分所有者との直接的な取引によらない部分をいう」（par. 
4）としている。 
 これらのことから，資産と負債との差額を，持分，資本，純資産とするという違いはあ
るものの，包括利益とは，資産と負債との差額の一定期間の変動のうち，出資者との取引
にかかわるものを除いたものであるといいえる。 
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2.1.2 包括利益の構成要素 
 FASB は，SFAS 第 130 号の中で，「包括的な利益概念のもとでは特定期間の営業成績で
あるかどうかに関わらず，認識されたすべての収益，費用，利得，そして損失は利益に含
まれる」（par. 2）としている。 
 さらに，SFAS 第 6 号では，「包括利益は，関連はあるが区別されうる二つの類型の内訳
要素からなる。－それは，基本的内訳要素－収益，費用，利得，そして損失－」（par. 77）
という記述も見られる。 
 一方，IASB は，『財務報告の作成及び表示に関するフレームワーク（Framework for the 
Preparation and Presentation of Financial Statements）』（IASC[1989]）において，「広
義の収益には，収益と利得の両方が含まれる」（par. 74），「費用の定義には，企業の通常の
活動の過程において発生する費用だけでなく損失が含まれる」（par. 78）としている。 
 そして，ASBJ の討議資料によれば，「利益を増加させる要素を収益と利得に分け，利益
を減少させる要素を費用と損失に分ける考え方もあるが，この概念フレームワークでは，
収益と利得，費用と損失をそれぞれ区別することなく，一括して収益または費用と称して
いる」（20 頁）という記述がみられる。 
 以上のことから，包括利益の構成要素は，基本的には，（狭義の）収益，利得，（狭義の）
費用，および損失からなるといえるであろう。ただし，（狭義の）収益と利得，（狭義の）
費用と損失を明確に分ける定義は，いまのところ存在しない。 
 さらに，2015 年の公会草案『財務報告に関する概念フレームワーク（Conceptual 
Framework for Financial Reporting）』では，利得及び損失は，省略されている。 
 
2.1.3 包括利益，純損益とその他の包括利益 
 FASB が公表した SFAS 第 130 号では，「純利益を含む包括的な利益のすべての要素の
合計を説明するために，包括利益の用語を使用する」（par. 10）としている。そして，「包
括利益のうち，純利益を除いたものに含まれる，収益，費用，利得及び損失に属するもの
として，その他の包括利益という用語を，使用している」（par. 10）としている。 
 さらに，FASB は，ASU 第 2011-05 号において，「単一の連結財務諸表に包括利益を報
告する企業は，2 つの区分，すなわち純利益とその他の包括利益という 2 つの区分で構成
されたものを，表示しなければならない」（par. 220-10-45-1）としている。 
 IASB は，IAS 第 1 号において「その他の包括利益とは，他の IFRS が要求または許容
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するところにより純損益に認識されない収益または費用（組替調整額を含む）・・・（中略）・・・
純利益とは，収益から費用を控除した合計額（その他の包括利益の内訳項目を除く）・・・
（中略）・・・包括利益合計は，「純損益」及び「その他の包括利益」のすべての内訳項目
からなる」（par. 7）としている。 
 そして，ASBJ の基準書第 25 号では，その他の包括利益の説明において，「「その他の包
括利益」とは、包括利益のうち当期純利益及び少数株主損益に含まれない部分をいう」（par. 
5）としている。 
 このことから，包括利益とは，純損益とその他の包括利益を加減算したものだといえる。
ただし，企業の経済事象のうち会計処理すべき項目は，FASB，IASB，および ASBJ には
違いがみられる。 
 以上，FASB，IASB，および ASBJ の基準書を比較しながら，包括利益の概念，構成要
素，純損益とその他の包括利益の関係をみてきた。それによると，包括利益とは，資産と
負債との差額の一定期間の差額のうち，所有主との取引の金額を除く部分であり，構成要
素は，基本的には，（狭義の）収益，利得，（狭義の）費用，および損失からなる 3)。そし
て，包括利益は，純損益とその他の包括利益を加減算したものであるといいえる。 
 それでは，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」において，包括利益を表す勘定と包
括利益計算書の作成プロセスは，どのように説明することができるのであろうか。次に，
考察してみたい。 
 
2.2 包括利益を表す勘定と包括利益計算書 
――利益概念の変容を手がかりとして―― 
 新しい社会経済状況の変化や会計基準の国際化に対応するため，各国では新しい会計基
準が要求されるようになってきた（岩崎[1998] 51 頁）。それらの会計基準の設定によって，
純資産の増減に関わるもので，損益計算書に計上されず，期末の貸借対照表において，資
本の部に直接計上する項目が現れた（佐藤[2001] 18 頁，岩崎[1998] 53 頁）。いわゆる，資
本直入項目である。しかし，このことは，「両財務諸表（貸借対照表と損益計算書；筆者補
遺）において示されている純資産と利益の連携を保つクリーン・サープラスの前提に反し
ており，財務業績の計算構造における問題点と考えられていた」（山西[2011] 99-100 頁）。
これに対して，FASB は，SFAS 第 130 号を公表し，「包括利益を制度化することによっ
て，クリーン・サープラス関係を回復させた」（岩崎[2012] 73 頁）のである。すなわち，
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利益の包括主義の採用から，資産および負債を時価あるいは公正価値で評価した差額をそ
の他の包括利益として規定したことから，クリーン・サープラスが保たれたのである。 
 企業を取り巻く経済環境の変化から，利害関係者の関心は，企業の営業活動からもたら
される利益だけでなく，企業の現在の価値にまで広げられた。そして，その価値の増減の
うち，所有主との直接的な取引によらない部分をすべて利益として包括的に捉えることと
なったのである。すなわち，利益概念が拡大され，純損益は包括利益として認識，測定さ
れるにいたっているのである 4)。そのことを示せば図 3-1 のようになる 5)。 
【図 3-1】 持分変動に関する勘定の構成要素 
 
（拙稿[2015] 84 頁の図 2-1 より抜粋） 
 これまでの伝統的な「複式簿記の機構に支えられた」企業会計においては，当期純損益
は，収益と費用の集合勘定である損益勘定で計算される。いまここで，利益概念の拡大に
より，資産および負債を評価することから発生する未実現の収益，費用，利得，および損
失が認識，測定された時，損益勘定は，包括利益を計算するために包括損益勘定へと構成
要素が拡大される。すなわち，これまで，経営成績の指標である純損益を計算する損益勘
定からその他の包括利益を加えることで拡大し，財務業績の指標である包括利益を計算す
るための包括損益勘定が作成されることになる。そのことを示せば，図 3-2 のようになる。 
【図 3-2】利益概念の拡大における勘定の拡大 
 
（出所：筆者作成） 
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そして，この包括損益勘定から作成されるのが包括利益計算書である。すなわち，包
括利益計算書は，企業の営業活動における純損益の原因のみならず企業の現在の価値の原
因を表す財務表であるといえる。さらに，包括利益損益勘定を含む勘定の体系と他の財務
表である貸借対照表と包括利益計算書の関係を示せば図 3-3，図 3-4 のようになるであろ
う。 
【図 3-3】 その他の包括利益勘定を含む勘定体系の概要 
 
（出所：杉本[1991] 99 頁の図 13「『資金的 2 勘定系統説』にもとづく勘定体系の図解」 
をもとに作成した。） 
 
【図 3-4】複式簿記における勘定と財務諸表の関係 
 
（出所：筆者作成） 
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2.3 包括利益の表示形式 
 FASB は，SFAS 第 130 号において，包括利益を表示するための様式について，「①損益
（純利益）とその他の包括利益を単一の包括利益計算書で示す方法（いわゆる，1 計算書
方式），②損益（純利益）の内訳については，損益計算書で表示し，その他の包括利益の内
訳と包括利益の合計は，損益（純利益）から開始する包括利益計算書に表示する方法（い
わゆる，2 計算書方式），③損益（純利益）の内訳は，損益計算書で表示し，その他の包括
利益と包括利益の合計は，持分変動計算書で表示する方法（いわゆる，持分変動計算書方
式）」（川西[2011] 47 頁）の様式を示していた。 
IASB は，IAS 第 1 号において，1 計算書方式を推奨するとしながらも，2 計算書方式も
認めるとした。ただし，持分変動計算書方式は，認めていない（川西[2010] 47 頁）。 
 その後，2004 年より FASB と IASB は，共同プロジェクトを開始し，包括利益の表示
の様式についても，統一を図った。その結果，2011 年に，FASB は，ASU 第 2011-05 号
を，IASB は，IFRS 改訂第 1 号を公表した。それによると，包括利益の表示様式は，1 計
算書方式を推奨しながらも，2 計算書方式も認めている。さらに，ASBJ の基準書第 25 号
でも，1 計算書方式と 2 計算書方式を共に認めている。 
 ここで，包括利益（損失）を表すための包括損益勘定と包括利益計算書を示せば，図 3-
5，表 3-1，表 3-2，図 3-6 および表 3-3 のようになるであろう。例えば，FASB の SFAS
第 130 号における，Format A の 1 計算書アプローチが図 3-5，表 3-1 および表 3-2 にあ
たり，Format B の 2 計算書アプローチにあたるのが，図 3-6 と表 3-3 であるといえる。 
そして，SFAS 第 130 号の Format A および Format B には，差引：純利益に含まれる
利得に係る再分類調整（Less: reclassification adjustment for gains included in net 
income）という部分が記載されている。すなわち，これが，再分類調整（reclassification 
adjustment）（SFAS 第 130 号 par.18）であり，その他の包括利益のリサイクリング
（Recycling）とよばれているものである。それでは，このリサイクリングとは何なのかに
ついて，次に考察してみたい。 
【図 3-5】 包括利益（損失）を計算するための包括損益勘定（1 計算書方式） 
 包 括 損 益   
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11 外 貨 為 替 益 5  
 最小年金負債調整額 3 有 価 証 券 評 価 益 15  
 所 有 主 持 分 32     
  70   70  
（FASB[2011] 16-21 頁を参考に筆者が作成） 
- 98 - 
 
【表 3-1】包括損益勘定から作成される包括利益計算書（1 計算書方式） 
 包括利益計算書  
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11 外 貨 為 替 益 5  
 最小年金負債調整額 3 有 価 証 券 評 価 益 15  
 当 期 包 括 利 益 32     
  70   70  
（FASB[2011] 16-21 頁を参考に筆者が作成） 
 
【表 3-2】包括損益勘定から作成される 2 区分式の包括利益計算書（1 計算書方式） 
 包括利益計算書（2 区分式）  
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11      
 当 期 純 利 益 15      
  50    50  
 最小年金負債調整額 3 当 期 純 利 益 15  
 当 期 包 括 利 益 32 外 貨 為 替 損 5  
    有 価 証 券 評 価 益 15  
   35   35  
（FASB[2011] 16-21 頁を参考に筆者が作成） 
 
【図 3-6】包括利益（損失）を計算するための 
損益勘定と包括損益勘定（2 計算書方式） 
 損 益  
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11      
 包 括 損 益 15      
  50    50  
 
 包 括 損 益   
 最小年金負債調整額 3 損 益 15  
 所 有 主 持 分 32 外 貨 為 替 益 5  
    有 価 証 券 評 価 益 15  
   35   35  
（FASB[2011] 16-21 頁を参考に筆者が作成） 
 
【表 3-3】損益勘定とその他の包括損益勘定から作成される 
損益計算書と包括利益計算書（2 計算書方式） 
 損益計算書  
 売 上 原 価 24 売 上 50  
 そ の 他 費 用 11      
 当 期 純 利 益 15      
  50    50  
 
 包括利益計算書  
 最小年金負債調整額 3 損 益 15  
 当 期 包 括 利 益 32 外 貨 為 替 益 5  
    有 価 証 券 評 価 益 15  
   35   35  
（FASB[2011] 16-21 頁を参考に筆者が作成） 
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2.4 包括利益とリサイクリング（再組替調整額） 
 包括利益計算書において，財務業績を示すだけであれば，包括利益のみを示せばよい。
しかしながら，包括利益には，実現した利益である純損益と未実現であるその他の包括利
益が含まれている。そして，実現したという純損益の有用性が見いだされ，純損益の表示
が必要になった場合，包括利益は，純損益とその他の包括利益とを区分して表示する必要
がある。さらに，未実現の利益は，未確定であるために，実現するまで企業の内部に留保
される。ここに，リサイクリングという手法が必要になった。 
このリサイクリングは，SFAS 第 130 号では，「再分離調整（Reclassification 
adjustments）」とよばれ，「当該年度あるいは過年度にその他の包括利益の一部として表
示されてしまっていたものが，当該年度の純利益の一部として表示されることにより，包
括利益の項目の二重計算を避けるために実施される」（par. 18）とされている。そして，
IAS No.1 では，「当該組替調整額とは，過去にその他の包括利益に認識され，当期の純損
益に再分類される金額をいう」（par. BC69）としている。そして，リサイクリングの意義
は，「それら（純損益とその他の包括利益；筆者補遺）を 1 組の財務諸表で示す場合，当期
又は過年度における 2 つの利益のズレの部分（その他の包括利益（OCI）；Other 
Comprehensive Income 岸川補遺）を組み替えること（すなわち，リサイクリングするこ
と）により，クリーン・サープラス関係を保った 2 つの利益を示すことができる」（秋葉
[2013] 707 頁）のである。 
このリサイクリングについては，ASB の FAS 第 3 号や IASC が 1998 年に公表した
G4+1『財務業績の報告，現在の進行状況と将来の方向』では，リサイクリングはしないと
いうこととしていた。しかし，ASU 第 2011-05 号では，組替調整額を純損益とその他の包
括利益の内訳が表示される財務諸表において表示することを要求している（par. 220-10-
45-16）。そして，ASBJ では，組替調整額として，その他の包括利益の内訳項目ごとに注
記するとしている（基準書第 25 号 par. 9）6)。 
このリサイクリングの理解を深めるために，例をあげて考察してみたい。例えば，次の
取引例 3-1 のような 3 期分の取引を考えてみる。 
【取引例 3-1】 
 X1 年 6 / 1 その他有価証券￥100 を現金で購入した 
  12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，その他有価
証券の時価は￥110 であった。 
 X2 年 12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，その他有価
証券の時価は￥115 であった。 
- 100 - 
 
 X3 年 5 / 31 その他有価証券を￥140 で売却し，現金を受け取った。 
  12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。 
 
(1) 取引例 3-1 によるリサイクリングを伴わない仕訳 
X1 年 6/1（購入時） 
 （借）売買目的有価証券 100 （貸）現   金 100 
X1 年 12/31（決算時） 
 （借）その他有価証券 10 （貸）有価証券評価益 10 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）包括損益 10 
 ここで，その他有価証券の勘定残高は，￥110 に修正されることとなる。ただし，その
他有価証券勘定残高の￥10 は，未実現の収益である。 
X2 年 12/31（決算時） 
 （借）その他有価証券 5 （貸）有価証券評価益 5 
 （借）有価証券評価益 5 （貸）包括損益 5 
ここで，その他有価証券の勘定残高は，￥115 に修正されることとなる。ただし，その
他有価証券勘定残高の￥15 のうち，￥10 は，前期の未実現の収益であり，￥5 は，当期の
未実現の収益である。 
X3 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 115 
   （貸）有価証券売却益 25 
X2 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 25 （貸）損益 25 
 （借）損益 25 （貸）包括損益 25 
 この時，実現した利益（これまでの伝統的な概念）は，￥40 であるのに，当期純利益と
しては，￥25 しか計上することができない。そこで，考え出されたのが，期首において振
り戻すという方法である。これが，いわゆるリサイクリングと呼ばれている。 
 
(2) 取引例 3-1 によるリサイクリングを含む仕訳 
X1 年 6/1（購入時） 
 （借）売買目的有価証券 100 （貸）現   金 100 
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X1 年 12/31（決算時） 
 （借）その他有価証券 10 （貸）有価証券評価益 10 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）包括損益 10 
X2 年 1/1（期首） 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）その他有価証券 10 
 ここで，その他有価証券の勘定残高は，取得原価である￥100 に戻ることになる。 
X2 年 12/31（決算時） 
 （借）その他有価証券 15 （貸）有価証券評価益 15 
 （借）有価証券評価益 5 （貸）包括損益 5 
ここで，有価証券評価益勘定残高は，￥10 の借方記入があるため￥5 となる。 これは，
当期の業績を示すことになる。すなわち，当期の有価証券評価益は，期首に前期までの未
実現部分を記録していくことにより，当期分のみの包括利益を示すことができた。すなわ
ち，過年度の包括利益と当期の包括利益の分離が，できたのである。そして， 
 
X3 年 1/1（期首） 
 （借）有価証券評価益 15 （貸）その他有価証券 15 
 ここで，その他有価証券の勘定残高は，再び取得原価である￥100 に戻ることになる。 
X3 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 100 
   （貸）有価証券評価益 15 
   （貸）有価証券売却益 25 
X3 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 25 （貸）損益 25 
 （借）損益 25 （貸）包括損益 25 
 これは，売却時に前期までの評価益は実現したので，現金￥40 のうち，￥15 は前期ま
での評価益であり，￥25 は当期の経営成績であることを示すことができる。しかしながら，
この場合は，当期純利益の中に￥15 が含まれないため，適切ではない。すなわち，当期純
利益は，当期の経営成績を示すものであるため，実現した利益（￥15）を含めて，￥40 を
示すべきであるからである。 
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そこで， 
X3 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 100 
   （貸）有価証券売却益 40 
X3 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 40 （貸）損益 40 
 （借）損益 40 （貸）包括損益 40 
 （借）包括損益 15 （貸）組替調整 15 
 
 ここで，損益勘定では，当期の利益は，￥40 という実現した利益を示すことができ，包
括損益勘定では，有価証券評価益の借方記入があるため，当期の業績である包括利益は，
（￥40－￥15＝）￥25 を示すことができる。 
 すなわち，ここで言うリサイクリングとは，実現した利益から，前期までの未実現利益
を振り戻す（リサイクリング）することによって，過年度の未実現の利益を分離し，当期
の業績を示すための技法だといえる。 
ただし，ここでも問題が生じる。それは，以上のような処理方法では，期末において，
有価証券評価益は，当期純包括利益という実現利益と未実現利益の混合利益の中に埋没し
てしまう。すなわち，期首の有価証券評価益の振り戻しの金額は，どこから来たのか，そ
の記録は，帳簿上にはない。 
さらに，X3 年では，ここでの有価証券評価益は，包括利益勘定の借方に現れるわけであ
り，「組替調整額」と表示するとしても，収益のマイナスを意味しているのに，「益」とい
う名称が適当であるのかということである。 
 わが国では，企業会計基準第 25 号が示され，その設例の中で，リサイクリングに関する
記帳例が示されている。そこで，次節では，企業会計基準第 25 号の記帳例を検討し，問題
点をより具体的に指摘してみたい。 
 
第 3 節 包括利益計算書の作成プロセスの問題点 
――企業会計基準書第 25 号を参考として―― 
 わが国における包括利益に関する会計基準は，ASBJ と IASB によるコンバージェンス・
プロジェクトとして「財務諸表の表示」に関する審議の中で、議題として取り上げられた。 
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そして，ASBJ は，企業会計基準第 25 号『包括利益の表示に関する会計基準』を 2010 年
6 月 30 日に示した。これにより，わが国でも 2011 年 3 月決算期から四半期を含む財務
諸表において、包括利益の開示を適用することとなった 。 
 
3.1 リサイクリングをする場合の包括利益計算書の作成プロセスの問題点 
 リサイクリングをする場合の包括利益計算書作成のためのプロセスはどのようになるの
であろうか。そこで，わが国における包括利益の表示のための仕訳と様式について，基準
書第 25 号の参考［設例 1］を概観しつつ，問題点を指摘することで，「複式簿記の機構に
支えられた企業会計」における包括利益計算書作成のためのプロセスを考えるための指針
としたい。なお，考察にあたって，次の取引例をもとにリサイクリングを考慮した 2 計算
方式の包括利益計算書を作成する。ただし，その他有価証券以外の会計処理と税効果につ
いては，簡略化のため省略する。 
【取引例 3-2】 
第 1 期 X1 年 6 / 1  その他有価証券￥100 を現金で購入した。  
  12 / 31  決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，そ
の他有価証券の時価は，￥110 であった。 
第 2 期 X2 年 12 / 31  決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，そ
の他有価証券の時価は，￥125 であった。 
第 3 期 X3 年 5 / 31  その他有価証券を￥140 で売却した。 
  12 / 31  決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。 
(1) 第 1 期 
 第 1 期目の仕訳と財務諸表は，次の通りである。 
X1年 6/1 （購入時）      
 （借） その他有価証券 100  （貸） 現金 100 
 12/31 （決算時）      
 （借） その他有価証券 10  （貸） その他有価証券評価差額金 10 
【表 3-4】 基準書第 25 号による第 1 期の損益計算書 
 
 
 
 
 
- 104 - 
 
【表 3-5】基準書第 25 号による第 1 期の貸借対照表 
 
 
 
 
 
 
【表 3-6】基準書第 25 号による第 1 期の包括利益計算書 
 
 
 
 
 
 この例では，まず X1 年 6 月 1 日において，売買目的で有価証券を購入する。そして，
X1 年 12 月 31 日において，売買目的有価証券の価額を評価し，取得価額（原価）￥100 と
時価￥110 との差額である評価益￥10 が計上される。そして，この評価益は，その他有価
証券評価差額金として，次期に繰り越されるとする。 
 ここで，当期の損益勘定より収益と費用の正味として当期純利益が計算され，この当期
純利益は当期利潤として純資産の部に加算されることになる。一方，その他有価証券評価
差額金は，直に純資産の部に加算されることになる。 
すなわち，収益と費用の正味としての純損益とその他有価証券差額金は，その性質を異に
している。これは，包括利益計算書を作成すべき包括損益勘定の存在は必要とされないこ
とを意味している。いわゆる，包括利益計算書は，損益計算書と貸借対照表の数値から二
次的に作成されたものだと指摘できる。 
 
(2) 第 2 期 
 第 2 期目の仕訳と財務諸表は次の通りである。 
X2年 1/1 （期首）      
 （借） その他有価証券評価差額金 10  （貸） その他有価証券 10 
 12/31 （決算時）      
 （借） その他有価証券 25  （貸） その他有価証券評価差額金 25 
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【表 3-7】基準書第 25 号による第 2 期の損益計算書 
 
 
 
 
 
【表 3-8】基準書第 25 号による第 2 期の貸借対照表 
 
 
 
 
 
【表 3-9】基準書第 25 号による第 2 期の包括利益計算書 
 
 
 
 
 
 X2 年 1 月 1 日に，前期から繰り越されたその他有価証券差額金の再振替を行う。そし
て，X2 年 12 月 31 日には，その他有価証券の時価は￥125 となっているので，その他有
価証券の簿価との差額￥25 を評価益として計上する。この評価益は，第 1 期と同様にその
他有価証券差額金として，次期に繰り越されるとする。 
 期首にその他有価証券差額金を再振替すれば，その他有価証券の簿価は，取得原価に戻
ることになる。そして，前期に計上した利益（利益といえればであるが）は，消滅をする
こととなる。その結果，X2 年 12 月 31 日に計上する評価益￥25 の中には，前期の評価益
￥10 を含むことになり，正確な当期の評価益を示さないことになってしまっている。 
すなわち，包括利益計算書で示された当期包括利益￥105 の中には，前期の利益と当期の
利益が混在してしまっており，当期の財務業績を表すものとはなっていない。そして，こ
の包括利益計算書は，財務諸表が企業の経済活動を帳簿から導かれて作成されるという誘
導法により作成されないという点で，財務表とは言いがたいことは，第 1 期と同様である。 
- 106 - 
 
 (3) 第 3 期 
 第 3 期目の仕訳と財務諸表は次のとおりである。 
X3年 1/1 （期首）      
 （借） その他有価証券評価差額金 25  （貸） その他有価証券 25 
 5/31 （売却時）      
 （借） 現金 140  （貸） その他有価証券 100 
      有価証券売却益 40 
 
【表 3-10】基準書第 25 号における第 3 期の損益計算書 
 
 
 
 
 
【表 3-11】基準書第 25 号における第 3 期の貸借対照表 
 
 
 
 
 
 
【表 3-12】基準書第 25 号における第 3 期の包括利益計算書 
 
 
 
 
 
 X3 年 1 月 1 日には，前期から繰り越されたその他有価証券差額金の再振替を行う。そ
して，X3 年 5 月 1 日にその他有価証券は売却され，代金との差額は，売却益￥40 として
計上される。X3 年 12 月 31 日に，売却益は，損益勘定に振り替えられ，当期純利益の一
部となり，損益計算書に記載されることになる。そして，この売却益を含む当期純利益は，
貸借対照表でも記載されることになっている。 
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 第 2 期と同様で，期首にその他有価証券差額金の再振替を行っているため，その他有価
証券は，取得原価へと簿価が戻っている。そのためその他有価証券が売却された際の売却
益￥40 が損益勘定を経て当期純利益として計上されるわけであるが，前期までの利益であ
る￥25 は，すでに消滅してしまっているために，売却益￥40 を前期までの利益￥25 と当
期の実現利益￥15 とにわけることはできないことになっている。本来，再組替調整額は，
利益の二重表示を防ぐために行われるものであるが，この取引例では，これを示すことが
できないものとなっている。すなわち，ここで示された包括利益計算書は，過年度と当期
のデータを寄せ集めることによってしか，作成できないものであることがわかる。 
以上，基準書第 25 号の参考［設例 1］をもとに，取引の仕訳と財務諸表を概観し，解説
をするとともに，問題点を指摘してきた。それによると， 
① 包括利益を構成する要素のうち損益勘定に集計される勘定と期末残高勘定に集計され
る勘定が混在している。すなわち，基準書第 25 号では，包括損益を計上するための勘
定が想定されていない。このことから，包括利益計算書は，勘定体系に関連づけること
ができない。これは，純損益とその他の包括損益との性質は，異なものであるととらえ
ていることを意味している。 
② 期首に過年度の評価損益を振り戻すために，当期のその他の包括損益には，過年度の
包括損益が含まれることになっている。すなわち，包括損益は，当該年度の正確な数値
を示していない。正確な値を示すのは，再組替調整を行うその他有価証券を売却した年
度のみである。しかし，売却した年度で示される当期純損益は，過年度の利益と当該年
度の利益が混在している。 
③ 期首に過年度の評価益を振り戻すために，組替調整の価額は，勘定では把握ができな
い。すなわち，その情報は，過去の情報を探すことによってしか示すことができない。 
 
 このことは，財務諸表の表示ということに固執するあまり，複式簿記の機構への位置づ
けを怠ってしまったためだと，推測できる。すなわち，包括利益の表示の問題点は，包括
損益を表す勘定と，その勘定から導かれる包括利益計算書を，「複式簿記の機構に支えられ
た企業会計」の会計測定構造に位置づけることによって，解決の糸口が見いだされると考
える。そこで，次節では，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の会計測定構造を基盤
とした包括利益作成のモデルを考察したい。 
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第 4 節 包括利益計算書の作成モデルの一考察 
4.1 リサイクリングしない場合の包括利益計算書作成モデル 
  ここでは，その他の包括利益についてリサイクリングしない場合を考察する。 
【取引例 3-3】 
 X1 年 6 / 1 売買目的有価証券￥100 を現金で購入した。 
  12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，売買目的有
価証券の時価は￥110 であった。 
 なお，期首の所有主持分（資本金等）は￥500，期末の売買目的有価証
券以外の資産￥740，期末負債￥300，売上￥200，売上原価￥110，営業費
用￥40，営業外費用￥10 であった。 
 
 X2 年 5 / 31 売買目的有価証券を￥140 で売却し，現金を受け取った。 
  12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。 
 なお，期末の売買目的有価証券以外の資産￥930，期末負債￥300，売上
￥250，売上原価￥120，営業費用￥60，営業外費用￥20 であった。 
 
 
【取引例 3-3 によるリサイクリングしない場合の仕訳】 
X1 年 6/1（購入時） 
 （借）売買目的有価証券 100 （貸）現   金 100 
X1 年 12/31（決算時） 
 （借）売買目的有価証券 10 （貸）有価証券評価益 10 
 （借）売上 200 （貸）包括損益 210 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）包括損益 10 
 （借）包括損益 160 （貸）仕入 110 
   （貸）営業費用 40 
   （貸）営業外費用 10 
 （借）包括損益 50 （貸）所有主持分 50 
 （借）閉鎖残高 850 （貸）売買目的有価証券 110 
 （借）閉鎖残高 740 （貸）諸資産 740 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 850 
 （借）所有主持分 550 （貸）閉鎖勘定 550 
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X2 年 1/1（期首） 
 （借）売買目的有価証券 110 （貸）開始残高 850 
 （借）諸資産 740 
 （借）開始残高 850 （貸）諸負債 300 
   （貸）所有主持分 550 
X2 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 110 
   （貸）有価証券売却益 30 
X2 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 30 （貸）包括損益 280 
 （借）売上 250 
 （借）包括損益 200 （貸）仕入 120 
   （貸）営業費用 60 
   （貸）営業外費用 20 
 （借）包括損益 80 （貸）所有主持分 80 
 （借）閉鎖残高 930 （貸）諸資産 930 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 930 
 （借）所有主持分 630 （貸）閉鎖勘定 550 
 X1 年 12/31 において，売買目的有価証券の価額を評価し，取得価額（原価）￥100 と時
価￥110との差額である評価益￥10が計上される。そして，リサイクリングしない場合は，
この評価益は包括損益勘定へと振替えられ，有価証券評価益勘定はその役割を終える。む
ろん，売買目的有価証券は時価である￥110 に修正され，残高勘定を経て次期に繰り越さ
れることとなる。そして，包括損益勘定から包括利益計算書が作成される。 
【図 3-7】取引例 3-3 による X1 年度の包括損益勘定 
 
  包括損益   
  仕 入 110 売 上 200   
  営 業 費 用 40 有 価 証 券 評 価 益 10   
  営 業 外 費 用 10       
  所 有 主 持 分 50       
   210    210   
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【表 3-13】取引例 3-3 における X1 年度の包括利益計算書 
 
さらに，X2 年 5/31 において，売買目的有価証券は売却され，その売価￥140 と売買目
的有価証券勘定の帳簿価額￥110 との差額￥30 は，有価証券売却益として計上される。こ
の有価証券売却益は X2 年 5/31（売却時）または X2 年 12/31（決算時）に包括損益勘定へ
振替えられる。そして，包括損益勘定から包括利益計算書が作成される。 
【図 3-8】取引例 3-3 における X2 年度の包括損益勘定 
  包括損益   
  仕 入 120 売 上 250   
  営 業 費 用 60 有 価 証 券 売 却 益 30   
  営 業 外 費 用 20       
  所 有 主 持 分 80       
   280    280   
【表 3-14】取引例 3-3 におえける X2 年度の包括利益計算書 
  包括利益計算書(X2 年 1/1～12/31)   
  売 上 原 価 120 売 上 250   
  営 業 費 用 60 有 価 証 券 売 却 益 30   
  営 業 外 費 用 20       
  包 括 利 益 80       
   280    280   
 
 すなわち，その他の包括利益をリサイクリングしない方法においては，その他の包括利
益を構成要素とした包括損益勘定といった統合勘定を作成することができ，その結果仕訳・
勘定・財務表との関係を明確にすることができる。 
 
4.2 リサイクリングする場合の包括利益計算書モデルの一考察 
 ここでは，リサイクリングの過程をより理解するために 3 期分の取引例 3-4 により，そ
  包括利益計算書(X1 年 1/1～12/31)   
  売 上 原 価 110 売 上 200   
  営 業 費 用 40 有 価 証 券 評 価 益 10   
  営 業 外 費 用 10       
  包 括 利 益 50       
   210    210   
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の他の包括利益をリサイクリングする場合の仕訳，勘定および財務表を考察してみたい。 
【取引例 3-4】 
 X1 年 1 / 1 資産￥800，負債￥300，所有主持分￥500 とする。 
  6 / 1 その他有価証券￥100 を現金で購入した。 
  12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，その他有価証券の
時価は￥110 であった。 
 なお，期末のその他有価証券以外の資産￥740，期末負債￥300，売上￥200，
売上原価￥110，営業費用￥40，営業外費用￥10 であった。 
 X2 年 12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。ただし，その他有価証券の
時価は￥115 であった。 
 なお，期末のその他有価証券以外の資産￥775，期末負債￥300，売上￥220，
売上原価￥120，営業費用￥50，営業外費用￥15 であった。 
 X3 年 5 / 31 その他有価証券を￥140 で売却し，現金を受け取った。 
  12 / 31 決算日につき決算整理仕訳と決算仕訳を行った。 
 なお，資産￥960，期末負債￥300，売上￥250，売上原価￥125，営業費用￥60，
営業外費用￥20 であった。 
 
【取引例 3-4 によるリサイクリングする場合の仕訳】 
X1 年 6/1（購入時） 
 （借）その他有価証券 100 （貸）現   金 100 
X1 年 12/31（決算時） 
 その他有価証券の評価を行う。 
 （借）その他有価証券 10 （貸）有価証券評価益 10 
 この有価証券評価益は，未実現であるので包括利益計算書へ計上される，こととなる。 
 （借）売上 200 （貸）損益 200 
 （借）損益 160 （貸）仕入 110 
   （貸）営業費用 40 
   （貸）営業外費用 10 
 （借）損益 40 （貸）包括損益 40 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）包括損益 10 
包括損益勘定の残額は，所有主持分の増減を表すので，包括損益勘定の残額を所有主持
分勘定へ振り替える。 
 （借）包括損益 50 （貸）所有主持分 50 
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よってこの時，損益勘定と包括損益勘定は次のようになる。 
【図 3-9】取引例 3-4 における X1 年度の損益勘定と包括損益勘定 
  損        益   
  仕 入 110 売 上 200   
  営 業 費 用 40        
  営 業 外 費 用 10        
  包 括 損 益 40        
   200     200   
 
  包 括 損  益   
  所 有 主 持 分 50 損 益 40   
     有 価 証 券 評 価 益 10   
    50  50   
 
この時，有価証券評価益は，所有主持分の増加額と考えられるが，未実現であるので，
実現するまで所有主持分から分離しておかなくてはならない。そこで，所有主持分勘定か
ら，実現するまで評価額を保存しておく勘定である「有価証券評価累計額」7)勘定を用意し，
所有主持分から分離する 8)。 
 （借）所有主持分 10 （貸）有価証券評価累計額 10 
この時，所有主持分勘定は次のようになる。 
【図 3-10】取引例 3-4 における X1 年度の所有主持分勘定と有価証券評価累計額勘定 
  所有主持分   
  有価証券評価累計額 10 前 期 繰 越 500   
  次 期 繰 越 540 包 括 損 益 50   
   550  550   
 
 有価証券評価累計額  
 X1 年 12/31 次 期 繰 越 10 X1 年 12/31 所 有 者 持 分 10  
よって，閉鎖残高勘定へ振替える仕訳は，次のようになる。この時の閉鎖残高の勘定を
示す。 
 （借）閉鎖残高 850 （貸）その他有価証券 110 
 （借）閉鎖残高 110 （貸）諸資産 740 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 850 
 （借）所有主持分 540 （貸）閉鎖残高 10 
 （借）有価証券評価累計額 10 
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【図 3-11】取引例 3-4 における X1 年度の閉鎖残高勘定 
  閉鎖残高   
  諸 資 産 740 諸 負 債 300   
  そ の 他 有 価 証 券 110 有 価 証 券 評 価 累 計 額 10   
     所 有 主 持 分 540   
    850  850   
 
この時の，損益計算書，包括利益計算書，貸借対照表を示せば次のようになる。 
【表 3-15】取引例 3-4 における X1 年度の損益計算書 
  損益計算書（X1 年 1/1～12/31）   
  売 上 原 価 110 売 上 高 200   
  営 業 費 用 40        
  営 業 外 費 用 10        
  当 期 純 利 益 40        
   200     200   
 
【表 3-16】取引例 3-4 における X1 年度の包括利益計算書 
  包括利益計算書（X1 年 1/1～12/31）   
  当 期 包 括 利 益 50 当 期 純 利 益 40   
     有 価 証 券 評 価 益 10   
    50  50   
 
【表 3-17】取引例 3-4 における X1 年度の貸借対照表 
  貸借対照表（X1 年 12/31）   
  諸 資 産 740 諸 負 債 300   
  そ の 他 有 価 証 券 110 有 価 証 券 評 価 累 計 額 10   
        所 有 主 持 分 500   
        当 期 純 利 益     
        当期包括利益  50    
        当期未実現利益 △10 40   
       850   850   
  
X2 年 1/1（期首） 
 （借）有価証券評価益 110 （貸）開始残高 850 
 （借）諸資産 740 
 
 （借）開始残高 850 （貸）諸負債 300 
 （借）開始残高 10 （貸）所有主持分 540 
 （借）開始残高 10 （貸）有価証券評価累計額 10 
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X2 年の期首において，「有価証券評価累計額」勘定の残高を参照し，「その他有価証券」
勘定残高を取得原価に，振り戻す。 
 （借）有価証券評価益 10 （貸）その他有価証券 10 
X2 年 12/31（決算時） 
 その他有価証券の評価を行う。 
 （借）その他有価証券 15 （貸）有価証券評価益 15 
 
収益と費用の勘定残高を損益勘定へ振替える。 
 （借）売上 220 （貸）損益 220 
 （借）損益 185 （貸）仕入 120 
   （貸）営業費用 50 
   （貸）営業外費用 15 
 
損益勘定残高と有価証券評価益勘定の残額を，包括損益勘定に振替える。 
 （借）損益 35 （貸）包括損益 40 
 （借）有価証券評価益 5 
 
【図 3-12】取引例 3-4 における X2 年度の損益勘定と包括損益勘定 
  損        益   
  仕 入 120 売 上 220   
  営 業 費 用 50        
  営 業 外 費 用 15        
  包 括 損 益 35        
   220     220   
 
  包 括 損  益   
  所 有 主 持 分 40 損 益 35   
     有 価 証 券 評 価 益 5   
    40  40   
 
前年度と同様に，有価証券評価益は，未実現の利益であるので，いったん所有主持分勘
定から，有価証券評価累計額勘定へ振替えておく。 
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【図 3-13】取引例 3-4 における X2 年度の所有主持分勘定と有価証券評価累計額勘定 
  所有主持分   
  有価証券評価累計額 5 前 期 繰 越 540   
  次 期 繰 越 575 包 括 損 益 40   
   580  580   
 
 有価証券評価累計額  
 X1 年 12/31 次 期 繰 越 10 X1 年 12/31 所 有 主 持 分 10  
 X2 年 12/31 次 期 繰 越 15 X2 年   1/1 前 期 繰 越 10  
     X1 年 12/31 所 有 主 持 分 5  
    15   15  
 
よって，閉鎖残高勘定へ振替える仕訳と閉鎖残高勘定は，次のようになる。 
 （借）閉鎖残高 890 （貸）諸資産 775 
 （借）閉鎖残高 110 （貸）その他有価証券 115 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 890 
 （借）有価証券評価累計額 15 （貸）閉鎖勘定 550 
 （借）所有主持分 575 （貸）閉鎖勘定 550 
【図 3-14】取引例 3-4 における X2 年度の閉鎖残高勘定 
  閉鎖残高   
  諸 資 産 775 諸 負 債 300   
  そ の 他 有 価 証 券 115 有 価 証 券 評 価 累 計 額 15   
     所 有 主 持 分 575   
    890  890   
この時の，損益計算書，包括利益計算書，貸借対照表を示せば次のようになる。 
【表 3-18】取引例 3-4 における X2 年度の損益計算書 
  損益計算書（X2 年 1/1～12/31）   
  売 上 原 価 120 売 上 高 220   
  営 業 費 用 50        
  営 業 外 費 用 15        
  当 期 純 利 益 35        
   220     220   
【表 3-19】取引例 3-4 における X2 年度の包括利益計算書 
  包括利益計算書（X2 年 1/1～12/31）   
  当 期 包 括 利 益 40 当 期 純 利 益 35   
     有 価 証 券 評 価 益 5   
    40  40   
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【表 3-20】取引例 3-4 における X2 年度の貸借対照表 
  貸借対照表（X2 年 12/31）   
  諸 資 産 775 諸 負 債 300   
  そ の 他 有 価 証 券 115 有 価 証 券 評 価 累 計 額 15   
        所 有 主 持 分 540   
        当 期 純 利 益     
        当期包括利益  40    
        当期未実現利益 △5 35   
       890   890   
 
X2 年 1/1（期首） 
 （借）有価証券評価益 115 （貸）開始残高 890 
 （借）諸資産 775 
 （借）開始残高 890 （貸）諸負債 300 
 （借）開始残高 10 （貸）所有主持分 575 
 （借）開始残高 10 （貸）有価証券評価累計額 15 
X3 年の期首に置いて，「有価証券評価累計額」勘定の残高を参照し，「その他有価証券」
勘定残高を取得原価に，振り戻す。 
 （借）有価証券評価益 15 （貸）その他有価証券 15 
 
X2 年 5/31（売却時） 
 （借）現金 140 （貸）売買目的有価証券 100 
   （貸）有価証券売却益 40 
 この時，未実現であった有価証券累計額は，実現することにより所有主持分から分離し
ていた有価証券評価累計額勘定残高を所有主持分勘定へ振り戻す。 
 （借）有価証券評価累計額 15 （貸）所有主持分 15 
  
なお，期首で記入した有価証券評価益の借方残額は，このその他有価証券に対する過年
度の業績額であるので，組替調整額勘定へ転記する。なお，この振り替えは，決算時に行
うことも考えられる。 
 （借）組替調整額 15 （貸）有価証券評価益 15 
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X3 年 12/31（決算時） 
 （借）有価証券売却益 40 （貸）損益 290 
 （借）売上 250 
 （借）損益 205 （貸）仕入 125 
   （貸）営業費用 60 
   （貸）営業外費用 20 
 （借）損益 85 （貸）包括損益 85 
 さらに，組替調整額は，過年度の業績の額であるので，包括損益から差し引くために転
記を行う。 
 （借）包括損益 15 （貸）組替調整額 15 
  
【図 3-15】取引例 3-4 における X3 年度の損益勘定と包括損益勘定 
  損        益   
  仕 入 125 売 上 250   
  営 業 費 用 20 有 価 証 券 売 却 益 40   
  営 業 外 費 用 20       
  包 括 損 益 85       
   290    290   
 
  包 括 損  益   
  組 替 調 整 額 15 損 益 85   
  所 有 主 持 分 70      
   85   85   
 なお，所有主持分勘定と，有価証券評価累計額勘定は次のようになる。 
【図 3-16】取引例 3-4 における X3 年度の所有主持分勘定と有価証券評価累計額勘定 
  所有主持分   
  次 期 繰 越 660 前 期 繰 越 575   
      有 価 証 券 評 価 累 計 額 15   
      包 括 損 益 70   
     660  660   
 
 有価証券評価累計額  
 X1 年 12/31 次 期 繰 越 10 X1 年 12/31 所 有 主 持 分 10  
 X2 年 12/31 次 期 繰 越 15 X2 年   1/1 前 期 繰 越 10  
     X1 年 12/31 所 有 主 持 分 5  
    15   15  
 X3 年 5/31 所 有 主 持 分 15 X3 年   1/1 前 期 繰 越 15  
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よって，閉鎖残高勘定へ振替える仕訳と閉鎖残高勘定は，次のようになる。 
 （借）閉鎖残高 960 （貸）諸資産 960 
 （借）諸負債 300 （貸）閉鎖残高 960 
 （借）所有主持分 660 （ 
【図 3-17】取引例 3-4 における X3 年度の閉鎖残高勘定 
  閉鎖残高（X3 年 12/31）   
  諸 資 産 960 諸 負 債 300   
     所 有 主 持 分 660   
    960  930   
 
よって，損益計算書，包括利益計算書，貸借対照表は次のようになる。 
【表 3-21】取引例 3-4 における X3 年度の損益計算書 
  損益計算書（X3 年 1/1～12/31）   
  売 上 原 価 125 売 上 高 250   
  営 業 費 用 60 有 価 証 券 売 却 益 40   
  営 業 外 費 用 20       
  当 期 純 利 益 85       
   290    290   
【表 3-22】取引例 3-4 における X3 年度の包括利益計算書 
  包括利益計算書（X3 年 1/1～12/31）   
  組 替 調 整 額 15 当 期 純 利 益 85   
  当 期 包 括 利 益 70      
   85   85   
【表 3-23】取引例 3-4 における X3 年度の貸借対照表 
  貸借対照表（X3 年 12/31）   
  諸 資 産 960 諸 負 債 300   
        所 有 主 持 分 575   
        当 期 純 利 益     
        当期包括利益  70    
        過年度実現利益 15 85   
       960   960   
 
以上，リサイクリングする場合の仕訳と財務諸表のモデルを考察した。この場合，未実
現の利益について，所有主持分勘定から分離した「有価証券評価累計額」勘定を設けるこ
とで，当期純利益と当期包括利益を表すことができる。 
 ただし，当期純利益は，未実現の利益がある場合には，当期包括利益から未実現の利益
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を減算したものであり，未実現の利益が実現した際の当期純利益は，過年度分の実現した
利益と当期の経済活動による利益を加算したものとなる。 
 
第 5 節 小括  
  FASB，IASB，そして ASBJ の包括利益の概念，構成要素，純損益とその他包括利益
の関係を概観した。そして，その中から包括利益は，利益概念の拡大から，これまでの収
益，費用，利得，および損失に加えて，時価あるいは公正価値の評価による利得および損
失が認識，測定され，計上されることを明らかにした。そして，包括利益を計上するため
の包括損益勘定とその勘定体系と財務諸表の関係を示した。そこには，損益計算書に代わ
る財務表として，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」に位置づけられた包括利益計算
書があった。 
 さらに，現在では，伝統的な「当期純利益」の額についても，有用性が見出されるため
当期純利益を表示するための包括利益計算書についても提示されている。いわゆる，リサ
イクリングする方法による包括利益計算書である。 
 そこで，わが国の基準書第 25 号の参考［設例 1］を例にとり，包括利益計算書の作成プ
ロセスを解説するとともに，その問題点を明らかにした。そして，その問題点は，「複式簿
記に支えられた企業会計」を考えることなしに，財務諸表の作成を行っているからである
ことを示した。すなわち，経済社会の変容とともに会計制度も変化するけれども，その際
には，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の会計測定構造を視野にいれることによっ
て，問題解決の糸口が見いだされるのである。 
 そこで，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の会計測定構造による包括利益計算書
の作成プロセスについて，リサイクリングしない方法とリサイクリングする方法の一モデ
ルを提示した。これにより，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の会計測定構造に焦
点をあてた作成プロセスが明らかにされたと考える。 
 わが国では，まだ複式簿記の機構に支えられた「包括利益計算書」なる財務表を作成す
ることはなされていないが，これからその他の包括利益に属する構成要素が増加する可能
性があること，ならびに国際的な会計のコンバージェンスがすすめられるなか，包括利益
の必要性がたかめられることを考えれば，包括利益を報告する財務表の必要性も高まるで
あろうし，その財務表を作成する根拠となる帳簿記入や勘定体系と財務表の関係も重要に
なると考える。 
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＜注記＞ 
 1）岩崎 [1997]では，金融の自由化によって「大部分の金融商品について，これを公正価値（fair value）
で評価していこうというのが，世界的な潮流となりつつある」（86 頁）と指摘している。 
 2）この問題の一つに，クリーン・サープラス問題がある。現在では，FASB および IASB による会計基
準では，クリーン・サープラスを保つために，包括利益計算書として表示することが制度化されてい
る。しかしながら，日本においては，今だ解決にいたっていない。 
 3）包括利益の構成要素として収益・利得・費用・損失が挙げられる（FASC No.6, par.64）が，その相
違点は，「収益と費用は，ある実体の主要な進行中または中心的な営業活動から生じる」（FASC No.6, 
par.87）が，「利得と損失は，ある企業の他の実態の付随的または副次的な取引や実体に影響を与える
その他の事象および環境要因から生じる」（FASC No.6, par.87）ものであり，その定義については，
FASC No.6, pars. 78-83 になされている。 
 4）包括利益の表示の問題として，リサイクルに関する問題がある。その他の包括利益のリサイクルは，
利益の概念として，実現と未実現を分ける必要性があるためだからであると推測される。すなわち，
リサイクルをする場合は，表示の問題については，実現と未実現は厳密に分けられており，実現概念
は拡大してないと，考えられる。 
 5）なお，図中の持分変動計算書についての構成要素の検討については，別の機会に行いたい。 
 6）IASB の討議資料においても，リサイクリングについては，見解を示しながらコメントを求めていた
（par. 8.23-8.39）。すなわち，リサイクリングをするのか，しないのか，経済事象のうちどの項目を
リサイクリングするのかという議論は，現在もまだ進行中である。 
 7）有価証券評価累計額としては有価証券評価差額金があげられるが，この場合は年度ごとの評価額を加
算していくので，名称としては累計額が適格だとして，有価証券評価累計額を使っている。ただし，
評価額はマイナスの場合もあるので，必ずしも増加額になるとは，限らない。 
 8）むろん，ここでは，有価証券累計額勘定が所有主持分勘定の一部であるということを表現するために，
所有者持分勘定から分離させたが，所有主持分であるということで，包括損益勘定から直接，有価証
券累計額勘定へ振替えることも考えられる。しかしながら，包括利益となるのは，有価証券評価に関
する額だけではないので，いったん包括利益として所有主持分勘定へ振替えた後で，処理をしたほう
が妥当だと考える。 
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終章 要約と展望 
―企業会計の測定構造と財務諸表― 
第 1 節 本研究の要約 
 現代において，経済社会のグローバル化により，企業の活動は，国内外へと拡大した。
それに伴い，金融が自由化され，企業の資金の調達も国内外からもたらされるようになっ
た。そして，企業を取り巻く環境の変化は， 企業に関心を持つ利害関係者の範囲も拡大さ
せることとなった。 
そのため，商人の記録として登場してきた企業会計は，変化していく経済社会とともに，
変化することとなる。すなわち，企業の経済活動を表す企業会計は，企業を取り巻く環境
の変化により，多様な会計基準が設定され，改訂されようとしていることを見ても明らか
である。 
むろん，経済社会が変化していくのであるから，企業の経済活動を表す企業会計もまた
変化していくことは，必然である。しかしながら，企業会計の根本を無視しての変化は，
論理性に欠けた会計基準の設定をもたらすことになる。そうした問題点が，現在の会計制
度には，現れているように思われる。 
そこで，本研究は，それらの問題点を明らかにするための基盤となる現代の会計測定構
造の再構築を試みることを主題とした。 
 そこで，まず第 1 段階として，これまでの伝統的な企業会計の会計測定構造を改めて見
直し，その構造の明確化に取り組んだ。 
 そこでは，企業会計は，フィードバックを伴った一種のコミュニケーション・システム
として機能する会計システムであり，それは，担当者の思考をともなった「会計測定シス
テム」，「会計伝達システム」，「会計監査システム」，そして「会計基準設定システム」とい
った４つのサブシステムにより成り立っていた。なかでも，現在では，会計基準設定シス
テムが重要な位置づけを持っていることも明らかにした。 
 さらに，コミュニケーションの手段として，我々が言語を使用するように，企業会計も
また，2 重分類的複式という文法をともなった記号の集まりである会計文（メッセージ）
を作成している。すなわち，このメッセージにより，企業と利害関係者は，会計情報を発
信あるいは，受信することでコミュニケーションをとっているのである。 
 そして，記号間の関係，いわゆる企業会計の構成要素を構文論的アプローチにより，考
察した。すなわち，企業会計の構成要素は，一つは，企業の中にある財産の価値を表わし，
- 122 - 
 
資金の運用形態を示しており，もう一つは，財産の価値が，どこからもたらされたのかと
いう資金の調達源泉を表している。このことから，資金＝持分が成り立つこと。すなわち，
資産，負債及び資本は，密接に繋がっているのである。 
 さらに，自己の持分の変動の内容を企業内外の利害関係者に伝達するために，「収益」と
「費用」といった勘定が，「当期利潤」をあらわす項目として，分離・派生したと考えるこ
とができる。すなわち，収益と費用もまた，資産，負債及び資本と密接に繋がっているの
である。 
 さらに，これら企業会計の財務情報を伝達するための財務諸表は，資産，負債，資本，
収益，及び費用とも，これら企業会計の構成要素から作成されるために，密接に繋がって
いることを明らかにしたのである。 
 この会計測定構造は，現代の会計制度では，どのように変化したのであろうか。あるい
は，どのように表示することができるのであろうか。そこで，第 2 段階として，近年，制
度化されてきたキャッシュ・フロー計算書に焦点をあてて，考察を行った。その際に，ア
メリカの資金計算書制度に関する動向を，国際的な流れを踏まえながら述べてきた。それ
によると，現在，キャッシュ・フロー計算書は，「第 3 の財務表」と呼ばれているが，会計
測定構造の立場からいえば，財務諸表の中に位置づけられていないことが明らかとなった。 
 そこで，伝統的な会計測定構造に照らして，キャッシュ・フロー計算書に関して，意味
論的アプローチにより再考察を行った。その中で，「資金収支」という勘定から分離・派生
した「収入」及び「支出」といった勘定を設定することで，資金の変動を表すことができ，
この「資金収支」勘定から作成されるのが，キャッシュ・フロー計算書であることを示し
た。すなわち，キャッシュ・フロー計算書は，伝統的な会計測定構造に明確に位置づけら
れるのである。このことにより，キャッシュ・フロー計算書は，「一定期間の資金の流れの
中で，企業の支払能力，流動性を総額で示す財務表」という「第 3 の財務表」として位置
づけられたのである。 
さらに，その作成プロセスのモデルを示し，「第 3 の財務表」としての位置づけを明確に
した。これによると，直接法によるキャッシュ・フロー計算書こそが，会計測定構造上は，
「第 3 の財務表」と成り得ることを示した。しかしながら，現在の会計制度では，間接法
によるキャッシュ・フロー計算書の作成も認められることから，その意義について若干の
考察を行っている。 
次に，第 3 段階として，近年，企業の業績を的確に表現するために，設定されてきてい
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る包括利益計算書について，意味論的アプローチにより考察を行った。この包括利益計算
書も，伝統的な企業会計から見れば，新しい財務表だといえる。 
 それによると，包括利益計算書は，企業の業績を表すために，従来の「当期利潤」だけ
でなく，利益概念の拡大から，「収益」と「費用」の概念を広くとらえることから，設定さ
れたと理解できる。すなわち，「当期利潤」勘定の概念を拡大し，「収益（狭義）」，「費用（狭
義）」，「その他の収益」，そして「その他の費用」という勘定から，「当期包括利潤」とも言
うべき勘定が設定されたと考えることができるのである。さらに，この「当期包括利潤」
勘定から作成されるのが包括利益計算書である。これは，さらに，「収益（狭義）」と「費
用（狭義）」を集合させた「当期利潤（損益）」勘定から「損益計算書」が作成され，「その
他の収益」と「その他の費用」を集合させた「その他の包括利潤（損益）」勘定から「その
他の包括利益計算書」を作成することもできる。これが，包括利益計算書の 2 計算書方式
による表示である。 
さらに，現代の会計制度は，リサイクリングという考え方がある。単に企業の業績だけ
を示せば，その他の包括利益を含む「収益」と「費用」だけで，ことが足りる。しかしそ
の実現の度合いにより当期利潤の数値表現が重要であることから，会計処理においてリサ
イクリングが必要となる。そこで，このリサイクリングについても考察を行った。それに
よると，リサイクリングとは，単に期末に評価した価値を振り戻すという意味ではなく，
実は，未実現の利益（損失）があるために，過年度の利益（損失）と当期の利益（損失）
を分離・表示するために必要であるという意義を明らかにした。 
そして，これまでの会計測定構造の中に，包括利益に関する概念，勘定，計算書を位置
づけるとともに，具体例を用いて，包括利益計算書の作成プロセスの一モデルを提案した。
むろん，リサイクリングに関する議論が有るところから，リサイクリングする場合と，リ
サイクリングする場合を示している。 
以上のことから，現代の会計制度の中で制度化された，キャッシュ･フロー計算書，包括
利益計算書に関する概念，勘定体系，財務表が，これまでの会計測定構造に明確に位置づ
けされたのである。 
そこで，これまでの過程から会計測定構造の再構築の内容を次に記するとともに，本研
究の今後の展望について述べてみたい。 
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第 2 節 結論として 
――現代の企業会計の会計システムと測定構造―― 
 第 1 節において，本研究の内容を要約した。それによると，現代の企業会計は，2 重分
類複式という文法により結びつけられた，意味を持つ記号の集まりである一種の言語シス
テムである。そして，会計システムという言語システムは，コミュニケーション・システ
ムでもあり，「会計測定システム」，「会計伝達システム」，「会計監査システム」，「会計基準
設定システム」という 4 つのサブシステムからなるのである。それを図示すれば，図 4-1
のようになる。 
【図 4-1】 現代の会計システムの基本的構造 
 
（出所：杉本[1991]47 頁の図 6 及び木戸田[2002]10 頁の図 2 より作成） 
 
 そして，キャッシュ・フロー計算書は，資金収支から，包括利益計算書は，当期包括利
潤から作成されることから，現代の制度による企業会計での勘定体系の概略図は，図 4-2
のように示すことができる。 
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【図 4-2】 資金収支勘定と包括損益勘定を含む勘定体系の概略図 
 
（杉本[1991] 99 頁の図 13 を参考に作成） 
 
 すなわち，現代の企業会計は，資産，負債，資本，（広義の）収益，（広義の）費用，収
入，及び支出といった構成要素を持つ勘定体系をもつことが明らかとされた 1)。 
 さらに，その関係性を等式で示せば，次のように表すことができる。 
 
財産 ＝ 持分 
資産 ＝ 負債 ＋ 資本 
資金収支＋資金以外の資産＝負債＋期首資本＋当期包括利潤 
（収入－支出）＋資金以外の資産 
＝負債＋期首資本＋｛（収益＋その他の収益）－（費用＋その他の費用）｝ 
 
 さらに，これらのことから，現在の会計制度における財務諸表の関係は，図 4-3 にある
ように，貸借対照表（財政状態計算書）を中心として，貸借対照表の一部の変化を表すた
めに分離・派生した項目から作成されるキャッシュ・フロー計算書や包括利益計算書から
成り立っていることが明らかとなったのである。さらに，このことは，新しい財務表の誕
生をも示唆していると考えられる。 
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【図 4-3】 財務諸表の関係図その 1 
 
（出所：筆者作成，なお包括利益計算書の収益と費用は 
その他包括的な費用とその他包括的な収益を含んでいる。） 
 
財務諸表の関係は，あるいは，次のようにも示すことができる。 
【図 4-4】財務諸表の関係図その 2 
 
（出所：筆者作成） 
 
 すなわち，現代の企業会計は，2 重分類複式と言う複式記入の機構に支えられた言語論
的性質を持つコミュニケーション・システムである。そして，その構成要素は，財産＝持
分といった等式から表すことができる密接な関係性を持っており，それらの構成要素から
作成される財務諸表もまた，密接な関係を持つという測定構造を持つのである。これによ
り，現代の企業会計の測定構造を再構築することができたと，考える。 
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第 3 節 本研究の意義と今後の課題 
 以上，現行の会計制度の中で設定されている貸借対照表，キャッシュ・フロー益計算
書，および包括利益計算書を，会計システムにおける会計測定構造に位置づけ，結論とし
て，貸借対照表，キャッシュ・フロー計算書，および包括利益計算書の各構成要素が有機
的に連繋しており，その結果として財務諸表もまた，密接に関連していることを明らかに
して，新たな会計測定構造を再構築した。 
 本研究の特徴は，言語論的，あるいは記号論的アプローチを分析視角として，伝統的な
会計測定構造を継承しつつ，「複式簿記の機構に支えられた企業会計」の基盤となる複式
簿記を使用して，誘導法による財務諸表の作成のプロセスを証明していっていることにあ
る。 
 むろん，本研究で取り扱った内容については，現行の制度や様々な分野には，導入され
ていないものも多い。しかしながら，本研究の原理は，様々な分野における基盤となるも
のであると考える。例えば，本研究は，会計基準の設定の際の検討，監査における表明の
指針，インターネット社会での会計情報の流れの理解，さらには，企業会計の教育分野の
指導，などの基盤となるものであると考えている。 
しかしながら，まだ，多くの課題も残っている。それは，IASB は，IAS 第 1 号におい
て，完全な 1 組の財務諸表のなかで，財務表とは，「財政状態計算書」，「包括利益計算
書」，「キャッシュ・フロー計算書」，そして「所有主持分変動計算書」をあげている 2)。
すなわち，本研究においては，「所有主持分変動計算書」の検討がなされていない。これ
は，今後の課題となるであろう。 
 さらに，現代の企業会計を，言語論的，あるいは記号論的アプローチとして，構文論的
アプローチ及び意味論的アプローチにより考察した。それでは，会計情報と，その受信側
である利害関係者に関する関係はどのようなものであろうか。すなわち会計情報の伝達の
概要の研究，会計情報の有用性についての研究，さらには会計情報に対する利害関係者の
フィードバックの関連性の研究など，いわゆる企業会計への語用論的アプローチによる考
察が今後の課題となると考える。 
 
＜注記＞ 
 1）ただし，キャッシュ・フロー計算書の作成方法として，間接法が認められていることから，収入と支
出は，現在では，構成要素とはみなされていない。 
 2）IAS 第 1 号 par.10。 
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補章 九州における金融業の発達と帳簿の構造 
― 天領日田の広瀬家「積書」を中心として ― 
 
第 1 節 はじめに 
1.1 本章の目的 
 中世イタリアで使用されていた帳簿記入の技術は，現代の簿記の起源とされる。その一
つの要因に，商人の信用取引があったことが指摘されている 1)。そして，この帳簿記入の
技術，いわゆる簿記は，経済社会の発達とともに発展し，企業会計のシステムを構築する
こととなる 2)。すなわち，現代の企業会計の測定構造論へと繋がる基礎は，商人が経済活
動を円滑に実施するために必要とされた，簿記の体系的な形成の中で創られたのである。
特に，商人の経済活動での信用取引が発達する過程で，誕生してきたといえる。 
それは，我が国においても同様で，商人が活躍をした江戸時代の中期からにかけて，様々
な帳簿が誕生をしている 3)。しかしながら，それらの帳簿は，西洋の簿記と同様の簿記会
計的思考 4)の同一性は見受けられるものの，形式的には，統一的なものとはなっていない。
では，それは何故なのであろうか。 
そこで，この章では，江戸時代において信用取引を中心として展開した貸金業である掛
屋に焦点をあてて，簿記会計的思考が形式的統一を成し遂げられなかった要因について考
察するのが目的である。 
 
1.2 問題の背景と問題提起 
江戸時代の中期から末期において，我が国の商業は，各地において発達していくが，そ
れら商業の中心は，大阪あるいは江戸であった。特に，各藩の蔵米が集まる大阪では，金
融業が発達をしてくる。すなわち，当時の通貨の基準は石米であったが，生活物資の売買
は，金銀銭で行われる。そこで，米を通貨に替えるシステムが必要となる 5)。それは，そ
こに暮らす人々の生活物資等の流通の過程でもあった。さらに，この期間において，小国
家でもあった各藩の財政は，困窮していた 6)。そこで，地方における各藩は，豪商からの
資金の借り入れをもとにした特産物の生産，藩札の発行等による財政立て直しの打開策を
採っていくことになる。ここに，地方における商品市場や金融市場の発達を促す 7)ことと
なったのである。 
 当時の価値基準は，石米であった。むろん，この米を通貨に替えるわけであるが，当時
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は，三貨制（金・銀・銭）がとられており，その相場は，日によって決められていた 8)。
当時，西日本は，銀貨幣本位製，東日本では，金貨幣本位制が採られていた。ここに為替
相場のシステムを担う商人が発展することとなる。いわゆる，わが国における複雑な金融
システムの形成と両替商の誕生と発展である 9)。 
 さて地方では，どうであったろうか。地方における金融の発達は，当時の幕藩体制にお
ける各藩の財政に関連することが多いと考えられる。江戸時代の諸藩は，参勤交代の費用
や石高による人材確保など，その膨大な費用を賄うために，資金を融通する必要があった。
そのために各藩は，殖産興業 10)や税収の確保などにより藩政改革を図るが，それでも資金
が不足する場合は商人を頼るしかなかった。 
 この頃，九州の天領の一つである日田では，幕府の直轄地として税収を円滑に徴収する
ため，税の徴収及び預かり役，すなわち掛屋として任命された地域の商人が存在した。こ
れが，「日田金 11)」という存在である。 
 それでは，九州の日田という地において，地方金融を担うような掛屋「日田金」は，ど
のようにして誕生し，どのような役割をもっていたのか。そして，そこで作成された帳簿
はどのような構造をしていたのであろうか。中世イタリアで発展をしてきた帳簿技術は，
信用取引の拡大によりその測定構造を確立してきた。であれば，わが国の信用取引，いわ
ゆる「預り」と「貸し」を担ってきた掛屋にもその萌芽が見られるはずである。 
そこで，本稿は，九州の日田で誕生した掛屋の背景を概観しつつ，そこで作成された商
人の帳簿の構造を考察する。そして，そこには，形式は違うものの，中世イタリアの帳簿
技術の発展段階で見られるのと同等の思考が読み取れるということを明らかにすることを，
目的としている。すなわち，わが国にも現代の簿記会計に通じる思考が芽生えていたこと
を明らかにするとともに，中世のイタリアからの簿記会計の流れと比較することで，現代
の企業会計の測定構造論を論ずるうえでの重要な視点を見出す手がかりが得られると考え
る。 
 
第 2 節 九州天領の成立とその役割 
 九州の当時の政権における直轄地は，1593 年（文禄 2 年），大友吉統が改易の際，その
領地であった豊後を豊臣政権の直轄地（太閤蔵入地）に編入したことより始まる。そして，
その役割は，九州の地の支配のためではなく，食糧の供給地としての役割を担っていた（杉
本勲[1976] 193 頁，195 頁）。 
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 その後，徳川政権下において，豊臣政権下の直轄地は，太閤蔵入地をそのまま継承した
形で支配されていた。すなわち，徳川政権の初期の段階において，まずは江戸周辺及び大
阪周辺の大名の整備が優先され，九州は，徳川権力の浸透は十分でなく，直接的な支配で
はなく大名預り方式により運営されていた（杉本勲[1976] 185 頁）。 
そして，徳川政権が徳川秀忠のもとで一元化されていくにつれて，大名統制が強化されて
くると，1616 年（元和 2 年）の九州の地に，石川日田藩が成立する。この石川日田藩は，
九州の橋頭堡として九州支配の監視役としての役割を持っていたと考えられる（杉本勲
[1976] 186 頁）。さらに，寛永から慶安期の九州は，東・西九州に六つの譜代藩領が形成さ
れ，徳川氏の九州支配が強化された。すなわち，九州天領における直属史僚代官方式によ
る直轄地支配が始まるのである（杉本勲[1976] 187 頁）。 
 
第 3 節 日田の掛屋商人と九州の金融市場 
――「日田金」の誕生とその背景―― 
 天領日田は，徳川政権下において，当初，大名預け地として支配されていた。しかしな
がら，鎖国体制の完成及び幕政中枢の整備により，諸大名に絶対優位権力基盤を確立した
幕府は，天領においても遠国奉行や郡代・代官制度を整備して地方支配も強化していく。
すなわち，大名の配置が整うまでの天領日田は，大名の一時的な転封の地として利用され
たが 12)，1639 年（寛永 16 年）に，永山布政所が設置され，代官支配地として確立するこ
とになる 13)。 
 天領日田の中心地は，城下町あるいは代官所の所在地として展開した豆田町・隈町が挙
げられる。豆田町・隈町では，代官支配地となった時にはすでに，多数の商人が居住し，
広汎な商業活動が行われていた。すなわち，豆田町・隈町は，町の形成とともに，油・醤
油の製造・販売，酒造業といった近隣への生活物資の生産を伴った商人が，発展していた
のである。そして，日田の商人は，しだいに商業活動で得た資金を蓄積していくことにな
る。その後，日田の商人は，その余剰資本を小百姓，あるいは小商人に貸し付けたり，家
屋の賃貸を行って，商業高利貸資本及び寄生地主として発展していくのである（杉本勲
[1976] 244-245 頁）。 
 こうしたなか，元禄中期から宝永・正徳期にかけて，天領日田は，代官支配による年貢
米徴収を目的とする地へと変化していく。いわゆる，日田の地において，税の徴収組織と
しての，庄屋－組頭－百姓代体制が整備されていく。そして，幕府の享保改革にともなっ
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て，年貢増徴政策が進められることとなった。 
 天領日田では，1735 年（享保 20 年）に入部した岡田代官期に，年貢増徴政策として新
法が 1745 年（延享 2 年）に実施される。この新法とは，「（一）定免制と有毛検地方を基
軸に，（ニ）蔵床・永荒等の引高をなくして毛付高とし，（三）新たに古田畑の切添，新開
見取田畑の高入地，楮畑，および百姓自分山，刈敷地に対して運上を賦課するとともに，
(4)百姓助合石代銀を取り立てる」（杉本勲[1976] 241 頁）というものであった。 
 そしてこの時に，豆田町・隈町の商人であった千原家（丸屋），森家（鍋屋）を，岡田代
官は，掛屋とし，御物成上納銀改役（御物成銀掛改役ともいう）および御廻米取扱に命じ
ている。こうして，代官権力と日田商人との結合が誕生するとともに，日田商人は，権力
に保証された特権商人として，発展する基盤を形成していくことになるのである。 
 さらに，岡田代官の年貢増徴政策として実施した百姓助合石代銀（助合穀銀ともいう）
が，この掛屋である日田商人に預けられ，その資金を基とした高利貸金融のシステムが，
天領日田の地に誕生する。いわゆる「日田金」の誕生である。 
 公金を預かることとなった日田の掛屋の貸金業は，当初，近隣の農村及び商人への貸し
が中心であった。その後，岡田代官後の郡代である揖斐氏の時代に，新たに草野家（升屋），
合原家（俵屋）を掛屋に加えて，公金貸付政策を強化する。これにより，日田の掛屋は，
公儀預り銀（公金，以下日田金）は膨大となり，それに伴って日田金の貸し付けは，天領
内外を問わず広汎になり，武士貸（その中心は大名貸）が行われていくことになる（杉本勲
[1976] 247 頁）。 
 そして，これら日田の掛屋は，幕藩体制下の市場構造の変化と九州諸藩の財政困窮が深
刻化する中で，九州諸藩の財政への関与，専売の支配を確立していく。しいては，九州内
の諸藩の財政改革・藩政改革に乗り出すことになり（杉本勲[1976] 274 頁），九州における
金融市場を形成していくことになる。さらに，これらの日田の掛屋は，新田開発や醸造，
精鑞などの諸産業の実施・経営にあたるようになっていった。 
 
第 4 節 日田の掛屋商人広瀬家とその帳簿 
――広瀬家「積書」の構造―― 
4.1 広瀬家の経営と広瀬久兵衛 
 天領日田の広瀬家は，四代平八（秋風庵月花）・五代三郎右衛門（長春案桃秋）の頃から
大名貸をはじめ，諸藩の語用達となり扶持を受けていて，六代久兵衛（南陔）に至って飛
- 132 - 
 
躍的に発展し，七代源兵衛（南窓）のときまでに語用達・大名貸・献金などによって扶持
を受けた大名・旗本は，15 藩 1 旗本におよんでいた（杉本勲[1976] 275 頁）。この広瀬家と
取引を行った藩について見てみると図 5-1 のようになり，その範囲は，北九州全域におよ
んでいる。 
 そして，天保期以降の広瀬家の
経営は，大名財政と密着して展開
する。その例をあげてみれば，1831
年（天保 2 年）には，田代皿山仕法
の借財のための出銀，1832 年（天
保 3 年）には，府内藩の銀札建直し
のための出銀を引き受けた。さら
に，広瀬久兵衛は，1842 年（天保
13 年）には，府内藩銀札場と莚会
所の経営を委任，1844 年（弘化元
年）田代銀会所の経営，1849 年（嘉永 2 年）福岡藩生蠟会所の経営，1852 年（嘉永 5 年）
田代生蠟会所の経営，1859 年（安政 6 年）再度の府内藩莚会所の経営を引き受けるなどし
て活躍した人物である。 
その他にも広瀬久兵衛は，塩谷日田郡代に願い出て，1823 年（文政 6 年），農業用水路
としての小ヶ瀬井路の開削を実施，1826 年（文政 9 年）に着手した塩谷郡代に請われての
呉崎新田など，多くの新田開発にも着手し，地域に貢献している 14)。 
 
4.2 広瀬家の帳簿「積書」の構造 
 広瀬家の「積書」は，文政 11 年からの文書が残っている。この「積書」は，毎年正月 2
日に資金の貸しと預りの記録をとったものである。すなわち，この「積書」は，取引の記
録を採ったものではなく，現代の簿記会計の測定構造に当てはめてみれば，財務諸表の一
部を記録しているにすぎない。しかしながら，この「積書」の構造には，現在の簿記会計
につながるような思考が含まれているように思われる。 
 ここでは，嘉永 2 年と嘉永 3 年の「積書」について見てみたい。まず，これらの「積書」
は，図 5-2 のような表紙があった後，図 5-3，図 5-4 のように，貸した金額を「貸」とし
て，預かった金額を「預」として記録してある。そして，「貸」，「預」の頁ともに，それぞ
【図 5-1】広瀬家と取引の九州諸藩 
（野口[1976] 42-43 頁の諸藩をあげている。） 
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れの内容を示した項目の後に，内訳として金額の後に貸した者，預けた者の名前が記入さ
れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 そして，「貸」と「預」ともに，の記述の後に「合銀」として合計が示されている 15)。金
額は，すべて銀立てである 16)。さらに，「積書」の終わりには，もう一度「貸」と「預」の
差額の前年との比較による増減分を示した後に，本年の「貸」と「預」の差額が示されて
いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この「積書」の構造を現代の簿記会計の測定構造に照らし合わせてみれば，「貸」が資産
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にあたり，「預」が負債にあたる。そして，内容を示す項目が，勘定名にあたり，内訳であ
る人名勘定により記入されている金額を統制している。そして，「貸」と「預」との差額が，
自己の持分であり，朱記で示されている前年との比較の差額は，前年からの自己の持分の
増減分と見ることができる。すなわち，「積書」は，現代の簿記会計で言えば，資産の増減，
負債の増減を示す財政状態計算書（貸借対照表）といえるであろう 17)。 
 以下に嘉永 2 年の「積書」を表 5‐1，嘉永 3 年の「積書」を表 5-2 として，勘定式の形
式で示した。ただし，「積書」が，「貸」の額が記入され，次に「預」の額が記入されてい
る。そして，もう一度，「通計」として「貸」と「預」の額を示した後に，前年との自己持
分の増減を記入した後に，差額を示している。このことに従い，資産である「貸」の項目
を借方である左側に配置し，負債である「預」の項目を貸方である右側に配置した。そし
て，もう一度「通計」として借方合計と貸方合計を示し，差額を計算している。なお，前
年との差額については，残額の前に太字（朱記）で示してある。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【表 5-1】嘉永 2 年（1849）の「積書」 
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第 5 節 「積書」の特徴と現代の財務諸表 
 それでは，ここで現代の簿記会計の測定構造における財務諸表と比較しつつ，「積書」の
構造について考察してみたい。 
まず，第一に「積書」は，「貸」と「預」が記入されている。これは，「貸」は貸付金で
あり，「預」は，借入金と考えられる 18)ので，現代の財務表で言えば，貸借対照表に当たる
と考えられる。貸借対照表は，企業の財政状態を示す表である。すなわち，この「積書」
は，財政状態の管理として使用され，なかでも経営者の関心が高かった貸付金と借入金だ
けを記入したのではないかと，推測される。 
そして「積書」では，「貸」から「預」を差し引くことで「残」を出している。すなわち，
自己の持分は，権利から義務を差し引くことで求められている。この自己の持分は，資本
だと考えられるが，そこに経営者の出資分の記載はない。そして，この「積書」では，当
期の利益を，当年の自己の持分（残）から前年の自己の持分（残）を差し引くことで求め
ているのである。例えば，嘉永 3 年の利益は，嘉永 3 年の残である 145 貫 438 匁 7 分か
ら嘉永 2 年の 143 貫 959 匁 8 分 9 厘を差し引いて，1 貫 478 匁 8 分 1 厘としている。 
江戸時代において，貸借対照表を外部に開示する制度はない。例えば，現代の簿記会計
【表 5-2】嘉永 3 年（1850）の「積書」 
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のように，商人は，財務表を外部に開示することで，利潤を税の根拠としたり，外部の利
害関係者に財政状態を開示する必要はなかった。よってこの場合，商人は，財政状態の管
理として，借入金という義務をはたせるのかといったことを把握すればよい。そこで，「貸」
から「預」を差し引いて借入金が貸付金で賄えるかといった自己の持分である「残」を把
握していた，と考えられる。すなわち，貸金業としての掛屋の一番の関心ごとが，「貸」お
よび「預」であったために，記録として残す必要があったのであろうと，推測される。 
では，なぜ利潤を求めているのか。前述したが，財務表を開示して出資者に対して出資
の使途について把握する必要はなかった。そのために，自己の持分の増減に関する収益や
費用の記載はない。しかしながら，ここに収益と費用といった概念が芽生えていたのでは
なかろうか，と推測される 19)。 
さらに，この「積書」は，現代の簿記会計のように日常の取引から導かれて作成された
のではない 20)。これは，情報の根拠としては証文があるので，信頼性がないわけではなく，
「貸」および「預」が頻繁に行われていなかったことも一つの要因では，ないだろうか。 
 
第 6 節 小括 
 これまで，天領日田での金融業の発展と天領日田の掛屋である広瀬家における「積書」
を考察してきた。 
天領日田での金融業を営む掛屋は，日田の地が幕府の直轄地の天領として成立した後，
直接的な支配者たる郡代・代官の年貢増徴政策により，誕生した。これにより日田の掛屋
は，幕府権力と強く結びついた。そして，日田の掛屋は，天領の年貢（日田金）を預かる
ことで，その年貢（日田金）を元手として商業資本を増やしていった。さらに，日田の掛
屋は，その財力及び経営力から北九州一円の諸藩とも繋がりを持ち，地方の金融市場を形
成していった。 
 次に，日田の掛屋である広瀬家の「積書」の構造について，考察を行った。そこでは，
企業の経営としての財政状態の管理のために財務表が必要であった。しかしながら，その
財務表は，外部に開示する必要がなかった。すなわち，現代の会計システムのサブシステ
ムである会計情報伝達システムを形成する必要がなく，そのために，会計基準設定システ
ム，会計監査システムを形成するまでに至っていない。ただし，当年の「残」と前年の「残」
を比較することによって利潤を求めているところから，自己の持分の増減を把握するため
に収益と費用の概念が芽生えつつあった，ことを指摘した。 
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 しかしながら，日田の掛屋は，広瀬家（博多屋）以外にも千原家（丸屋），森家（鍋屋）
草野家（升屋），合原家（俵屋）といった商人が存在した。当然ながらそれらの商家にも帳
簿類が存在していると考えられる。しかも前述したが，会計システムのサブシステムであ
る会計基準設定システムは，形成されておらず，商家独自の簿記会計における測定構造を
していると考えられる。今後，日田掛屋の取引先の記録を含めて，そうした商家の帳簿類
も検討することで，金融業を営む日田商人の簿記会計の測定構造全体を明らかにすること
が，今後の課題である。 
 なお，広瀬家の「積書」については，財団法人『廣瀬資料館』より貴重な資料を見せて
いただいた，ここに感謝の意を示したい。 
  
＜注記＞ 
 1）この信用取引からの複式簿記への発展については，（Finney[1932] pp.3-5）を参照のこと。さらに，
杉本典之[1991]では，商人の私的な「経営管理」から産業革命による株式会社制度の登場により発展
してきたことが指摘されている（pp.28-29）。さらに，山本紀生[2009]では，現代の簿記の発展の要因
としては，商人の信用取引以外に，商事会社の登場，代理契約又は委任契約の形式での商業的表現が
指摘されるとしている（53-57 頁）。 
 2）ここでいう会計システムとは，「会計測定システム」，「会計伝達システム」，「会計監査システム」の
サブシステムを持つ会計情報の送り手および受け手という二者間において形成される言語システム
ないし記号システムのことを指す（杉本典之[1989] 21-24 頁，杉本典之[1991] 45-49 頁）。なお，木
戸田力氏は，これに加えて，現代のグローバル化した経済社会における国際的な会計基準設定の動向
を鑑み，「会計基準設定システム」の重要性を指摘している（木戸田力[2002] 10 頁）。 
 3）河原[1977]，西川[1993]，小倉[2001]，西川[2004]を参照のこと。 
 4）いわゆる，複式記入および誘導法による財務諸表作成を指している。 
 5）これが，いわゆる札差である。彼らは，旗本御家人の俸米受取りの代理人が建前であるが，しだいに，
武士の俸禄を完全に差押える高利貸となる。なお，大名に対する金融機関は掛屋と呼ばれている（小
野[1977] 28 頁）。 
 6）九州諸藩の財政困窮の原因については，参勤交代の制度化，石高による人材の確保，直轄都市長崎の
警備体制の強化，江戸での藩屋敷の運営，幕府への普請等への負担が挙げられる。 
 7）遠藤氏は，「商業資本又は商人資本は，商品取引資本と貨幣取引資本なる二つの亜種に分かれる」（遠
藤[1936] 2 頁）として，商品の流通に関する商業資本と貨幣の流通に関する商業資本を解説してい
る。 
 8）遠藤氏は，「かゝる商業の發展は必然的に貨幣・信用の發展と，並びにこれを基礎とする金融上の諸
制度の發展を伴った。大阪には両替商・蔵元・掛屋あり，江戸には札差等の特殊商人も出現して，何
れも商品・貨幣經濟發展の波に乗って，巨大なる貨幣資本の蓄積をなした」（遠藤[1936] 137 頁）と
して，江戸時代における，二大都市である江戸と大阪の金融システムを紹介している。 
 9）「然るに実際上に於ける三貨幣とは個々流通の範囲を異にし，前者が徳川氏開幕以来江戸を中心とす
る関東地方に広く流通したるに反し，大阪地方を中心とする関西地方は本来専ら銀貨幣が多く流通し
たるを以て事実上に於て江戸は金貨幣本位であり，大阪は銀貨幣本位（銀目本位）であって，我国内
には恰も金貨国と銀貨国が対立せるかの如き奇観を呈し，この状態は慶応四年五月銀目廃止の行は
るゝまで継続した」（松好[1937] 8-9 頁）として，金貨幣本位と銀貨幣本位について解説している。さ
らに，「本両替仲間の相場役は毎日一定の場所に参集して金銀の売買を行ひしものである」（松好
[1937] 11 頁）として，為替相場を担う役割を説明している。しかるに，両替の業務については，「両
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替の業務は，金銀と銭の交換だけでなく，金銀を売買し，他人の金銭を預かり，貸付をし，手形を振
り出し，手形を融通し，為替を組み，金銀の相場を立てるなど，府下一般の金融を取り扱っていた」
（小野[1977] 118 頁）と解説している。さらに，両替商がなぜに発展したかという理由については，
「江戸が金本位，京阪が銀本位とはいえ，実際には日本全国が金銀銭の三ッ巴の場となったので，複
雑な両替相場の出現となり，両替商を活躍させる原因となった」（小野[1977] 140 頁）としている。 
10）例えば，佐賀鍋島藩では，1845 年（弘化 2 年）には，「国産方」を設置し，煙硝火薬，磁器，櫨，楮，
海産物，および石炭などの生産に力を入れている」（福岡・佐田・宮島・上山[1998] 202 頁）として，
紹介している。 
11）本来，「日田金」とは，遠藤氏は，「日田天領及び九州諸藩の掛屋を勤めた數人の日田商人が，諸侯に
對して政治的優位に立つ郡代と結んで，多くの特権を確保し，以て蓄積し發展せしめたる，典型的な
商業・高利貸資本である」（遠藤[1936] 148 頁）として，「日田掛屋」として定義している。しかし，
野口氏は，「〔補説〕いわゆる日田金について」（杉本勲[1976] 249-250 頁）において，「日田金」とは，
「日田掛屋」としながらも，「厳密な意味での日田金とは，天領日田において，代官（ないし郡代）か
ら掛屋商人に預けられた公儀預り銀（公金）を指し，それが公金貸付政策によって貸し付けられる貨
幣をいう」（杉本勲[1976] 250 頁）としている。これは，本来「日田金」は，公金をさす言葉であっ
たのが，年を経るごとにその公金を取り扱う商人を示すようになったと考えられる。 
12）杉本勲[1976]で，徳川家光時代の九州の領国体制及び改易・転封については，詳しく述べられている
（杉本勲[1976] 186-187 頁）に詳しく述べられている。そして，この時期に，「郡役令が改訂・整備
される一方，この期に参勤交代制が制度化され，鎖国体制が完成した」（杉本勲[1976] 187 頁）とす
る。さらに，「長崎奉行も・・・幕政中枢機構の整備と並行して，この期に側近豪商から幕府の直属家
臣団である旗本に切り替えられ，天領における郡代・代官支配の方式も，この期に急速に整備」（杉
本勲[1976] 187 頁）されたと説明している。 
13）杉本勲[1976]では，天領日田の支配体系について，詳しく述べられている（杉本勲[1976] 194-200 頁）。
そして，支配体制の時系列的な流れを，杉本勲[1976] の 194 頁と 195 頁の間の折込「第 2 表 近世
日田の所領・支配体系および代官・郡題名・在任期間一覧」に示してある。 
14）南[2009]を参照。 
15）「広瀬家の経営内容を示す「積書」（店棚帳）によれば，その経営方法＝資金繰りは，拝借分（借入金）
と諸方貸付（貸付金）より」なっている。そして，「広瀬家における借入金・貸付金の操作による経営
方法と，両者および差額の増加は，そのまま同家の経営規模・活動範囲の拡大と利潤蓄積を示す」（杉
本勲[1976] 278 頁）としている。ただし，借入金と貸付金との差額は，単純に利潤をあらわすとはい
いがたく，その差額が利潤の蓄積を示すという点については，問題なしとしない。 
16）なかには，貨幣額（銭）や石高（米）で示されたものもあるが，すべて銀立てに換算されている。 
17）この「積書」は，左右対照の表という意味での貸借対照表というよりも，資産と負債の増減をみると
いう意味での財政状態変動表といった名称がふさわしいと考える。 
18）日田の掛屋は，貸金業であるため，商品の売買を行う商人というよりもむしろ現在の銀行業に近いの
で，借入金というよりむしろ，「銀行簿記」でいうところの「預金」としたほうがいいのかもしれな
い。 
19）ここで，疑問視されるのは，掛屋において，なぜに元金としての資本金は把握されてないのか，金
銭の収支は，なぜに把握されていないのかであるか，である。 
 まず，元金としての資本金の把握であるが，それは貸金業の性質上，手許にある額を表に出すこと
がはばかられたのでは，ないかと考えられる。このことは，「各両替の資本金は，極秘とされ，親子
でも窺い知りえなかった」（小野[1977] 118 頁）だとされる。 
 さらに，金銭の収支であるが，これも決して把握していないわけではなく，貸金業としての掛屋の
関心ごとが「貸」と「預」にあったため，記録として残っていると考えられる。現に，山本[2009]で
は，中世イタリアの簿記の発展以前の帳簿には，現金の収支を示す記録よりも，人名勘定による債権
と債務の記帳に重点がおかれていたことを指摘している（53-55 頁）。そして，これが借方，貸方を生
み出したのではないかと，推測される。 
20）現在のところ広瀬家の日常取引の帳簿は，現存していないとされる。この理由も，一つは注 19 で述
べたような理由ではないかと考えられる。 
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